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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，排気筒の地震時の構造強度及び

機能維持の確認について説明するものであり，その評価は応力解析により行う。 

排気筒のうち鉄塔及び空調換気系用排気筒（以下「筒身」という。）は，設計基準対象

施設においては「Ｓクラスの施設の間接支持構造物」に，重大事故等対処施設において

は「常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。 

排気筒のうち非常用ガス処理系用排気筒（以下「ＳＧＴＳ用排気筒」という。）は，設

計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故等対処施設においては「常設

重大事故緩和設備」に分類される。 

以下，鉄塔及び筒身の「Ｓクラスの施設の間接支持構造物」及び「常設重大事故緩和設

備の間接支持構造物」としての分類に応じた耐震評価並びにＳＧＴＳ用排気筒の「Ｓク

ラスの施設」及び「常設重大事故緩和設備」としての分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

排気筒の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 排気筒の設置位置 

 

 PN

排気筒 
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2.2 構造概要 

排気筒は，地盤面からの高さ 120m である内径 3.3m の鋼板製筒身を鋼管四角形鉄塔

で支えた鋼製鉄塔支持型排気筒である。 

排気筒の基礎は鉄筋コンクリート造であり，岩盤に直接設置している。 

また，筒身外部にはＳＧＴＳ用排気筒が筒身に支持されている。 

筒身は第 4 支持点位置（EL 113.5m＊）にて制震装置（粘性ダンパ）を介して鉄塔と

接合されている。 

排気筒の概要図を図 2－2 に，主要レベルの概略平面図を図 2－3 に，基礎の概要図

を図 2－4 に示す。 

 

構造概要 

構造形状  鋼製鉄塔支持型（制震装置（粘性ダンパ）付） 

排気筒高さ 筒身 120.0m（EL 128.5m） 

鉄塔高さ  105.0m（EL 113.5m） 

鉄塔幅  頂 部  6.5m 

   根開き  26.0m 

筒身支持点位置 EL 34.5m，EL 62.2m，EL 89.2m，EL 113.5m 

基礎  鉄筋コンクリート造 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2 排気筒の概要図（単位：m）
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図 2－3 主要レベルの概略平面図 
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図 2－4 基礎の概要図（単位：m） 

（a）平面図 

（b）断面図（Ａ－Ａ断面） 

Ａ 

Ａ 

EL 8.5 

EL 3.5 

EL 2.0 

EL 8.8 
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2.3 評価方針 

鉄塔及び筒身は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設の間接支持構造物」

に，重大事故等対処施設においては「常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分

類される。 

鉄塔及び筒身の設計基準対象施設としての評価においては，風荷重に対する評価及

び基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」とい

う。）を行うこととし，Ｓｓ地震時に対する評価はⅥ-2-2-13「排気筒の地震応答計算

書」の結果を踏まえたものとする。鉄塔及び筒身は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき，応力解析による評価において，地震時の構造強度及び機能維持の確認を行

う。評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

ＳＧＴＳ用排気筒は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故

等対処施設においては「常設重大事故緩和設備」に分類される。 

ＳＧＴＳ用排気筒の設計基準対象施設としての評価においては，風荷重に対する評

価，Ｓｓ地震時に対する評価及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力

のいずれか大きい方の地震力に対する評価（以下「Ｓｄ地震時に対する評価」という。）

を行うこととし，Ｓｓ地震時に対する評価及びＳｄ地震時に対する評価はⅥ-2-2-13

「排気筒の地震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。ＳＧＴＳ用排気筒は，Ⅵ-

2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，応力解析による評価において，地震時の構造

強度及び機能維持の確認を行う。評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

なお，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価を行

う。ここで，排気筒では，運転時，設計基準事故時及び重大事故等時の状態における圧

力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対処施設としての評価は，

設計基準対象施設としての評価と同一となる。 

表 2－1 に材料物性の不確かさを考慮する解析ケースを示す。また，図 2－5 に排気

筒の評価フローを示す。 
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 

制震装置 

（粘性ダンパ） 備考 

減衰係数 台数 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 標準値 8 

基本 

ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊ 
標準値 8  

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊ 
標準値 8  

ケース 4 

（減衰係数上限） 
設計基準強度 標準地盤 

標準値 

×1.3 
8  

ケース 5 

（減衰係数下限） 
設計基準強度 標準地盤 

標準値 

×0.7 
7  

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ及び

Ｐ波速度Ｖｐの不確かさを設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊1：Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

  ＊2：鉄塔及び筒身について実施する。 

 

図 2－5 排気筒の評価フロー 

評価開始 

基本方針 

応力解析による評価＊ 1 

断面の評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持＊ 2 

 

評価終了 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・煙突構造設計施工指針（（財）日本建築センター，1982 年版） 

・煙突構造設計指針（（社）日本建築学会，2007 制定） 

・塔状鋼構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，1980 制定） 

・鋼構造座屈設計指針（（社）日本建築学会，1996 改定） 

・容器構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研

究所・国立研究開発法人建築研究所） 
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3. 応力解析による評価方針 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

排気筒の応力解析による評価対象部位は，鉄塔及び筒身並びにＳＧＴＳ用排気筒と

し，立体架構モデルを用いた応力解析により評価を行う。 

鉄塔及び筒身の評価にあたっては，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」より得ら

れた結果及び「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に示す風荷重による応力解析結果を用い

て，各部材の断面評価を行う。 

ＳＧＴＳ用排気筒は，筒身に支持されており，ＳＧＴＳ用排気筒の剛性は筒身の剛

性と比べて小さいため，筒身の水平方向の変形に追従する。したがって，ＳＧＴＳ用

排気筒の評価にあたっては，筒身及びＳＧＴＳ用排気筒で構成される解析モデルに筒

身の水平方向変位を強制的に与えることにより応力を算定し，断面の評価を行う。な

お，鉛直方向の地震荷重は，鉛直震度として考慮する。 

図 3－1 に応力解析による評価フローを示す。 
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図 3－1 応力解析による評価フロー  

注記＊1：ＳＧＴＳ用排気筒の許容限界は短期許容応力度とし，基準地震動

Ｓｓにより生じる応力が短期許容応力度を超えないことを確認す

ることで弾性設計用地震動Ｓｄによる評価は省略する。 

＊2：鉛直荷重を考慮した応答値 

＊3：材料物性の不確かさを考慮する。 

＊4：組合せは「3.3.2 荷重の組合せ」による。 

 

：Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」の地震応答解析結果による。 

解析モデルの設定 

（立体架構モデル） 

断面力の組合せ＊ 4 

鉄塔及び筒身 

固定荷重 風荷重 静的地震荷重 

入力地震動 

の設定 

解析モデルの設定 

(地震応答解析モデルを準用) 

各荷重時の静的応力解析 地震応答解析＊ 2，＊ 3 

各部材設計用応力 

断面算定 

評価終了 

ＳＧＴＳ用 

排気筒 

筒身変位 

設計用応力 

断面算定 

評価開始 

 

動的地震荷重＊ 1 



 12 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
4 
R1
 

3.2 使用材料及び材料の許容応力度 

鋼材は，ＪＩＳ Ｇ ３１０１で規定される一般構造用圧延鋼材 SS400（SS41）＊，

ＪＩＳ Ｇ ３１０６で規定される溶接構造用圧延鋼材 SM400A 及び SM490A，ＪＩＳ 

Ｇ ３１１４で規定される溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材 SMA400AP（SMA 41A）＊，Ｊ

ＩＳ Ｇ ３４４４で規定される一般構造用炭素鋼鋼管 STK400（STK41）＊及び STK490

を使用する。 

また，基礎で使用するコンクリートは普通コンクリートとし，設計基準強度Ｆｃは

20.6 N/mm2 とする。 

各使用材料の許容応力度を表 3－1 及び表 3－2 に示す。 

 

注記＊：（ ）内は従来表記を示す。 

 

 

表 3－1 鋼材及びボルトの許容応力度 

板厚 材料 
基準強度 

Ｆ（N/mm2） 
許容応力度 

ｔ≦40 mm 

SS400（SS41） 

SMA400AP（SMA41A） 

STK400（STK41） 

SM400A 

235 
許容応力度はＦ値より求

める。 

STK490 

SM490A 
325 

注：アンカーボルトは公称軸径を板厚と読み替える。 

 

表 3－2 コンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

Ｆｃ＝ 20.6 圧縮 せん断 
付着＊ 

上端筋 その他 

長期  6.8 0.68 0.72 0.90 

短期 13.6 1.02 1.05 1.35 

注記＊：付着は丸鋼の許容付着応力度とし，筒身脚部のアンカーボルトの検討に用いる。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

 

3.3.1 荷重 

(1) 固定荷重 

鉄塔及び筒身自重の他に，制震装置（粘性ダンパ）,歩廊等の付属設備の重量を

考慮する。 

(2) 積載荷重 

排気筒に積載物はない。また，排気筒上部に作業員が常駐することもない。よ

って，積載荷重は考慮しない。 

(3) 積雪荷重 

歩廊の床材はグレーチングのため，雪が積もらない構造となっている。よって，

積雪荷重は考慮しない。 

(4) 風荷重 

風荷重は，「建築基準法・同施行令」に基づき次式によって算定することとし，

0°方向及び45°方向について考慮する。 

排気筒に作用する風圧力（Ｐ）は，（3.1）式によって算定する。 

Ｐ ＝ ｑ・Ｃｆ・Ａ       （3.1） 

ここで， 

ｑ ：速度圧（N/m2）＝0.6・Ｅ・Ｖ O
2 

ＶO ：当該地の基準風速（＝30 m/s） 

Ｅ ：国土交通大臣が定める方法により算出した数値 

＝Ｅｒ
2・Ｇｆ 

Ｅｒ ：平均風速の高さ方向の分布を表す係数 

＝1.7・






Ｚｂ

ＺＧ

α
 （Ｈ≦Ｚｂ） 

＝1.7・






Ｈ

ＺＧ

α
 （Ｈ＞Ｚｂ） 

Ｈ ：建築物の高さ（m）（鉄塔：105 m，筒身：120 m） 

Ｚｂ,ＺＧ,α：地表面粗度区分に応じて示される数値 

（当該地の地表面粗度区分Ⅱ：Ｚｂ＝5 m，ＺＧ＝350 m，α＝0.15） 

Ｇｆ ：ガスト影響係数（＝2.0） 

Ｃｆ ：風力係数（表 3－3～表 3－5 による） 

Ａ ：見付面積（m2）（図 3－2 による）  
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図 3－2 鉄塔及び筒身の見付面積 

 

表 3－3 鉄塔の風力係数Ｃｆ 

φ＊ 

種類 

（1） （2） （3） 

0.1 以下 0.1 を超え 0.6 未満 0.6 

鋼管 
 0°（正面） 2.2ｋｚ （1）と（3）とに掲げる数値を 

直線的に補間した数値 

1.5ｋｚ 

45°（斜め） 1.7ｋｚ 1.3ｋｚ 

注記＊：充実率（風を受ける部分の最外縁により囲まれる面積に対する見付面積の割合） 

 

表 3－4 筒身の風力係数Ｃｆ 

Ｈ／Ｂ＊  
（1） （2） （3） 

1 以下 1 を超え 8 未満 8 以上 

Ｃｆ 0.7ｋｚ 
（1）と（3）とに掲げる数値を 

直線的に補間した数値 
0.9ｋｚ 

注記＊：風向に対する見付幅（m） 

 

表 3－5 高さ方向係数ｋｚの算出 

ＨがＺｂ以下の場合 1.0 

ＨがＺｂを超える場合 

Ｚ＊がＺｂ以下の場合 






Ｚｂ

Ｈ

2α
 

Ｚ＊がＺｂを超える場合 






Ｚ

Ｈ

2α
 

注記＊：当該部分の地盤面からの高さ（m） 

  

筒身部 鉄塔部 

ｈｉ 

見
付

高
さ

 

筒身部：Ｄ×見付高さ 

鉄塔部：風方向における見付面積 
Ｄ 

ｈｉ/2 

ｈｊ 

ｈｉ/2 

ｈｊ/2 

ｈｊ/2 
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鉄塔（正面）       鉄塔（斜め）         筒身 

注：風圧作用面積は，  の作用する方向から見た鉄塔及び筒身の見付面積とする。 

 

図 3－3 鉄塔及び筒身の風圧作用面積 

 

以上より算定した風荷重を表3－6に示す。 

0° 

（正面） 

45° 

（斜め） 中心線 
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表 3－6 風荷重計算表 

鉄塔部 

高さ 

EL 

（m） 

速度圧 

ｑ

（kN/m2） 

0°方向風荷重 45°方向風荷重 

見付面積 

Ａ 

（m2） 

風力係数 

Ｃｆ  

 

風圧力 

Ｐ 

（kN） 

見付面積 

Ａ 

（m2） 

風力係数 

Ｃｆ  

 

風圧力 

Ｐ 

（kN） 

113.5 2.175 5.2 1.88 22 7.9 1.49 26 

109.4 2.175 10.4 2.03 46 17.2 1.57 59 

99.9 2.175 16.4 1.99 71 27.8 1.53 93 

89.2 2.175 24.9 1.88 102 42.4 1.45 134 

76.8 2.175 33.2 1.80 130 57.0 1.38 172 

62.2 2.175 45.6 1.68 167 77.7 1.29 219 

45.0 2.175 45.9 1.50 150 77.3 1.15 194 

34.5 2.175 46.3 1.33 134 75.5 1.03 170 

23.9 2.175 53.5 1.17 137 86.3 0.91 171 

8.5 2.175 25.4 0.87 49 41.4 0.67 61 

 

筒身部 

高さ 

EL 

（m） 

速度圧 

ｑ

（kN/m2） 

0°方向風荷重 45°方向風荷重 

見付面積 

Ａ 

（m2） 

風力係数 

Ｃｆ  

 

風圧力 

Ｐ 

（kN） 

見付面積 

Ａ 

（m2） 

風力係数 

Ｃｆ  

 

風圧力 

Ｐ 

（kN） 

128.5 2.264 24.9 0.90 51 24.9 0.90 51 

113.5 2.264 31.8 0.86 62 31.8 0.86 62 

109.4 2.264 23.0 0.85 45 23.0 0.85 45 

99.9 2.264 33.2 0.83 63 33.2 0.83 63 

89.2 2.264 38.1 0.80 70 38.1 0.80 70 

76.8 2.264 44.8 0.76 78 44.8 0.76 78 

62.2 2.264 53.1 0.71 86 53.1 0.71 86 

45.0 2.264 45.7 0.63 66 45.7 0.63 66 

34.5 2.264 35.1 0.57 46 35.1 0.57 46 

23.9 2.264 42.7 0.49 48 42.7 0.49 48 

8.8 2.264 25.0 0.49 28 25.0 0.49 28 
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(5) 地震荷重 

地震荷重は，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」による動的地震力及び静的

地震力を考慮する。 
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3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表3－7に示す荷重

の組合せを用いる。 

表 3－7 荷重の組合せ 

荷重状態 荷重の組合せ 水平荷重方向 

Ｓｓ地震時 

Ｓｄ地震時＊  

Ｇ＋Ｓｓ 1 
 0°方向 

45°方向 

Ｇ＋Ｓｓ 2 方位に準じる 

暴風時 Ｇ＋Ｗ 
 0°方向 

45°方向 

注：記号の説明 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓｓ1 ：方向性のない地震動（Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｄ－Ｄ， 

Ｓｄ－Ｎ１，Ｓｄ－１）又は静的地震力による地震荷重 

Ｓｓ2 ：方向性のある地震動（Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ２， 

Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－Ｆ２，Ｓｄ－Ｎ２）による地震荷重 

Ｗ ：風荷重 

 

注記＊：ＳＧＴＳ用排気筒の許容限界は短期許容応力度とし，基準地震動Ｓｓに

より生じる応力が短期許容応力度を超えないことを確認することで弾性

設計用地震動Ｓｄによる評価は省略する。 
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3.4 許容限界 

排気筒の鉄塔及び筒身並びにＳＧＴＳ用排気筒の許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持

の基本方針」に基づき，表 3－8 及び表 3－9 のとおり設定する。 

 

表 3－8 応力評価における許容限界（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構 造 強 度 を

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

鉄塔及び 

筒身 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

終局耐力に対して妥

当な安全裕度を有す

る許容限界＊ 1，＊2 ＳＧＴＳ

用排気筒 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 

及び 

静的地震力 

ＳＧＴＳ

用排気筒 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

短期許容応力度＊3 

支持 

機能 

機器・配管系

の 設 備 を 支

持 す る 機 能

を 損 な わ な

いこと 

基準地震動 

Ｓｓ 

鉄塔及び 

筒身 

部材に生じる応力

が支持機能を維持

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

終局耐力に対して妥

当な安全裕度を有す

る許容限界＊ 1 

注記＊1：許容限界は終局耐力に対して妥当な裕度を有する弾性限強度を用いる。鋼材の基

準強度を「平 12 建告第 2464 号」に準拠して 1.1Ｆと読み替え，鉄塔の許容限界

は「平 13 国交告第 1024 号」による材料強度，筒身の許容限界は「容器構造設計

指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定）」（以下「容器構造設計指針」

という。）によって求めた地震時許容応力度とする。 

＊2：ＳＧＴＳ用排気筒の許容限界は更なる裕度を考慮して短期許容応力度とする。 

＊3：基準地震動Ｓｓにより生じる応力が短期許容応力度を超えないことを確認する 

ことで弾性設計用地震動Ｓｄによる評価は省略する。 
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表 3－9 応力評価における許容限界（重大事故等対処施設としての評価） 

要求

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構 造 強 度 を

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

鉄塔及び 

筒身 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

終局耐力に対して妥

当な安全裕度を有す

る許容限界＊  ＳＧＴＳ

用排気筒 

支持

機能 

機器・配管系

の 設 備 を 支

持 す る 機 能

を 損 な わ な

いこと 

基準地震動 

Ｓｓ 

鉄塔及び 

筒身 

部材に生じる応力

が支持機能を維持

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

終局耐力に対して妥

当な安全裕度を有す

る許容限界＊ 

注記＊：許容限界は終局耐力に対して妥当な裕度を有する弾性限強度を用いる。鋼材の基

準強度を「平 12 建告第 2464 号」に準拠して 1.1Ｆと読み替え，鉄塔の許容限界は

「平 13 国交告第 1024 号」による材料強度，筒身の許容限界は「容器構造設計指

針」によって求めた地震時許容応力度とする。 
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3.5 応力解析による評価方法 

3.5.1 応力解析方法 

排気筒の断面の評価に用いる応力は，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」で

用いた立体架構モデルによる弾性応力解析により算定する。排気筒の応力解析モ

デルを図 3－4 に示す。解析には，解析コード「ＳＮＡＰ－ＬＥ」を用いる。評価

に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プロ

グラム（解析コード）の概要」に示す。 

なお，動的地震荷重については，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」の地震

応答解析結果を用いる。 
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図 3－4 応力解析モデル 

【凡例】 

：質点 

：曲げせん断ビーム要素 

：剛体要素 

EL  8.5 

EL 23.9 

EL 34.5 

EL 53.5 

EL 62.2 

EL 83.0 

EL 89.2 

EL 94.5 

EL104.5 

EL113.5 

(m)   

EL 69.5 

Ｘ（ＥＷ） 

Ｙ（ＮＳ） 

Ｚ 

（制震装置（粘性ダンパ）設置平面） EL109.4 

EL 99.9 

EL 76.8 

EL 45.0 

第 4 支持点 

第 3 支持点 

第 2 支持点 

第 1 支持点 

制震装置（粘性ダンパ）（8 箇所） 

第 4 支持点 

(EL 113.5m) 

EL 3.5 

EL 2.0 

EL 8.8 

K1 K2 
K3 

第 1 支持点 

(EL 34.5m) 

第 2 支持点 

(EL 62.2m) 

第 3 支持点 

(EL 89.2m) 

EL128.5 
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3.5.2 断面の評価方法 

「3.3 荷重及び荷重の組合せ」により組み合わせた荷重に対して鉄塔及び筒身

の各部材の断面評価を次のとおり行う。 

 

(1) 鉄塔に対する断面の評価方法 

鉄塔を構成する主柱材，斜材，水平材及び補助柱材の断面算定は，以下の式に

より行う。 

なお，断面性能の算定において腐食代は考慮しない。 

 σｃ 

 ｆｃ 
 ＋ 

 σｂ 

 ｆｂ 
 ≦ 1 （主柱材，水平材） 

 σｃ 

 ｆｃ 
 ≦ 1 （斜材，補助柱材） 

ここで， 

σｃ ：圧縮応力度（σｃ＝Ｎ／Ａ）（N/mm2） 

Ｎ ：圧縮力（N） 

Ａ ：断面積（mm2） 

σｂ ：曲げ応力度（σｂ＝Ｍ／Ｚｔ）（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･m） 

Ｚｔ ：断面係数（mm3） 

ｆｃ ：許容圧縮応力度（N/mm2） 

ｆｂ ：許容曲げ応力度（N/mm2） 

ｆｃ及びｆｂは「平 13 国交告第 1024 号」による材料強度の評価式に「平 12 建

告第 2464 号」に基づきＦ値×1.1 を適用して算定する。 
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(2) 筒身に対する断面の評価方法 

筒身部材の断面算定は，「容器構造設計指針」に準拠して以下の式により行う。 

なお，断面性能の算定において腐食代 2mm（内側 1mm，外側 1mm）を考慮する。 

σｃ

ｃｆｃｒ
 ＋ 

σb

ｂｆｃｒ
 ≦ 1 

ここで， 

σｃ ：圧縮応力度（σｃ＝Ｎ／Ａ）（N/mm2） 

Ｎ ：圧縮力（N） 

Ａ ：円筒の断面積（mm2） 

σｂ ：曲げ応力度（σｂ＝Ｍ／Ｚｃ）（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･m） 

Ｚｃ  ：断面係数（mm3） 

ｃｆｃｒ ：局部座屈を考慮した圧縮応力度に対する許容値（N/mm2） 

ｂｆｃｒ ：局部座屈を考慮した曲げ応力度に対する許容値（N/mm2） 

ｃｆｃｒ及びｂｆｃｒは「容器構造設計指針」による許容応力度の評価式に「平 12

建告第 2464 号」に基づきＦ値×1.1 を適用して算定する。 

  



 25 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
4 
R1
 

4. 部材応力 

「3. 応力解析による評価方針」で示した解析により求まる各部材の評価用応力を表

4－1～表 4－5 に示す。 

 

主 柱 材  表 4－1 

斜  材  表 4－2 

水 平 材  表 4－3 

補助柱材  表 4－4 

筒  身  表 4－5 

 

なお，評価用応力は，表 3－7 に示した荷重の組合せのうち応力度比が最大となる解析

ケースの応力を用いることとし，表 4－1～表 4－5 に併せて示す。 

また，地震荷重については，応力度比が最大となる地震動及び地震応答解析ケースを

示す。 
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表 4－ 1 主柱材応力  

高さ  

EL 

（ m）  

部材間  

風荷重 ＊ 1 
地震荷重 ＊ 1 評価用応力 ＊ 1 

0°方向  45°方向  

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

地震動  

（ケース）  

（方向） ＊ 2 

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

113.5- 

104.5 
Ｂ -Ｄ  36.7  1.1  32.9  1.4  168.8 3.5 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 4）  

（ 45°方向）  

168.8 3.5 

104.5- 

94.5 
Ｄ -Ｆ  77.3  2.5  99.4  1.2  468.4 8.1 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 4）  

（ 45°方向）  

468.4 8.1 

94.5- 

83.0 
Ｆ -Ｈ  105.7  5.6  143.7  3.3  672.3 13.0 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 45°方向）  

672.3 13.0 

83.0- 

69.5 
Ｈ -Ｊ  348.9  9.7  502.7  11.3  919.7 19.6 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 45°方向）  

919.7 19.6 

69.5- 

53.5 
Ｊ -Ｌ  680.8  18.0  992.8  25.2  1408.8 43.3 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 5）  

（ 45°方向）  

1408.8 43.3 

53.5- 

34.5 
Ｌ -Ｎ  1097.1  21.4  1623.1  31.0  2043.5 46.3 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 5）  

（ 45°方向）  

2043.5 46.3 

34.5- 

8.5 
Ｎ -Ｐ  1943.0  23.4  2801.0  30.9  3218.8 46.1 

Ｓｓ－Ｎ２  

（ケース 4）  
3218.8 46.1 

注記＊ 1：固定荷重による影響を含む。  

  ＊ 2：方向性のない地震動によるケースについては，水平方向地震動の入力方向を示す。  

   注：下線部は断面算定に用いた値を示す。  

 

記号の説明  

Ｎ  ：軸力（圧縮を正とする）  

Ｍ  ：曲げモーメント  
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表 4－ 2 斜材応力  

高さ  

EL 

（ m）  

部材間  

風荷重 ＊ 1 
地震荷重 ＊ 1 評価用応力 ＊ 1 

0°方向  45°方向  

Ｎ  

（ kN）  

Ｎ  

（ kN）  

Ｎ  

（ kN）  

地震動  

（ケース）  

（方向） ＊ 2 

Ｎ  

（ kN）  

113.5- 

99.9 
Ｂ -Ｅ  25.5  30.2  207.5 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 4）  

（ 0°方向）  

207.5 

99.9- 

89.2 
Ｅ -Ｇ  51.4  79.7  258.7 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 45°方向）  

258.7 

89.2- 

76.8 
Ｇ -Ｉ  268.8  297.5  426.0 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 5）  

（ 45°方向）  

426.0 

76.8- 

62.2 
Ｉ -Ｋ  286.2  308.8  420.4 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

420.4 

62.2- 

45.0 
Ｋ -Ｍ  266.1  245.6  527.2 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 4）  

（ 0°方向）  

527.2 

45.0- 

23.9 
Ｍ -Ｏ  337.2  490.7  697.1 

Ｓｓ－Ｎ２  

（ケース 4）  
697.1 

23.9- 

8.5 
Ｏ -Ｐ  547.5  664.5  1018.0 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 4）  

（ 0°方向）  

1018.0 

注記＊ 1：固定荷重による影響を含む。  

  ＊ 2：方向性のない地震動によるケースについては，水平方向地震動の入力  

方向を示す。  

注：下線部は断面算定に用いた値を示す。  

 

記号の説明  

Ｎ  ：軸力（圧縮を正とする）  
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表 4－ 3 水平材応力  

高さ  

EL 

（ m）  

部材  

位置  

風荷重 ＊ 1 
地震荷重 ＊ 1 評価用応力 ＊ 1 

0°方向  45°方向  

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

地震動  

（ケース）  

（方向） ＊ 2 

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

113.5 Ｂ -5.5  
22.1＊ 3   

-3.5  
22.1＊ 3  

47.8 
46.5＊ 3 Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

47.8 
 46.5＊ 3 

0.0＊ 4  0.0＊ 4  57.9＊ 4  57.9＊ 4 

109.4 Ｃ 12.6  0.1  11.7  0.1  48.2 0.1 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

48.2  0.1 

 99.9 Ｅ 18.5  0.1  17.8  0.1  35.5 0.1 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

35.5  0.1 

 89.2 Ｇ 93.8  0.3  120.4  0.9  169.1 1.5 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 5）  

（ 45°方向）  

169.1  1.5 

 76.8 Ｉ 34.8  0.1  35.1  0.8  38.5 1.1 
Ｓｓ－Ｎ２  

（ケース 5）  
38.5  1.1 

 62.2 Ｋ 23.6  1.0  40.1  0.9  167.1 0.9 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 45°方向）  

167.1  0.9 

 45.0 Ｍ 47.8  0.0  47.1  0.2  106.9 0.3 
Ｓｓ－Ｆ２  

（ケース 3）  
106.9  0.3 

 34.5 Ｎ 91.7  5.4  70.9  4.6  126.9 9.0 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

126.9  9.0 

 23.9 Ｏ 60.6 0.3 56.8 1.4 189.5 1.5 
Ｓｓ－Ｆ２  

（ケース 3）  
189.5 1.5 

注記＊ 1：固定荷重による影響を含む。  

  ＊ 2：方向性のない地震動によるケースについては，水平方向地震動の入力方向を示す。  

＊ 3：強軸まわりの曲げモーメントを示す。        記号の説明  

＊ 4：弱軸まわりの曲げモーメントを示す。         Ｎ  ：軸力（圧縮を正とする）  

注：下線部は断面算定に用いた値を示す。         Ｍ  ：曲げモーメント   
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表 4－ 4 補助柱材応力  

高さ  

EL 

（ m）  

部材間  

風荷重 ＊ 1 
地震荷重 ＊ 1 評価用応力 ＊ 1 

0°方向  45°方向  

Ｎ  

（ kN）  

Ｎ  

（ kN）  

Ｎ  

（ kN）  

地震動  

（ケース）  

（方向） ＊ 2 

Ｎ  

（ kN）  

109.4- 

99.9 
Ｃ -Ｅ  47.4  44.8  227.4 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 4）  

（ 0°方向）  

227.4 

99.9- 

89.2 
Ｅ -Ｇ  155.5  140.3  529.2 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

529.2 

89.2- 

76.8 
Ｇ -Ｉ  444.8  379.4  987.0 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

987.0 

76.8- 

62.2 
Ｉ -Ｋ  825.3  691.8  1387.4 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

1387.4 

62.2- 

45.0 
Ｋ -Ｍ  1064.6  897.6  1586.9 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

1586.9 

45.0- 

34.5 
Ｍ -Ｎ  677.7  576.7  936.5 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

936.5 

34.5- 

23.9 
Ｎ -Ｏ  710.0  608.4  982.0 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 5）  

（ 0°方向）  

982.0 

注記＊ 1：固定荷重による影響を含む。  

＊ 2：方向性のない地震動によるケースについては，水平方向地震動の入力  

方向を示す。  

注：下線部は断面算定に用いた値を示す。  

 

記号の説明  

Ｎ  ：軸力（圧縮を正とする）  
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表 4－ 5 筒身応力  

高さ  

EL 

（ m）  

部材間  

風荷重 ＊ 1 
地震荷重 ＊ 1 評価用応力 ＊ 1 

0°方向  45°方向  

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

地震動  

（ケース）  

（方向） ＊ 2 

Ｎ  

（ kN）  

Ｍ  

（ kN･m）  

128.5- 

113.5 
Ａ -Ｂ  93.7  701.3  93.7  702.0  184.6 3323.5 

Ｓｓ－Ｆ２  

（ケース 3）  
184.6 3323.5 

113.5- 

89.2 
Ｂ -Ｇ  321.4  4818.3  321.4  4825.2  685.6 11509.1 

Ｓｓ－Ｎ２  

（ケース 5）  
685.6 11509.1 

89.2- 

62.2 
Ｇ -Ｋ  611.8  4824.2  611.8  4835.6  1257.2 11374.0 

Ｓｓ－Ｎ２  

（ケース 5）  
1257.2 11374.0 

62.2- 

34.5 
Ｋ -Ｎ  935.3  715.6  935.3  788.4  1888.6 2122.1 

Ｓｓ－Ｎ１  

（ケース 5）

（ 0°方向）  

1888.6 2122.1 

34.5- 

8.8 
Ｎ -Ｐ  1240.9  843.7  1240.9  981.6  2736.3 1867.9 

Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 3）

（ 0°方向）  

2736.3 1867.9 

注記＊ 1：固定荷重による影響を含む。  

＊ 2：方向性のない地震動によるケースについては，水平方向地震動の入力方向を示す。  

注：下線部は断面算定に用いた値を示す。  

 

記号の説明  

Ｎ  ：軸力（圧縮を正とする）  

Ｍ  ：曲げモーメント  
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5. 鉄塔及び筒身の応力評価結果 

表 4－1～表 4－5 の評価用応力に対して，「3.5.2 断面の評価方法」に基づき各部材

の断面算定を行う。 

各部材の断面算定結果を表 5－1～表 5－5 に示す。 

 

主 柱 材  表 5－1 

斜  材  表 5－2 

水 平 材  表 5－3 

補助柱材  表 5－4 

筒  身  表 5－5 

 

各部材に生じる応力が許容限界を超えないことを確認した。 
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表 5－1 主柱材の断面算定結果（STK400，SS400） 

高さ 

EL 

（m） 

部材間 

評価用応力 使用部材 ℓｋ  

 

（mm） 

λ 

 

 

ｆｃ  

 

（N/mm2） 

ｆｂ  

 

（N/mm2） 

σｃ  

 

（N/mm2） 

σｂ  

 

（N/mm2） 

σｃ

ｆｃ
＋
σｂ

ｆｂ
 Ｎ 

（kN） 

Ｍ 

（kN･m） 

寸法 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｚ 

（×103mm3） 

ｉ 

（mm） 

113.5- 

104.5 
Ｂ-Ｄ 168.8 3.5 φ267.4×6.6 5408 344  92.2  4883  53  235  258  31 10 0.18 

104.5- 

94.5 
Ｄ-Ｆ 468.4 8.1 φ267.4×6.6 5408 344  92.2  5405  59  230  258  87 24 0.48 

94.5- 

83.0 
Ｆ-Ｈ 672.3 13.0 φ355.6×6.4 7021 602  123.5  6210  50  238  258  96 22 0.49 

83.0- 

69.5 
Ｈ-Ｊ 919.7 19.6 φ406.4×7.9 9890 967  140.9  7294  52  236  258  93 20 0.48 

69.5- 

53.5 
Ｊ-Ｌ 1408.8 43.3 φ508.0×9.5 14880 1820  176.3  8820  50  238  258  95 24 0.50 

53.5- 

34.5 
Ｌ-Ｎ 2043.5 46.3 φ609.6×12.7 23820 3480  211.1  10583  50  238  258  86 13 0.42 

34.5- 

8.5 
Ｎ-Ｐ 3218.8 46.1 φ711.2×12.7＊ 45470 6570  256.5  15723  61  228  258  71 7 0.34 

注記＊：補強リブ 8PLs-22×100 (SS400)付きの鋼管とする。 

注：許容応力度は材料強度評価に基づく。 

記号の説明 

Ｎ ：軸力（圧縮を正とする）   ｆｃ ：許容圧縮応力度 

Ｍ ：曲げモーメント    ｆｂ ：許容曲げ応力度 

Ａ ：断面積     σｃ ：圧縮応力度（Ｎ／Ａ） 

Ｚ ：断面係数     σｂ ：曲げ応力度（Ｍ／Ｚ） 

ｉ ：断面二次半径    

ℓｋ ：座屈長さ     

λ ：細長比（ℓｋ／ｉ）  
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表5－2 斜材の断面算定結果（STK400） 

高さ 

EL 

（m） 

部材間 

評価用応力 使用部材 ℓｋ  

 

（mm） 

λ 

 

 

ｆｃ  

 

（N/mm2） 

σｃ  

 

（N/mm2） 

σｃ

ｆｃ
 Ｎ 

（kN） 

寸法 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

ｉ 

（mm） 

113.5- 

99.9 
Ｂ-Ｅ 207.5 φ216.3×5.8 3836 74.5 6192 83 203 54 0.27 

99.9- 

89.2 
Ｅ-Ｇ 258.7 φ267.4×6.6 5408 92.2 6996 76 212 48 0.23 

89.2- 

76.8 
Ｇ-Ｉ 426.0 φ267.4×6.6 5408 92.2 8080 88 196 79 0.41 

76.8- 

62.2 
Ｉ-Ｋ 420.4 φ318.5×6.9 6755 110.2 9459 86 199 62 0.32 

62.2- 

45.0 
Ｋ-Ｍ 527.2 φ355.6×7.9 8629 123.0 11414 93 189 61 0.33 

45.0- 

23.9 
Ｍ-Ｏ 697.1 φ457.2×9.5 13360 158.3 13860 88 196 52 0.27 

23.9- 

8.5 
Ｏ-Ｐ 1018.0 φ558.8×9.5 16390 194.2 20264 104 172 62 0.37 

注：許容応力度は材料強度評価に基づく。 

記号の説明 

Ｎ ：軸力（圧縮を正とする）   ｆｃ ：許容圧縮応力度 

Ａ ：断面積     σｃ ：圧縮応力度（Ｎ／Ａ） 

ｉ ：断面二次半径    

ℓｋ ：座屈長さ     

λ ：細長比（ℓｋ／ｉ）  
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表 5－3 水平材の断面算定結果（STK400，SS400） 

高さ 

EL 

（m） 

部材 

位置 

評価用応力 使用部材 ℓｋ 

 

（mm） 

λ 

 

 

ｆｃ 

 

（N/mm2） 

ｆｂ 

 

（N/mm2） 

σｃ 

 

（N/mm2） 

σｂ 

 

（N/mm2） 

σｃ

ｆｃ
＋

σｂ

ｆｂ
 Ｎ 

（kN） 

Ｍ 

（kN･m） 

寸法 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｚ 

（ × 1 0 3 m m 3 ） 

ｉ 

（mm） 

113.5 Ｂ 47.8 
46.5＊1 

Ｈ-450×300×10×15＊3 13200 
2170＊4 

71.5＊6 6500  91  192  258  4  150＊7   0.61 
57.9＊2 450＊5 

109.4 Ｃ 48.2 0.1 φ216.3×5.8 3836 197  74.5  3512  47  240  258  13  1  0.06 

 99.9 Ｅ 35.5 0.1 φ216.3×5.8 3836 197  74.5  4114  55  234  258  9  1  0.05 

 89.2 Ｇ 169.1 1.5 φ267.4×6.6 5408 344  92.2  4792  52  236  258  31  4  0.15 

 76.8 Ｉ 38.5 1.1 φ267.4×6.6 5408 344  92.2  5580  61  228  258  7  3  0.05 

 62.2 Ｋ 167.1 0.9 φ318.5×6.9 6755 515  110.2  6500  59  230  258  25  2  0.12 

 45.0 Ｍ 106.9 0.3 φ318.5×6.9 6755 515  110.2  8054  73  215  258  16  1  0.08 

 34.5 Ｎ 126.9 9.0 φ609.6×9.5 17910 2650  212.2  9000  42  244  258  7  3  0.05 

 23.9 Ｏ 189.5 1.5 φ406.4×9.5 11850 1150  140.4  10636  76  212  258  16  1  0.08 

注記＊1：強軸まわりの曲げモーメントを示す。         記号の説明 

  ＊2：弱軸まわりの曲げモーメントを示す。         Ｎ ：軸力（圧縮を正とする） λ  ：細長比（ℓｋ／ｉ） 

＊3：材質は SS400 とする（注記のない部材の材質は STK400）。 Ｍ ：曲げモーメント    ｆｃ ：許容圧縮応力度 

 ＊4：強軸まわりの断面係数を示す。             Ａ ：断面積        ｆｂ ：許容曲げ応力度 

   ＊5：弱軸まわりの断面係数を示す。             Ｚ ：断面係数       σｃ ：圧縮応力度（Ｎ／Ａ） 

  ＊6：最小断面二次半径とする。        ｉ ：断面二次半径   σｂ ：曲げ応力度（Ｍ／Ｚ） 

 ＊7：Ｈ形鋼におけるσｂは２軸の足し合わせとする。     ℓｋ：座屈長さ 

注：許容応力度は材料強度評価に基づく。   
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表 5－4 補助柱材の断面算定結果（STK400，STK490） 

高さ 

EL 

（m） 

部材間 

評価用応力 使用部材 ℓｋ  

 

（mm） 

λ 

 

 

ｆｃ  

 

（N/mm2） 

σｃ  

 

（N/mm2） 

σｃ

ｆｃ
 Ｎ 

（kN） 

寸法 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

ｉ 

（mm） 

109.4- 

99.9 
Ｃ-Ｅ 227.4 φ267.4×6.0 4927 92.4 9499 103 174 46 0.27 

99.9- 

89.2 
Ｅ-Ｇ 529.2 φ318.5×6.0 5891 110.5 10720 97 183 90 0.50 

89.2- 

76.8 
Ｇ-Ｉ 987.0 φ711.2×7.9 17450 248.7 12445 50 238 57 0.24 

76.8- 

62.2 
Ｉ-Ｋ 1387.4 φ609.6×12.7 23820 211.1 14545 69 220 58 0.27 

62.2- 

45.0 
Ｋ-Ｍ 1586.9 φ762.0×12.7＊ 29900 265.0 17321 65 293 53 0.19 

45.0- 

34.5 
Ｍ-Ｎ 936.5 φ609.6×12.7＊ 23820 211.1 10541 50 319 39 0.13 

34.5- 

23.9 
Ｎ-Ｏ 982.0 φ609.6×12.7＊ 23820 211.1 10762 51 317 41 0.13 

注記＊：材質は STK490 とする（注記のない部材の材質は STK400）。 

注：許容応力度は材料強度評価に基づく。 

記号の説明 

Ｎ ：軸力（圧縮を正とする）   λ ：細長比（ℓｋ／ｉ） 

Ａ ：断面積     ｆｃ ：許容圧縮応力度 

ｉ ：断面二次半径    σｃ ：圧縮応力度（Ｎ／Ａ） 

ℓｋ ：座屈長さ  
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表 5－5 筒身の断面算定結果（SMA400A） 

高さ 

EL 

（m） 

部材間 

評価用応力 使用部材＊ 
ｃｆｃｒ 

 

（N/mm2） 

ｂｆｃｒ 

 

（N/mm2） 

σｃ 

 

（N/mm2） 

σｂ 

 

（N/mm2） 

σc

ｃｆｃｒ
 ＋

σｂ

ｂｆｃｒ
 Ｎ 

（kN） 

Ｍ 

（kN･m） 

寸法 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｚ 

（ × 1 0 3 m m 3 ） 

128.5- 

113.5 
Ａ-Ｂ 184.6 3323.5 

φ3320×10 83189 68700 196 209 

2 48 0.24 

113.5- 

89.2 
Ｂ-Ｇ 685.6 11509.1 8 168 0.85 

89.2- 

62.2 
Ｇ-Ｋ 1257.2 11374.0 15 166 0.88 

62.2- 

34.5 
Ｋ-Ｎ 1888.6 2122.1 23 31 0.27 

34.5- 

8.8 
Ｎ-Ｐ 2736.3 1867.9 33 27 0.30 

注記＊：腐食代 2mm（内側：1mm，外側：1mm）を考慮した断面により算定した断面性能により断面算定 

 

記号の説明 

Ｎ ：軸力（圧縮を正とする）   ｃｆｃｒ ：局部座屈を考慮した圧縮応力度に対する許容値 

Ｍ ：曲げモーメント     ｂｆｃｒ ：局部座屈を考慮した曲げ応力度に対する許容値 

Ａ ：断面積      σｃ ：圧縮応力度（Ｎ／Ａ） 

Ｚ ：断面係数      σｂ ：曲げ応力度（Ｍ／Ｚ） 
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6. 鉄塔脚部及び筒身脚部の断面評価 

6.1 評価方法 

脚部の断面算定に用いる評価用応力は，立体架構モデルを用いた応力解析により得

られた脚部反力を用いて算定する。 

なお，動的地震荷重については，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」の地震応答

解析結果を用いる。 
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6.2 鉄塔脚部の評価 

(1) 鉄塔脚部の概要 

鉄塔脚部の概要図を図 6－1 に示す。 

なお，鉄塔脚部は竜巻に対する補強を行っており，既設部の断面には期待せず，

補強部のみの評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ－ａ断面（フランジプレート）     ｂ－ｂ断面（ベースプレート） 

 

 

 

 

 

 

注：図中の   は既設部を示す。 

ｃ－ｃ断面（せん断プレート） 

図 6－ 1 鉄塔脚部の概要図（単位：mm）  
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(2) 評価用応力  

評価用応力は地震荷重及び風荷重による発生応力の最大値とする。  

鉄塔脚部の評価用応力を表 6－ 1 に示す。  

 

表 6－1 鉄塔脚部の評価用応力 

部材力  

地震荷重 ＊1 風荷重 ＊1 

評価用応力 

 
地震動  

(ケース ) 
0°方向  45°方向  

圧縮側軸力  Ｎ ｃ （ kN） ＊ 2 4481.4 
Ｓｓ－Ｎ２  

（ケース 4）  
2746.4 3894.5 4481.4 

引張側軸力  Ｎ ｔ （ kN） ＊ 2 -2551.2 
Ｓｓ－Ｎ２  

（ケース 4）  
-816.2 -1964.3 -2551.2 

せん断力  Ｑ（ kN）  1643.0 
Ｓｓ－Ｎ２  

（ケース 3）  
915.9 1321.4 1643.0 

曲げモーメント  Ｍ（ kN･m） 0 －  0 0 0 

注記＊1：固定荷重による影響を含む。 

＊2：圧縮を正とする。 

注：下線部は断面算定に用いた値を示す。 
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(3) せん断プレートの評価 

a. コンクリートの圧縮応力度に対する評価 

せん断プレートの概要図を図 6－2 に示す。 

鉄塔脚部に作用する水平力は，せん断プレートの抵抗力によって基礎に伝達さ

れる。ここでは，せん断プレート側面のコンクリートについて，せん断プレート

を介して圧縮応力度が作用するものとして評価を行う。評価においては，鉄塔脚

部に作用する水平力を各方向 4 枚のせん断プレートで均等に負担するものとする。 

 

ｆｃ  ＝ 13.6 N/mm2 

Ｑｓ  ＝ 
Ｑ

ｎ
 ＝ 

1643

4
 ＝ 411 kN/枚 

σｃ ＝ 
ＱＳ

Ｌ･ｂ
  

ここで， 

ｆｃ ：コンクリートの許容圧縮応力度（N/mm2） 

Ｑｓ  ：せん断プレート 1 枚あたりの水平力（kN/枚） 

Ｑ ：鉄塔脚部のせん断力（kN） 

ｎ ：せん断プレートの枚数（枚） 

σｃ ：圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌ ：せん断プレートの長さ（mm） 

ｂ ：せん断プレートの幅（深さ）（mm） 

以上より， 

σｃ ＝ 
411×1000

1000×80
 ＝ 5.2 N/mm2 ≦ 13.6 N/mm2   可 

 

 

 

 

 

図 6－ 2 せん断プレートの概要図（単位：mm）  

8
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b. せん断プレートの曲げ応力度に対する評価 

ここでは，せん断プレートの曲げ応力度の評価を行う。評価においては，鉄塔

脚部に作用する水平力を各方向 4 枚のせん断プレートで均等に負担するものとす

る。また，水平力の作用位置は，せん断プレートの幅（深さ）方向の中央に作用

するものとする。 

 

ｆｂ ＝ 1.1･Ｆ ＝ 357 N/mm2 

Ｍｓ  ＝ Ｑｓ･
ｂ

2
 ＝ 411×

80

2
  ＝ 16440 kN･mm/枚 

Ｚ ＝ 
Ｌ･ｔ 2

6
 ＝ 

1000×402

6
  ＝ 267000 mm3 

σｂ ＝ 
Ｍｓ

Ｚ
  

ここで， 

ｆｂ ：鋼材の許容曲げ応力度（N/mm2） 

Ｆ ：鋼材の基準強度（N/mm2） 

Ｍｓ ：せん断プレート 1 枚あたりの曲げモーメント（kN･mm/枚） 

Ｑｓ  ：せん断プレート 1 枚あたりの水平力（kN/枚） 

ｂ ：せん断プレートの幅（深さ）（mm） 

Ｌ ：せん断プレートの長さ（mm） 

ｔ ：せん断プレートの板厚（mm） 

σｂ ：曲げ応力度（N/mm2） 

Ｚ ：せん断プレートの断面係数（mm3） 

以上より， 

σｂ ＝ 
16440×1000

267000
 ＝ 62 N/mm2 ≦ 357 N/mm2   可 
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(4) フランジプレート及びベースプレートの評価 

a. コンクリートの圧縮応力度に対する評価 

コンクリートに作用する圧縮力の概要図を図 6－3 に示す。 

ここでは，鉄塔脚部に作用する圧縮力に対して，ベースプレート下面のコンク

リートの圧縮応力度の評価を行う。評価においては，圧縮力がウェブプレート間

の図 6－3 に示すコンクリート圧縮領域に作用するものとする。 

 

ｆｃ ＝ 13.6 N/mm2 

Ａ ＝ 2･Ｌ･Ｌｂ ＝ 2×382×2500 ＝ 1910000 mm2 

σｃ ＝ 
Ｎ ｃ

Ａ
  

ここで， 

ｆｃ ：コンクリートの許容圧縮応力度（N/mm2） 

Ａ ：圧縮領域の面積（mm2） 

Ｌ ：ウェブプレート間の距離（mm） 

Ｌｂ ：ベースプレートの長さ（mm） 

σｃ ：圧縮応力度（N/mm2） 

Ｎｃ  ：鉄塔脚部の圧縮力（kN） 

以上より， 

σｃ ＝ 
4481.4×1000

1910000
 ＝ 2.4 N/mm2 ≦ 13.6 N/mm2   可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－ 3 コンクリートに作用する圧縮力の概要図（単位：mm）  
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注：斜線部はコンクリートの圧縮領域を示す。 
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b. フランジプレート，ベースプレート及びウェブプレートの曲げ応力度及びせん

断応力度に対する評価 

フランジプレート，ベースプレート及びウェブプレートから成る合成断面の概

要図を図 6－4 に，荷重及び支持条件を図 6－5 に示す。 

ここでは，鉄塔脚部に作用する引張力に対して，図 6－4 に示す合成断面の曲げ

応力度及びせん断応力度の評価を行う。評価においては，引張力が図 6－5 に示す

単純支持はりの中央部に集中荷重として作用するものとする。 

 

ｆｂ ＝ 1.1･Ｆ ＝ 357 N/mm2 

ｆｓ ＝ 
1.1･Ｆ

3
  ＝ 

357

3
  ＝ 206 N/mm2 

Ｍｆ  ＝
(Ｎ ｔ／ 2)･Ｌｂｒ

4
 ＝ 

(2551.2／2)×2500

4
 ＝ 797300 kN･mm 

Ｚｍｉｎ ＝ 12400000 mm3 

Ａｓ ＝ ｔｂｒ･ｈｂｒ ＝ 22×620 ＝ 13640 mm2 

σｂ ＝ 
Ｍｆ

Ｚｍｉｎ
  

τ ＝ 
Ｎ ｔ／4

Ａｓ
  

σ ＝ σｂ
2＋3･τ2  

ここで， 

ｆｂ ：鋼材の許容曲げ応力度（N/mm2） 

ｆｓ ：鋼材の許容せん断応力度（N/mm2） 

Ｆ ：鋼材の基準強度（N/mm2） 

Ｍｆ  ：評価断面における曲げモーメント（kN･mm） 

Ｎｔ  ：鉄塔脚部の引張力（kN） 

Ｌｂｒ ：ウェブプレートの長さ（mm） 

Ｚｍｉｎ ：合成断面の最小断面係数（mm3） 

Ａｓ ：合成断面のせん断断面積（mm2） 

ｔｂｒ ：ウェブプレートの板厚（mm） 

ｈｂｒ ：ウェブプレートの高さ（mm） 

σｂ ：曲げ応力度（N/mm2） 

τ ：せん断応力度（N/mm2） 

σ ：合成応力度（N/mm2） 
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以上より， 

σｂ ＝ 
797300×1000

12400000
 ＝ 65 N/mm2 ≦ 357 N/mm2   可 

τ ＝ 
2551.2／4×1000

13640
 ＝ 47 N/mm2 ≦ 206 N/mm2   可 

σ ＝ σｂ
2＋3･τ2 ＝ 105 N/mm2 ≦ 357 N/mm2   可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－4 フランジプレート，ベースプレート及びウェブプレート 

から成る合成断面の概要図（単位：mm） 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－5 荷重及び支持条件（単位：mm）  
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c. ベースプレート圧縮領域の曲げ応力度に対する評価 

ベースプレートに作用する圧縮力の概要図を図 6－6 に示す。 

ここでは，鉄塔脚部に作用する圧縮力に対して，ベースプレートの圧縮領域の

曲げ応力度の評価を行う。評価においては，圧縮領域はウェブプレート間とし，

その間のベースプレートの評価を行う。 

ｆｂ ＝ 1.1･Ｆ ＝ 357 N/mm2 

Ｍｂ  ＝ σｃ･
Ｌ2

8
 ＝ 2.4× 

3822

8
 ＝ 43780 N･mm/mm 

Ｚ ＝ 
ｔ2

6
 ＝

402

6
 ＝ 267 mm3/mm 

σｂ ＝ 
Ｍｂ

Ｚ
  

ここで， 

ｆｂ ：鋼材の許容曲げ応力度（N/mm2） 

Ｆ ：鋼材の基準強度（N/mm2） 

Ｍｂ  ：ベースプレート圧縮領域の曲げモーメント（N･mm/mm） 

σｃ ：コンクリートの圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌ ：ウェブプレート間の距離（mm） 

Ｚ ：ベースプレート圧縮領域の単位幅あたりの断面係数（mm3/mm) 

ｔ ：ベースプレートの板厚（mm） 

σｂ ：曲げ応力度（N/mm2） 

以上より， 

σｂ ＝ 
43780

267
 ＝ 164 N/mm2 ≦ 357 N/mm2   可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－ 6 ベースプレートに作用する圧縮力の概要図（単位：mm）  

σc 
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4
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～
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注：斜線部はベースプレートの圧縮領域を示す。 
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(5) ベース上面リブプレートの評価 

a. ベース上面リブプレートの圧縮応力度に対する評価 

ベース上面リブプレートの概要図を図 6－7 に示す。 

ここでは，鉄塔脚部に作用する圧縮力に対して，リブプレートの圧縮応力度の

評価を行う。評価においては，ベース上面リブプレートを三辺単純支持一辺自由

端とみなす。許容座屈応力度は図 6－7 に示す代表とするリブプレートにより算

定する。 

Ｆ ＝ 357 N/mm2 

Ｋｒ ＝ 0.42＋






ｂｒ

ｈｒ

2

 ＝ 0.42＋






645

620

2

 ＝ 1.502 

σｒｋ ＝ 
Ｋｒ

μｒ
･π2･

Ｅ

12･（1－ν 2）
･






ｔｒ

ｂｒ

2

 

＝ 
1.502

1.5
 ×π2×

205000

12×（1－0.32）
 ×







22

645

2

 ＝ 215 N/mm2 

よって， 

σｒｋ ＝ 215 N/mm2 

σｒ ＝ 
Ｎｃ

4･ｔｒ･（ｂｒ 1＋ｂｒ 2）
  

ここで， 

Ｆ ：鋼材の基準強度（N/mm2）（Ｆ値は 1.1 倍とする。） 

Ｋｒ ：係数 

ｂｒ ：ベース上面リブプレートの幅（mm） 

ｈｒ ：ベース上面リブプレートの高さ（mm） 

σｒｋ ：許容座屈応力度（N/mm2）（Ｆとσｒｋの小さい方の値をとる） 

μｒ ：座屈安全率（1.5 とする） 

Ｅ ：鋼材のヤング係数（N/mm2） 

ν ：鋼材のポアソン比 

σｒ ：座屈応力度（N/mm2） 

ｔｒ ：ベース上面リブプレートの板厚（mm） 

ｂｒ 1 ：ベース上面リブプレート 1 の幅（mm） 

ｂｒ 2 ：ベース上面リブプレート 2 の幅（mm） 

Ｎｃ ：鉄塔脚部の圧縮力（kN） 

以上より， 

σｒ ＝ 
4481.4×1000

4×22×（487＋725）
 ＝ 43 N/mm2 ≦ 215 N/mm2   可  
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図 6－ 7 ベース上面リブプレートの概要図（単位：mm） 
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(6) アンカー部の評価 

a. アンカー材（ＣＴ形鋼）の引張応力度に対する評価 

アンカー材（ＣＴ形鋼）の概要図を図 6－8 に示す。 

ここでは，鉄塔脚部に作用する引張力に対して，アンカー材（ＣＴ形鋼）の引

張応力度の評価を行う。評価においては，鉄塔脚部に作用する引張力に対して，

4 本のアンカー材（ＣＴ形鋼）で均等に負担するものとする。 

 

ｆｔ ＝ 1.1･Ｆ ＝ 357 N/mm2 

σｔ ＝ 
Ｎｔ

ｎ･ＡＨ
  

ＡＨ  ＝ Ｂｆ･ｔｆ＋（ｈＴ－ｔｆ）･ｔｗ－2･Ｄｂ･ｔｆ  

＝ 422×36＋(260－36)×36－2×22×36 ＝ 21672 mm2 

ここで， 

ｆｔ ：許容引張応力度（N/mm2） 

Ｆ ：鋼材の基準強度（N/mm2） 

ｎ ：アンカー材の本数（本） 

Ｎｔ  ：鉄塔脚部の引張力（kN） 

σｔ ：引張応力度（N/mm2） 

ＡＨ ：アンカー材の断面積（mm2） 

Ｂｆ  ：アンカー材の幅（mm） 

ｔｆ ：アンカー材フランジの板厚（mm） 

ｈＴ ：アンカー材の高さ（mm） 

ｔｗ ：アンカー材ウェブの板厚（mm） 

Ｄｂ ：ボルト穴の直径(mm) 

以上より， 

σｔ ＝ 
2551.2×1000

4×21672
 ＝ 30 N/mm2 ≦ 357 N/mm2   可 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－ 8 アンカー材（ＣＴ形鋼）の概要図（単位：mm） 
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b. アンカーボルトのせん断応力度に対する評価 

アンカーボルトのコーン状破壊の概要図を図 6－9 に示す。 

ここでは，鉄塔脚部に作用する引張力に対して，アンカーボルトのせん断応力

度の評価を行う。アンカー材（ＣＴ形鋼）に引張力が作用すると，アンカー材と

コンクリートの接合面にせん断力が生じる。評価においては，接合面に生じるせ

ん断力をすべてのアンカーボルトで均等に負担するものとする。 

 

アンカーボルト 1 本あたりの許容せん断力ｑａは，以下の式で算定される値の

うち最小値とする。 

アンカーボルトのせん断強度で決まる場合の許容せん断力ｑａ１ 

ｓσｑａ ＝ 0.7･ｓσｙ ＝ 0.7×240 ＝ 168 N/mm2 

ｑａ 1 ＝ φ1･ｓσｑａ･Ａａ ＝ 1.0×168×245 ＝ 41 kN 

定着した躯体の支圧強度で決まる場合の許容せん断力ｑａ 2 

ｃσｑａ ＝ 0.5･ Ｆｃ･Ｅｃ ＝ 0.5× 20.6×21500 ＝ 332 N/mm2 

ｑａ 2 ＝ φ2･ｃσｑａ･Ａａ ＝ 2／3×332×245 ＝ 54 kN 

定着した躯体のコーン状破壊で決まる場合の許容せん断力ｑａ 3 

ｃσｔ ＝ 0.31･ Ｆｃ ＝ 0.31× 20.6 ＝ 1.4 N/mm2 

ｑａ 3 ＝ φ2･ｃσｔ･Ａｑｃ ＝ 2／3×1.4×76566 ＝ 71 kN 

よって， 

ｑａ ＝ 41 kN 

ここで， 

ｓσｑａ ：接着系アンカーボルトのせん断強度（N/mm2） 

ｓσｙ ：接着系アンカーボルトの規格降伏点強度（N/mm2）（強度区分 4.8） 

Ａａ ：アンカーボルトの有効断面積（Ｍ20）（mm2） 

φ1 ：低減係数（＝1.0） 

ｃσｑａ ：コンクリートの支圧強度（N/mm2） 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

Ｅｃ ：コンクリートのヤング係数（N/mm2） 

φ2 ：低減係数（＝2／3） 

ｃσｔ ：コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度（N/mm2） 

Ａｑｃ ：アンカーボルト 1 本あたりのせん断力に対するコーン状破壊面の 

有効投影面積（mm2）  
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Ｑａ ＝ 
Ｎｔ

ｎ
  

ここで， 

Ｑａ ：アンカーボルト 1 本あたりのせん断力（kN） 

Ｎｔ ：鉄塔脚部の引張力（kN） 

ｎ ：アンカーボルトの本数（本） 

以上より， 

Ｑａ ＝ 
2551.2

248
 ＝ 11 kN ≦ 41 kN   可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－ 9 アンカーボルトのコーン状破壊の概要図（単位：mm） 
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6.3 筒身脚部の評価 

(1) 筒身脚部の概要 

 筒身脚部の概要図を図 6－10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－10 筒身脚部の概要図（単位：mm） 
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(2) 評価用応力 

評価用応力は地震荷重及び風荷重による発生応力の最大値とする。 

筒身脚部の評価用応力を表 6－ 2 に示す。 

 

表 6－2 筒身脚部の評価用応力 

部材力  

地震荷重 ＊ 1 風荷重 ＊ 1  

評価用応力 

 
地震動  

(ケース ) 
0°方向  45°方向  

圧縮側軸力  Ｎ ｃ （ kN） * 2 3097.5 
Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 3）  
1523.8 1523.8 3097.5 

引張側軸力  Ｎ ｔ （ kN） * 2 -49.9 
Ｓｓ－Ｄ  

（ケース 3）  
1523.8 1523.8 -49.9 

せん断力  Ｑ（ kN）  424.2 
Ｓｓ－Ｆ２  

（ケース 3）  
50.2 52.8 424.2 

曲げモーメント  Ｍ（ kN･m） 2385.1 
Ｓｓ－Ｆ２  

（ケース 3）  
843.7 981.6 2385.1 

注記＊1：固定荷重による影響を含む。 

＊2：圧縮を正とする。 

    注：下線部は断面算定に用いた値を示す。 
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(3) アンカーボルトの評価 

a. アンカーボルトのせん断応力度に対する評価 

アンカーボルトの概要図を図 6－11 に示す。 

ここでは，筒身脚部に作用する水平力に対して，アンカーボルトのせん断応力

度の評価を行う。評価においては，筒身脚部に作用する水平力をすべてのアンカ

ーボルトで均等に負担するものとする。 

ｆｓ ＝ 
1.1･Ｆ

  3 
 ＝ 

258

  3 
  ＝ 148 N/mm2 

ＱＡ ＝ 
Ｑ

ｎ
  ＝ 

424.2

12
  ＝ 35 kN/本 

τ ＝ 
ＱＡ

Ａａ
  

ここで， 

ｆｓ ：許容せん断応力度（N/mm2） 

Ｆ ：アンカーボルトの基準強度（N/mm2） 

ＱＡ ：アンカーボルト 1 本あたりのせん断力（kN/本） 

Ｑ ：筒身脚部のせん断力（kN） 

ｎ ：アンカーボルトの本数（本） 

τ ：せん断応力度（N/mm2） 

Ａａ ：アンカーボルトの有効断面積（mm2） 

以上より，          

τ ＝ 
35×1000

817
 ＝ 43 N/mm2  ≦  148 N/mm2   可 

 

 

図 6－ 11 アンカーボルトの概要図（単位：mm）  
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b. アンカーボルトの引張とせん断を同時に受ける場合に対する評価 

ここでは，引張とせん断を同時に受ける場合のアンカーボルトの評価を行う。 

 

ｆｔ 0 ＝ 1.1･Ｆ ＝ 258 N/mm2 

ｆｔｓ ＝ 1.4･ｆｔ 0－1.6･τ ＝ 1.4×258－1.6×43 ＝ 292 N/mm2 

ｆｔｓ＞ｆｔ 0 より， 

ｆｔｓ ＝ 258 N/mm2 

ここで， 

ｆｔ 0 ：せん断力が作用しないときの許容引張応力度（N/mm2） 

ｆｔｓ ：せん断力が同時に作用するときの許容引張応力度（N/mm2） 

 

アンカーボルトの引張力ＴＡの算定にあたって，鉄筋コンクリート構造計算規

準・同解説（（社）日本建築学会，1988 年改定，1991 年一部改定）を参考に，筒

身内壁から外側のベースプレート下面を円筒断面の鉄筋コンクリート柱とみなし，

中立軸が断面内にある状態（主筋に相当するアンカーボルトの一部が引張りとな

る状態）を考慮する。この時，引張側のアンカーボルトに作用する最大引張力を

ＴＡとする。 

ＴＡ ＝ 157 kN 

σｔ ＝ 
ＴＡ

Ａａ
  

ここで， 

 ＴＡ   ：アンカーボルトの最大引張力（kN） 

σｔ ：引張応力度（N/mm2） 

以上より， 

σｔ ＝ 
157×1000

817
 ＝ 193 N/mm2 ≦ 258 N/mm2    可 
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c. アンカーボルト埋込長さに対する評価 

アンカーボルトの概要図を図 6－12 に示す。 

ここでは，アンカーボルト埋込長さの評価を行う。 

 

ｆａ ＝ 1.35 N/mm2 

σａ ＝ 
ＴＡ

π･ｄ･Ｌ
  

ここで， 

ｆａ ：許容付着応力度（丸鋼）（N/mm2） 

σａ ：付着応力度（N/mm2） 

ｄ ：アンカーボルト径（mm） 

Ｌ ：アンカーボルト埋込長さ（mm） 

以上より， 

σａ ＝ 
157×1000

π×36×1500
 ＝ 0.93 N/mm2 ≦ 1.35 N/mm2  可 

 

図 6－12 アンカーボルトの概要図（単位：mm）  
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(4) フランジプレートの評価 

フランジプレートの概要図を図 6－13 に示す。 

a. フランジプレートの曲げ応力度に対する評価 

フランジプレートは，ベース上面リブプレート位置を支持点とする周方向連続

はりとみなし，アンカーボルトの引張力ＴＡが作用する状態の評価を行う。 

 

ｆｂ ＝ 1.1･Ｆ ＝ 258 N/mm2 

Ｌｆ ＝ 300 mm 

Ｍ ＝ ＴＡ･
Ｌｆ

8
 ＝ 157×1000×

300

8
 ＝ 5888000 N･mm 

Ｚ ＝
（Ｂ－ｄｆ）･（ｔｆ＋ｔｆ'）2

6
  

＝ 
（240－46）×（25＋16） 2

6
 ＝ 54400 mm3 

σｂ ＝ 
Ｍ

Ｚ
  

ここで， 

ｆｂ ：許容曲げ応力度（N/mm2） 

Ｆ ：フランジプレートの基準強度（N/mm2） 

Ｌｆ ：リブ間距離（mm） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

ＴＡ ：アンカーボルト 1 本あたりの引張力（kN/本） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ｂ ：フランジプレート幅（mm） 

ｄｆ ：ボルト孔径（mm） 

ｔｆ ：フランジプレートの板厚（mm） 

ｔｆ' ：座金厚（mm） 

σｂ ：曲げ応力度（N/mm2） 

以上より， 

σｂ ＝ 
5888000

54400
 ＝ 109 N/mm2 ≦ 258 N/mm2   可 
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b. フランジプレートの円周方向応力度に対する評価 

ここでは，フランジプレートの円周方向応力の評価を行う。 

ｗ１ ＝ＴＡ･
ｅ１

ｈ･Ｌｆ
 ＝ 157×1000×

120

375×300
 ＝ 167 N/mm 

σｒｆ ＝ Ｄｆ･
ｗ１

 2･（Ｂ－ｄｆ）･（ｔｆ＋ｔｆ'）
  

ここで， 

ｗ１ ：偏心距離ｅ１によって発生する水平力（N/mm） 

ｅ１ ：偏心距離（mm） 

ｈ ：フランジプレートからベースプレート間の板厚中心間距離（mm） 

σｒｆ ：水平力ｗ１による円周方向応力度（N/mm2） 

Ｄｆ ：フランジプレート中心径（mm） 

以上より， 

σｒｆ ＝ 3560×
167

 2×（240－46）×（25＋16）
  

＝ 38 N/mm2 ≦ 258 N/mm2   可 

 

c. フランジプレートの合成応力度に対する評価 

ここでは，曲げ応力度及び円周方向応力度の合成応力度の評価を行う。 

 

σ ＝ σｂ＋σｒｆ 

ここで， 

σ ：合成応力度（N/mm2） 

以上より 

σ ＝ 109＋38 ＝ 147 N/mm2 ≦ 258 N/mm2   可 
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図 6－ 13 フランジプレートの概要図（単位：mm） 
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(5) ベースプレートの評価 

a. コンクリートの圧縮応力度に対する評価 

ベースプレートの概要図及びコンクリートの圧縮力分布図を図 6－14 に示す。 

ここでは，筒身脚部に作用する圧縮力及び曲げモーメントによる圧縮応力度に

対して，ベースプレート下面のコンクリートの評価を行う。 

 

      ｆｃ ＝ 13.6 N/mm2 

Ｐｃ ＝ 






 

Ｎｃ

Ａ
 ＋ 

Ｍ

Ｚ
 ･Ａ2 

＝ 






 

3097.5

83189
 ＋ 

2385.1×1000

68700000
  × 2383 ＝ 171 kN 

σｃ ＝ 
Ｐｃ

Ａｂ
  

ここで， 

      ｆｃ ：許容圧縮応力度（N/mm2） 

      Ｐｃ ：リブプレート間に作用する圧縮力（kN） 

      Ｎｃ ：筒身脚部の圧縮力（kN） 

      Ａ ：筒身の断面積（mm2）（腐食代 2mm を考慮） 

      Ｍ ：筒身脚部の曲げモーメント（kN･m） 

      Ｚ ：筒身の断面係数（mm3）（腐食代 2mm を考慮） 

      Ａ2 ：筒身のリブプレート間の断面積（mm2） 

      σｃ ：コンクリートの圧縮応力度（N/mm2） 

      Ａｂ ：リブプレート間のベースプレートの接地面積（mm2） 

以上より 

      σｃ ＝ 
171×1000

94500
  ＝ 1.9 N/mm2  ≦  13.6 N/mm2   可 
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図 6－ 14 ベースプレートの概要図及びコンクリートの圧縮力分布図（単位：mm） 

内径 

3200 

幅 

300 

ベースプレート 

ベースプレートの寸法 

外径 

3800 

コンクリートの圧縮力分布 

3
5
0
 

4
0
0
 

2
5
 

2
5
 

ベースプレート 

リブプレート 

筒身 

σｃ 



 

 

 

 

61 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
2-
14
 R
1 

b. ベースプレートの曲げ応力度に対する評価 

ベースプレートの概要図を図 6－15 に示す。 

ベースプレートは，ベース上面リブプレート位置を支持点とする周方向連続は

りとみなし，リブプレート間に作用する圧縮応力度σｒｃが作用する状態の評価を

行う。 

 

ｆｂ ＝ 1.1･Ｆ ＝ 258 N/mm2 

Ｌｂ ＝ 315 mm 

Ｍ ＝ σｒｃ･
Ｌｂ

2

12
 ＝ 1.9×

3152

12
 ＝ 15710 N･mm/mm 

Ｚ ＝ 
ｔｂ

2

6
 ＝ 

252

6
 ＝ 104 mm3/mm 

σｂ ＝ 
Ｍ

Ｚ
  

ここで， 

ｆｂ ：許容曲げ応力度（N/mm2） 

Ｆ ：ベースプレートの基準強度（N/mm2） 

Ｌｂ ：リブ間距離（mm） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm/mm） 

σｒｃ ：リブプレート間に作用する圧縮応力度（N/mm2） 

Ｚ ：断面係数（mm3/mm） 

ｔｂ ：ベースプレートの板厚（mm） 

σｂ ：曲げ応力度（N/mm2） 

以上より 

σｂ ＝ 
15710

104
  ＝ 152 N/mm2 ≦ 258 N/mm2   可 
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c. ベースプレートの円周方向応力度に対する評価 

ここでは，ベースプレートの円周方向応力の評価を行う。 

ｗ２ ＝ Ｐｃ･
ｅ２

ｈ･Ｌｂ
 ＝ 171×1000× 

95

375×315
 ＝ 138 N/mm 

σｒｂ ＝ Ｄｂ･
ｗ２

2･Ｂ･ｔｂ
  

ここで， 

ｗ２ ：偏心距離ｅ２によって発生する水平力（N/mm） 

ｅ２ ：偏心距離（mm） 

ｈ ：ベースプレート板厚中心間距離（mm） 

σｒｂ ：水平力ｗ２による円周方向応力度（N/mm2） 

Ｄｂ ：ベースプレート中心径（mm） 

Ｂ ：ベースプレート幅（mm） 

以上より， 

σｒｂ ＝ 3500×
138

2×300×25
 ＝ 33 N/mm2 ≦ 258 N/mm2   可 

 

d. ベースプレートの合成応力度に対する評価 

ここでは，曲げ応力度及び円周方向応力度の合成応力度の評価を行う。 

 

σ ＝ σｂ＋σｒｂ 

ここで， 

σ ：合成応力度（N/mm2） 

以上より， 

σ ＝ 152＋33 ＝ 185 N/mm2 ≦ 258 N/mm2   可 
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図 6－ 15 ベースプレートの概要図（単位：mm） 

内径 

3200 

幅 

300 

ベースプレート 

ベースプレートの寸法 

外径 

3800 

ベースプレートの断面 

3
5
0
 

4
0
0
 

2
5
 

2
5
 

ベースプレート 

リブプレート 

筒身 

σｃ 

荷重図 

筒身 

3
7
5
 

95 

ｗ２ 

ｗ２ 

ｅ２ 

σｒｃ 

荷重及び支持条件 

315 

評価部位 

50 

250 

筒身外径 φ3320 

筒身の 

板厚中心間距離 φ3310 

ベースプレート 

リブプレート 

315 



 

 

 

 

64 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
2-
14
 R
1 

(6) リブプレートの評価 

a. リブプレートの圧縮応力度に対する評価 

リブプレートの概要図を図 6－16 に示す。 

ここでは，筒身脚部に作用する圧縮力に対して，リブプレートの圧縮応力度の

評価を行う。評価においては，リブプレートを三辺単純支持一辺自由端とみなす。 

Ｆ ＝ 258 N/mm2 

Ｋｒ ＝ 0.42＋






ｂｒ

ｈｒ

2

 ＝ 0.42＋






230

350

2

＝ 0.8518 

σｒｋ ＝ 
Ｋｒ

μｒ
 ･π2･ 

Ｅ

12･（1－ν 2）
 ･







ｔｒ

ｂｒ

2

 

＝ 
0.8518

1.5
 ×π2× 

205000

12×（1－0.32）
 ×







12

230

2

＝ 286 N/mm2 

よって， 

σｒｋ  ＝ 258 N/mm2 

σｒ ＝ 
Ｐｃ

ｂｒ･ｔｒ
  

ここで， 

Ｆ ：リブプレートの基準強度（Ｆ値は 1.1 倍とする。）（N/mm2） 

Ｋｒ ：係数 

ｂｒ ：リブプレートの幅（mm） 

ｈｒ ：リブプレートの高さ（mm） 

σｒｋ ：許容座屈応力度（N/mm2）（Ｆとσｒｋの小さい方の値をとる） 

μｒ ：座屈安全率（＝1.5） 

Ｅ ：ヤング係数（N/mm2） 

ν ：ポアソン比 

ｔｒ ：リブプレートの板厚（mm） 

σｒ ：座屈応力度（N/mm2） 

Ｐｃ ：リブプレート間に作用する圧縮力（kN） 

以上より， 

σｒ ＝ 
171×1000

230×12
  ＝ 62 N/mm2 ≦ 258 N/mm2   可 
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図 6－ 16 リブプレートの概要図（単位：mm） 
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制震装置 

（粘性ダンパ） 

補強リング 

制震装置 

（粘性ダンパ） 

補強リング 

7. 制震装置（粘性ダンパ）支持点部の評価 

制震装置（粘性ダンパ）における鉄塔と筒身の支持点部の設計は，基準地震動Ｓｓに

よる地震荷重に対して行う。地震荷重として補強リングに加わる荷重は，Ⅵ-2-2-13「排

気筒の地震応答計算書」における基本ケース及び材料物性の不確かさを考慮したケース

より求まる制震装置（粘性ダンパ）の反力から設定した値とし，「0°方向」と「45°方

向」に入力する。支持点部平面図及び補強リングに加わる荷重を図 7－1 に示す。 

補強リングの評価用応力は，支持点最大荷重Ｆを全ての制震装置（粘性ダンパ）に作

用させて算定する。 

補強リングの評価用応力及び断面算定結果を表 7－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 0°方向 45°方向 

 

支持点レベル 

EL（m） 

支持点最大荷重  

Ｆ（kN/箇所） 

113.5 86.1 

 

 

図 7－1 制震装置（粘性ダンパ）支持点部平面図及び支持点荷重 

 

：支持点最大荷重 Ｆ 

 

0° 

 

45° 

 

：支持点最大荷重 Ｆ 
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筒身部（ｔ12） 

ＢＨ－250×250×9×14 

表 7－1 補強リングの断面算定結果（SS400） 

検討 

ケース  
使用部材  

評価用応力 Ａ 

 

（mm2） 

Ｚ 

 

（×103mm3） 

Ａｓ  

 

（mm2） 

ｉ 

 

（㎜）  

ℓｋ  

 

（㎜） 

λ 

 

 
Ｎ Ｍ Ｑ 

（kN） （kN･m） （kN） 

0° 
ＢＨ－250×250×9×14 

100.4  11.8  24.2  
8998 846 1998 63.7 2807 44 

45° 76.2  16.7  40.2  

 

検討 

ケース 

σｃ 

 

（N/mm2） 

σｂ 

 

（N/mm2）  

τ 

 

（N/mm2） 

ｆｃ 

 

（N/mm2） 

ｆｂ 

 

（N/mm2） 

ｆｓ 

 

（N/mm2） 

σｃ

ｆｃ
＋

σｂ

ｆｂ
 

τ

ｆ s
 

0° 11 14 12 
242 258 148 

0.10 0.09 

45°  8 20 20 0.12 0.14 

 

 

                   記号の説明  

 Ｎ ：軸力（圧縮を正とする）  λ ：補強リングの細長比（ ℓ k／ ｉ ）  

 Ｍ ：曲げモーメント  σｃ ：補強リングの圧縮応力度  

 Ｑ ：せん断力  σｂ ：補強リングの曲げ応力度  

 Ａ ：補強リングの断面積  τ ：補強リングのせん断応力度  

 Ｚ ：補強リングの断面係数  ｆｃ ：補強リングの許容圧縮応力度  

 Ａｓ ：補強リングのせん断断面積  ｆｂ ：補強リングの許容曲げ応力度  

 ｉ ：補強リングの断面二次半径  ｆｓ ：補強リングの許容せん断応力度  

 ℓｋ ：補強リングの座屈長さ   
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8. ＳＧＴＳ用排気筒の評価 

8.1 筒身部の評価 

ＳＧＴＳ用排気筒については，「3.1 評価対象部位及び評価方針」に示す評価方針

に基づいて断面の算定を行う。また，ＳＧＴＳ用排気筒の各支持点間での 1 次固有振

動数は高いため，筒身と共振することはない。 

ＳＧＴＳ用排気筒の評価の概要を図 8－1 に示す。 

設計用応力のうち軸力については，動的地震荷重及び静的地震荷重による鉛直震度

を算定し，大きい方の震度を用いて各部材間の応力を算定する。このとき，動的地震

荷重による鉛直震度は，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」の地震応答解析におけ

る基本ケース及び材料物性の不確かさを考慮したケースによる筒身脚部の最大応答加

速度により算定する。また，静的地震荷重による鉛直震度は，鉛直震度 0.3 を基準と

して，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して設定する。図 8－1 に示すと

おり，静的地震荷重より動的地震荷重による鉛直震度が大きいことから，軸力は動的

地震荷重による鉛直震度に基づき設定する。 

設計用応力のうち曲げモーメントについては，風荷重，動的地震荷重及び静的地震

荷重による筒身の変位のうち最大変位を強制載荷することにより設定する。各荷重に

よる筒身の変位を表 8－1 に示す。このとき，風荷重による変位は，表 3－6 に示す風

荷重を用いた静的解析における応答変位である。また，動的地震荷重による変位は，

Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」の地震応答解析における基本ケース及び材料物

性の不確かさを考慮したケースによる最大応答変位であり，静的地震荷重による変位

は，地震層せん断力係数 3.0・Ｃｉによる静的地震力を用いた静的解析における応答変

位である。表 8－1 に示すとおり，静的地震荷重による変位が大きいことから，曲げモ

ーメントは静的地震荷重による変位を用いた静的解析に基づき設定する。 

ＳＧＴＳ用排気筒の概要図を図 8－2 に，断面算定結果を表 8－2 に示す。 
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図 8－1 ＳＧＴＳ用排気筒の評価の概要 

静的地震荷重による鉛直震度 

両震度の大きい方を用いた鉛直荷重を軸力として設定  

動的地震荷重による鉛直震度 風荷重による変位 静的地震荷重による変位 動的地震荷重による変位 

Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計

算書」の鉛直地震力により算定

した値 

 

 

 

鉛直震度 

Ｃｖ＝Ｒｖ・0.3 

＝0.24 

Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計

算書」の地震応答解析結果にお

ける基本ケース及び材料物性の

不確かさを考慮したケースによ

る筒身脚部の最大応答応答加速

度により算定した値 

（Ｓｓ－Ｎ２（ケース 3）） 

Ｃｖ＝0.4・6655.47／9806.65 

＝0.28 

地震層せん断力係数 3.0

Ｃｉによる静的地震力を

用いた静的解析における

応答変位（表 8－1) 

表 3－3 に示す風荷重を

用いた静的解析における

応答変位（表 8－1） 

Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震

応答計算書」の地震応答

解析結果における基本ケ

ース及び材料物性の不確

かさを考慮したケースに

よる最大応答変位（表 8

－1） 

筒身及びＳＧＴＳ用排気筒をモデル化した解析モデルを対象とした強制変位載荷 

（最大変位）による静的解析 

軸力Ｎと曲げモーメントＭを組み合わせた応力を設計用応力とし断面算定を行う。 

表 8－2 に示す軸力Ｎ 表 8－2 に示す曲げモーメントＭ 

各荷重による変位のうち最大値を抽出（表 8－1） 
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表 8－1 筒身の変位 

（単位： mm） 

支持点 

高さ 

EL 

（m） 

風荷重 
地震荷重 

最大変位 
動的＊ 

静的 

0°方向 45°方向 0°方向 45°方向 

Ａ 128.5 269.5 288.7 467.2   1498.0 1498.0 1498.0  

Ｂ 113.5 187.0 202.8 300.8   1068.9 1068.9 1068.9  

Ｃ  89.2 74.8 85.3 111.7   481.8 481.8 481.8  

Ｄ  62.2 29.7 34.6 45.9   201.8 201.8 201.8  

Ｅ  34.5 7.9 9.3 13.8   59.4 59.4 59.4  

注記＊：材料物性の不確かさを考慮した値であり，Ｓｓ－Ｎ２（ケース 5）による。 

注：下線部は各荷重による変位のうち最大値を示す。  
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図 8－2 ＳＧＴＳ用排気筒概要図（単位： m） 

 

10 

5 

EL 62.2（支持点） 

EL 89.2（支持点） 

EL 113.5（支持点） 

EL 34.5（支持点） 

EL 9.1 

6m間隔 

6m間隔 

4m 

4m 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

0 

1 

2 

3 

4 

6 

7 

8 

9 

11 

12 

13 

14 

15 
16 

17 

 

19 

20 
21 

22 

23 

24 
25 

EL 128.5 
Ａ 

Ｆ EL 8.5 

：支持枠部 

：一般部 

：脚部 

筒身（φ3300mm） ＳＧＴＳ用排気筒（φ406.4mm） 

18 
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表 8－2 ＳＧＴＳ用排気筒の断面算定結果（STK400） 

部材間 

評価用応力 使用部材＊ ℓｋ 

 

（mm） 

λ 

 

 

ｆｃ 

 

（N/mm2） 

ｆｂ 

 

（N/mm2） 

σｃ 

 

（N/mm2） 

σｂ 

 

（N/mm2） 

σｃ

ｆｃ
＋
σｂ

ｆｂ
 Ｎ 

（kN） 

Ｍ 

（kN･m） 

寸法 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｚ 

（×10 3mm 3） 

ｉ 

（mm） 

Ａ－Ｂ 

25 - 24 2.4 0 

φ406.4×9.5 9352 911 140.4 

4200 30 222 

235 

0 0 0.00 

24 - 23 7.2 2.1 4000 28 224 1 2 0.02 

23 - 22 13.8 6.1 5594 40 213 1 7 0.04 

22 - 21 17.9 6.1 3406 24 227 2 7 0.04 

Ｂ－Ｃ 

21 - 20 21.0 10.1 2594 18 230 2 11 0.06 

20 - 19 28.0 16.2 6000 43 210 3 18 0.10 

19 - 18 35.1 24.3 6000 43 210 4 27 0.14 

18 - 17 42.1 30.7 6000 43 210 5 34 0.17 

17 - 16 46.5 37.4 3721 27 225 5 41 0.20 

Ｃ－Ｄ 

16 - 15 49.2 37.4 2279 16 231 5 41 0.20 

15 - 14 56.2 33.1 6000 43 210 6 36 0.19 

14 - 13 63.2 26.4 6000 43 210 7 29 0.16 

13 - 12 70.3 19.2 6000 43 210 8 21 0.13 

12 - 11 75.0 12.6 4000 28 224 8 14 0.10 

11 - 10 78.2 7.4 2657 19 230 8 8 0.07 

Ｄ－Ｅ 

10 - 9 84.5 5.1 5343 38 215 9 6 0.07 

9 - 8 91.5 5.1 6000 43 210 10 6 0.08 

8 - 7 98.6 4.6 6000 43 210 11 5 0.08 

7 - 6 105.6 4.4 6000 43 210 11 5 0.08 

6 - 5 110.8 4.2 4406 31 222 12 5 0.08 

Ｅ－Ｆ 

5 - 4 112.8 4.2 1594 11 233 12 5 0.08 

4 - 3 119.8 6.5 6000 43 210 13 7 0.10 

3 - 2 126.8 7.6 6000 43 210 14 8 0.11 

2 - 1 133.9 8.6 6000 43 210 14 9 0.11 

1 - 0 139.5 11.5 4781 34 219 15 13 0.13 

注記＊：断面性能は 2mm（内側 1mm，外側 1mm）の腐食代を考慮した。 

記号の説明 

Ｎ ：軸力（圧縮を正とする）  Ｚ ：断面係数   λ ：細長比（ℓｋ／ｉ）  σｃ ：圧縮応力度（Ｎ／Ａ） 

Ｍ ：曲げモーメント   ｉ ：断面二次半径  ｆｃ ：許容圧縮応力度   σｂ ：曲げ応力度（Ｍ／Ｚ） 

Ａ ：断面積    ℓｋ ：座屈長さ   ｆｂ ：許容曲げ応力度 
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8.2 支持部の評価 

ＳＧＴＳ用排気筒は，図 8－2 に示す位置において，支持枠部，一般部及び脚部のい

ずれかの方法により筒身に支持されている。支持部材の設計は，ＳＧＴＳ用排気筒の

解析結果より，各部材の設計用応力を算定して検討を行う。 

（1）支持部材 

a. 支持枠部の検討 

支持枠部の部材（［－150×75×6.5×10：SS400）について検討を行う。 

支持枠部の形状及び設計モデルを図 8－3 に，評価用荷重を表 8－3 に，評価用

応力を表 8－4 に，断面算定結果を表 8－5 にそれぞれ示す。 

  評価用荷重は，各支持枠部における評価用荷重のうち最大値を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8－3 支持枠部の形状及び設計モデル（単位：m） 

 

 

表 8－3 支持枠部の評価用荷重  

（単位： kN）  

支持点  
EL 

（ m）  

各支持枠部における  

評価用荷重  
評価用荷重  

Ｐ Ｈ １  Ｐ Ｈ ２  Ｐ Ｈ １  Ｐ Ｈ ２  

Ｂ   113.5 3.8 5.0 

3.8 5.0 
Ｃ   89.2 2.4 3.9 

Ｄ   62.2 1.8 2.9 

Ｅ   34.5 0.4 0.5 

注：下線部は最大値を示す。  

ａ 

ｂ 

ｄ 

ｃ 

ＰＨ 1 
Ｅ 

0.5402 

0
.
2
9
 

0
.
2
5
 ＰＨ 2

2  

0
.
5
4
 

ＰＨ 2

2  0
.
5
4
0
2
 

0.25 0.25 0.29 

ＢＨ－250×250×9×14 筒身 

［－150×75×6.5×10 

ａ ｂ 

ｄ ｃ 

ＳＧＴＳ用排気筒 
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表 8－4 支持枠部の評価用応力 

部位 
軸力 Ｎ 

（kN） 

曲げモーメント Ｍ 

（kN･m） 

せん断力 Ｑ 

（kN） 

部材ａｂ 1.8 0.5 1.0 

部材ｂｃ 1.0 0.5 1.8 

部材ｃｄ 4.3 0.7 2.8 

評価用応力 4.3 0.7 2.8 

注 1：軸力，曲げモーメント及びせん断力は絶対値とする。 

注 2：下線部は断面算定に用いた値を示す。 

 

表 8－5 支持枠部の断面算定結果（SS400） 

使用部材 ℓｋ  

 

λ 

 

ｆｃ ｆｂ ｆｓ σｃ σｂ τ 

 σｃ

ｆｃ
＋

σｂ

ｆｂ
 

τ

ｆ s
 寸法 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ａｓ 

（mm2） 

Ｚ 

（×103mm3） 

ｉ 

（mm） 

     

（㎜）  （N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） 

［－150×75×6.5×10 2371 1500 22.4 22.2 540 24 227 235 135 2 31 2 0.15 0.02 

 記号の説明 

Ａ ：支持部材の断面積 σｃ ：支持部材の圧縮応力度 

 Ａｓ ：支持部材のせん断断面積 σｂ ：支持部材の曲げ応力度 

 Ｚ ：支持部材の断面係数 τ ：支持部材のせん断応力度 

 ｉ ：断面二次半径 ｆｃ ：支持部材の許容圧縮応力度 

 ℓｋ ：座屈長さ ｆｂ ：支持部材の許容曲げ応力度 

 λ ：細長比（ℓk/ｉ） ｆｓ ：支持部材の許容せん断応力度 
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b. 一般部の検討 

一般部の部材（Ｈ－200×200×8×12：SS400）について検討を行う。 

一般部の形状及び設計モデルを図 8－4 に，評価用荷重を表 8－6 に，評価用応

力を表 8－7 に，断面算定結果を表 8－8 にそれぞれ示す。 

    評価用荷重は，各一般部における評価用荷重のうち最大値を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8－4 一般部の形状及び設計モデル（単位：m） 

  

ＰＨ 1 

0.2968 

ＰＨ 2 

0.2968 

Ｈ－200×200×8×12 

［－200×80×7.5×11 
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表 8－6 一般部の評価用荷重 

（単位：kN） 

EL 

（ m）  

各一般部における  

評価用荷重  
評価用荷重  

Ｐ Ｈ １  Ｐ Ｈ ２  Ｐ Ｈ １  Ｐ Ｈ ２  

126.5 0.4 0.5 

1.8 2.6 

122.5 0.1 0.2 

116.9 1.7 2.2 

110.9 1.8 2.6 

104.9 0.2 0.5 

98.9 0.1 0.4 

92.9 0.4 0.8 

86.9 0.3 1.1 

80.9 0.0 0.2 

74.9 0.0 0.0 

68.9 0.2 0.2 

64.9 0.3 1.1 

56.9 0.4 0.9 

50.9 0.1 0.2 

44.9 0.1 0.1 

38.9 0.0 0.1 

32.9 0.8 0.9 

26.9 0.3 0.3 

20.9 0.1 0.1 

14.9 0.3 0.4 

注：下線部は断面算定に用いた値を示す。  
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表 8－7 一般部の評価用応力 

軸力 Ｎ 

（kN） 

曲げモーメント Ｍ 

（kN･m） 

せん断 Ｑ 

（kN） 

2.6 0.5 1.8 

 

 

 

表 8－8 一般部の断面算定結果（SS400） 

使用部材 ℓｋ 

 

λ 

 

ｆｃ ｆｂ ｆｓ σｃ σｂ τ 

 
σｃ

ｆｃ
＋
σｂ

ｆｂ
 

τ

ｆ s
 寸法 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ａｓ 

（mm2） 

Ｚ 

(×103mm3) 

ｉ 

（mm） 

     

（㎜）  （N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） 

Ｈ－200×200×8×12 6353 4800 160 50.2 623 12 233 235 135 0 3 0 0.02 0.00 

記号の説明 

 Ａ ：支持部材の断面積 σｃ ：支持部材の圧縮応力度 

 Ａｓ ：支持部材のせん断断面積 σｂ ：支持部材の曲げ応力度 

 Ｚ ：支持部材の断面係数 τ ：支持部材のせん断応力度 

 ｉ ：断面二次半径 ｆｃ ：支持部材の許容圧縮応力度 

 ℓｋ ：座屈長さ ｆｂ ：支持部材の許容曲げ応力度 

 λ ：細長比（ℓk／ｉ） ｆｓ ：支持部材の許容せん断応力度 
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c. 脚部の検討  

脚部の部材（BC－180×90×9×16：SM490A）について検討を行う。 

脚部の形状及び検討モデルを図 8－5 に，部材寸法を図 8－6 に，評価用荷重を

表 8－9 に，評価用応力を表 8－10 に，断面算定結果を表 8－11 にそれぞれ示す。 

なお，断面算定の結果，部材ｃｋが最大応力度比となったことから，断面算定

結果は部材ｃｋに対するものを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8－5 脚部の形状及び検討モデル（単位： m）   
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図 8－ 6 部材寸法（ BC－180×90×9×16）（単位： mm）  

 

 

表 8－9 脚部の評価用荷重  

（単位： kN，kN・ m）  

支持点  
EL 

（ m）  
荷重  評価用荷重  

  Ｐ x    0.5 

  Ｐ y    0.4 

Ｆ  9.1 
Ｐ z  139.5 

Ｍ x    8.2 

  Ｍ y   11.1 

  Ｍ z    0.9 

記号の説明  

Ｐ x ：Ｘ軸方向の荷重  

Ｐ y ：Ｙ軸方向の荷重  

Ｐ z ：Ｚ軸方向の荷重  

Ｍ x ：Ｘ軸回りのモーメント荷重  

Ｍ y ：Ｙ軸回りのモーメント荷重  

Ｍ z ：Ｚ軸回りのモーメント荷重  

（Ｘ，Ｙ，Ｚ軸は図 8－ 5 を参照）  

  

Ｙ 

Ｚ 

90 

1
8
0
 

1
6
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表 8－10 脚部の評価用応力  

部位  

軸力  曲げモーメント  せん断力  

Ｎ  
（ kN）  

Ｍ y 
（ kN･m）  

Ｍ z 
（ kN･m）  

Ｑ z 
（ kN）  

Ｑ y 
（ kN）  

部材ａｂ  
（部材ｅｆ）  

38.9 2.6 0.2 11.5 0.7 

部材ｃｋ  
（部材ｇｌ）  

97.9 2.6 0.0 2.4 0.0 

部材ｂｃ  
（部材ｆｇ）  

36.7 2.6 0.2 6.7 0.7 

部材ｃｄ  
（部材ｇｈ）  

0.0 2.2 0.0 8.0 0.1 

部材ｂｉ  
（部材ｆｉ）  

0.5 3.9 0.3 14.3 2.2 

部材ｄｊ  
（部材ｈｊ）  

0.1 2.1 0.0 8.0 0.0 

 

記号の説明 

Ｎ ：支持部材の軸力 

Ｍy ：Ｙ軸回りの曲げモーメント 

Ｍz ：Ｚ軸回りの曲げモーメント 

Ｑz ：Ｚ軸方向のせん断力 

Ｑy ：Ｙ軸方向のせん断力 
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表 8－11 脚部（部材ｃｋ）の断面算定結果（ SM490A） 

使用部材  ℓｋ  λ  ｆ ｃ  ｆ ｂ  ｆ ｓ  σ ｃ  σ ｂ  τ  
σ ｃ

ｆ ｃ
＋

σ ｂ

ｆ ｂ
 

τ

ｆ s
 寸法  

（ mm）  

Ａ  

（ mm 2）  

Ａ ｓ ｚ  

（ mm 2）  

Ａ ｓ ｙ  

（ mm 2）  

Ｚ ｙ  

（×103mm3） 

Ｚ ｚ  

（×103mm3） 

ｉ  

（ mm）  

        

（㎜）   （ N/mm 2）  （ N/mm 2）  （ N/mm 2）  （ N/mm 2）  （ N/mm 2）  （ N/mm 2）  

ＢＣ－ 180×90×9×16 4212 1332 2880 243 59.6 28.6 2136 75 205 325 187 23 11 2 0.15 0.02 

 記号の説明  

 Ａ  ：支持部材の断面積  σｃ  ：支持部材の圧縮応力度  

 Ａｓ ｚ  ：支持部材のせん断断面積（Ｚ軸方向）  σｂ  ：支持部材の曲げ応力度  

 Ａｓ ｙ  ：支持部材のせん断断面積（Ｙ軸方向）  τ  ：支持部材のせん断応力度  

 Ｚｙ  ：支持部材の断面係数（Ｙ軸回り）  ｆｃ  ：支持部材の許容圧縮応力度  

 Ｚｚ  ：支持部材の断面係数（Ｚ軸回り）  ｆｂ  ：支持部材の許容曲げ応力度  

 ｉ  ：断面二次半径  ｆｓ  ：支持部材の許容せん断応力度  

 ℓｋ  ：座屈長さ   

 λ  ：細長比（ℓk／ｉ）   
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Ⅵ-2-2-15 排気筒の基礎の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，排気筒の基礎の地震時の構造

強度及び機能維持の確認について説明するものであり，応力解析により評価を行う。 

排気筒の基礎は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設の間接支持構造物」

に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩

和設備及び常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）の間接支持構造物」に分類される。 

以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。  
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2. 基本方針 

2.1 位置 

排気筒の基礎を含む排気筒の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 排気筒の設置位置 

 

  

 PN PN

排気筒 
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2.2 構造概要 

排気筒の基礎は，高さ 120.0m，内径 3.3m の筒身を配した鋼製鉄塔支持型排気筒（制

震装置（粘性ダンパ）付）を支持する鉄筋コンクリート構造物で岩盤に直接設置して

いる。 

排気筒の基礎は，周囲の 4 隅で鉄塔を支持する鉄塔基礎，中央部で筒身を支持する

筒身基礎及びこれらを支持する基礎版で構成されている。 

鉄塔基礎の形状は，平面形状 2.5m×2.5m，高さ 5.0m であり，筒身基礎の形状は，

平面形状 6.0m×6.0m，高さ 5.0m であり，基礎版の形状は，平面形状 28.5m×28.5m，

厚さ 1.5m である。 

排気筒の概要図を図 2－2 に，基礎の概要図を図 2－3 に示す。 
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注：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 

図 2－2 排気筒の概要図（単位：m）  
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図 2－3 基礎の概要図（単位：m） 

  

（b）断面図（Ａ－Ａ断面） 

Ａ 

Ａ 

EL 8.5 

（a）平面図 

EL 3.5 

EL 2.0 

基礎版 
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2.3 評価方針 

排気筒の基礎の評価対象部位は，鉄塔基礎，筒身基礎及び基礎版とし，設計基準対

象施設及び重大事故等対処施設としての評価においては，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこととする。な

お，地震時及び暴風時に排気筒より受ける荷重を排気筒の基礎に作用させる。 

排気筒の基礎の設計基準対象施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評

価は，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」及びⅥ-2-2-14「排気筒の耐震性につい

ての計算書」の結果を踏まえたものとする。排気筒の基礎の評価は，Ⅵ-2-1-9「機能

維持の基本方針」に基づき，応力解析による評価において断面の評価及び接地圧の評

価を行うことで，排気筒の基礎の地震時の構造強度及び支持機能の確認を行う。評価

にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを考慮

する解析ケースを示す。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価を行

うこととする。ここで，排気筒の基礎では，運転時，設計基準事故時及び重大事故等

時の状態における荷重条件は変わらないことから，重大事故等対処施設としての評価

は，設計基準対象施設としての評価と同一となる。 

図 2－4 に排気筒の基礎の評価フローを示す。 

 

表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 

制震装置 

（粘性ダンパ） 備考 

減衰係数 台数 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 標準値 8 

基本 

ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊ 
標準値 8  

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊ 
標準値 8  

ケース 4 

（減衰係数上限） 
設計基準強度 標準地盤 

標準値 

×1.3 
8  

ケース 5 

（減衰係数下限） 
設計基準強度 標準地盤 

標準値 

×0.7 
7  

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ及び

Ｐ波速度Ｖｐの不確かさを設定する。 
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基本方針

〇構造強度の確認

〇機能維持の確認

　・支持機能の維持

断面の評価

評価開始

応力解析による評価＊

接地圧の評価

〇構造強度の確認

評価終了

 

注記＊：Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」及びⅥ-2-2-14「排気筒の耐震性につ

いての計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

 

図 2－4 排気筒の基礎の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 応力解析による評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

排気筒の基礎の応力解析による評価対象部位は鉄塔基礎，筒身基礎及び基礎版とし，

3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析により評価を行う。3 次元ＦＥＭモデルを用いた

応力解析にあたっては，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」により算定された荷重

の組合せを行う。応力解析による評価フローを図 3－1 に示す。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した地震力と地震力以外の

荷重の組合せの結果，発生する応力が，原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）（以下「ＲＣ－Ｎ規準」という。）に基づ

き設定した許容限界を超えないことを確認する。 
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評価開始

排気筒より受ける荷重
（地震時＊，暴風時）

荷重の組合せ

解析モデル及び諸元の設定

応力解析

断面及び接地圧の評価

評価終了

Ⅵ-2-2-14「排気筒の耐震性
についての計算書」

Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応
答計算書」

許容限界の設定

地震荷重＊

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 3－1 応力解析による評価フロー  
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

 

3.2.1 荷重 

(1) 固定荷重（ＤＬ） 

排気筒の基礎に作用する固定荷重として，次のものを考慮する。 

・鉄筋コンクリート構造体（鉄塔基礎，筒身基礎及び基礎版）の自重：23.5kN/m3 

 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

積載物はないため，積載荷重は考慮しない。 

 

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

a. 慣性力（Ｋｖ） 

地震時における基礎の慣性力（Ｋｖ）は，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算

書」から得られる基礎版上端レベル（EL 3.5m）のＳｓ地震時の鉛直方向最大応

答加速度より算定した鉛直震度から算定する。なお，鉛直震度は材料物性の不

確かさを考慮した地震応答解析結果を用いて算定する。応力解析で考慮する 

Ｓｓ地震時の最大応答鉛直加速度及び鉛直震度を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 最大応答鉛直加速度及び鉛直震度 

位置 
最大応答鉛直加速度 

(cm/s2) 
鉛直震度 

基礎版 

（EL 3.5m） 
664 0.68 

 

b. 地震時に排気筒より受ける荷重（Ｕｓ） 

地震時に排気筒より受ける荷重は，Ⅵ-2-2-14「排気筒の耐震性についての計

算書」に基づき，排気筒に基準地震動Ｓｓによる地震荷重が作用した際に，鉄

塔基礎及び筒身基礎に作用する反力を考慮する。排気筒より受ける荷重は，材

料物性の不確かさを考慮した反力を用いる。地震時に排気筒より受ける荷重を

表 3－2 に示す。 
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(4) 風荷重（Ｐｋ） 

暴風時に排気筒より受ける荷重は，Ⅵ-2-2-14「排気筒の耐震性についての計算

書」に基づき，排気筒に風荷重が作用した際に，鉄塔基礎及び筒身基礎に作用す

る反力を考慮する。暴風時に排気筒より受ける荷重を表 3－2 に示す。 

なお，暴風時に排気筒より受ける荷重は地震時に排気筒より受ける荷重に包絡

されるため評価を省略する。 
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表 3－2 排気筒より受ける荷重 

作用位置 応力 固定荷重 

地震時 暴風時 

固定荷重＋地震荷重 固定荷重＋風荷重 

0°方向 45°方向 0°方向 45°方向 

鉄
塔
基
礎 

Ｃ1 

Ｎ 965 -2551 -2551 -816 -1964 

ＨＸ 206 -779 -779 -194 -522 

ＨＹ 206 -747 -747 -274 -522 

Ｃ2 

Ｎ 965 4481 1752 2746 965 

ＨＸ -206 -1191 779 -606 -147 

ＨＹ 206 1159 1159 686 265 

Ｃ3 

Ｎ 965 4481 4481 2746 3894 

ＨＸ -206 -1191 -1191 -606 -934 

ＨＹ -206 -1159 -1159 -686 -934 

Ｃ4 

Ｎ 965 -2551 1752 -816 965 

ＨＸ 206 -779 1191 -194 265 

ＨＹ -206 747 747 274 -147 

筒
身
基
礎 

Ｎ 1524 
3098＊1 

-50＊2 

3098＊1 

-50＊2 
1524 1524 

ＨＸ 0 -366 -342 -50 -37 

ＨＹ 0 -2 -259 0 -37 

ＭＸ 0 38 1408 0 694 

ＭＹ 0 -1991 -1976 -844 -694 

記号の説明 

Ｎ  ： 軸力(kN) 

ＨＸ ： Ｘ方向水平力(kN) 

ＨＹ ： Ｙ方向水平力(kN) 

ＭＸ ： Ｘ軸まわり曲げモーメント(kN･m) 

ＭＹ ： Ｙ軸まわり曲げモーメント(kN･m) 

注記＊1：鉛直方向地震荷重（下向き）を考慮する際に用いる。 

＊2：鉛直方向地震荷重（上向き）を考慮する際に用いる。 

＊3：0°方向及び45°方向の荷重の作用方向を矢印で示す。 

  

*3 

 

Ｘ軸 

Ｚ軸 
Ｙ軸 

ＨＸ 

ＨＹ 
Ｎ 

ＭＹ 

ＭＸ 

矢印の方向を正とする。 

*3 

*3 

*3 
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3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは表 3－3 による。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 ＤＬ＋Ｓｓ 

 

ＤＬ ：固定荷重 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重 
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3.3 許容限界 

応力解析による評価における排気筒の基礎の許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，表 3－4 及び表 3－5 のとおり設定する。また，コンクリート及び

鉄筋の許容応力度を表 3－6 及び表 3－7 に示す。 

 

表 3－4 応力解析による評価における許容限界（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を有

すること 

基準地震動

Ｓｓ 

鉄塔基礎， 

筒身基礎， 

基礎版 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

終局耐力に対して

妥当な安全裕度を

有する許容限界＊1 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の極限支持力度を

超えないことを確 

認 

極限支持力度＊2 

（9.8N/mm2） 

支持 

機能 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動

Ｓｓ 

鉄塔基礎， 

筒身基礎， 

基礎版 

部材に生じる応力

が支持機能を維持

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

終局耐力に対して

妥当な安全裕度を

有する許容限界＊1 

注記＊1：許容限界は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき，終局耐力に対して妥当な裕度を有する

短期許容応力度を用いる。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 
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表 3－5 応力解析による評価における許容限界（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を有

すること 

基準地震動

Ｓｓ 

鉄塔基礎， 

筒身基礎， 

基礎版 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

終局耐力に対して

妥当な安全裕度を

有する許容限界＊1 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の極限支持力度を

超えないことを確 

認 

極限支持力度＊2 

（9.8N/mm2） 

支持 

機能 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動

Ｓｓ 

鉄塔基礎， 

筒身基礎， 

基礎版 

部材に生じる応力

が支持機能を維持

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

終局耐力に対して

妥当な安全裕度を

有する許容限界＊1 

注記＊1：許容限界は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき，終局耐力に対して妥当な裕度を有する

短期許容応力度を用いる。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。  
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表 3－6 コンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

Ｆｃ＝ 20.6 圧縮 せん断 

長期  6.8 0.68 

短期 13.6 1.02 

 

表 3－7 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

SD35 

（SD345相当） 

引張及び 

圧縮 
せん断 

長期 
215＊ 

195 
195＊ 

短期 345 345 

注記＊：上段はD25以下，下段はD29以上に適用する。  
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3.4 解析モデル及び諸元 

3.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析を実施する。解析には，解

析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥

当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 

応力解析にあたって，鉄塔基礎及び筒身基礎をはり要素，基礎版をシェル要素

にてモデル化し，これらの構造部材を耐震評価する。 

解析モデル，座標系及び応力の符号を図 3－2 に示す。 

 

(2) 境界条件 

3 次元ＦＥＭモデルの基礎版底面に，水平方向及び鉛直方向の地盤ばねを設け

る。3 次元ＦＥＭモデルの水平方向及び鉛直方向の地盤ばねについては，「ＪＥ

ＡＧ４６０１-1991 追補版」に記載の振動アドミッタンス理論に基づいて評価す

る。 
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(a) 解析モデル（単位：m） 

 

(b) 座標系及び応力の符号 

図 3－2 解析モデル，座標系及び応力の符号  

Ａ Ａ 

Ｂ Ｂ 

平面図 

Ａ－Ａ断面図 

Ｂ－Ｂ断面図 

節点数：135 

要素数：105 
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3.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 3－8 及び表 3－9 に示す。 

 

表 3－8 コンクリートの物性値 

部位 
設計基準強度 

Ｆｃ（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

鉄塔基礎 

筒身基礎 

基礎版 

20.6 2.15×104 0.2 

 

表 3－9 鉄筋の物性値 

部位 鉄筋の種類 
ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

鉄塔基礎 

筒身基礎 

基礎版 

SD35 

（SD345 相当） 
2.05×105 
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3.5 評価方法 

3.5.1 応力解析方法 

排気筒の基礎について，Ｓｓ地震時に対して 3 次元ＦＥＭモデルを用いた線形

解析を実施する。 

 

(1) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 3－10 に示す。 

基礎の評価は，基礎の自重による固定荷重，上部の排気筒より受ける固定荷重

及び地震荷重を組み合せた荷重のうち，最も不利な組合せについて考慮する。 

 

表 3－10 荷重の組合せケース 

外力の状態 
組合せ 

ケース 
鉛直荷重 排気筒より受ける荷重 

Ｓｓ地震時 1 1.27・ＤＬ 
Ｕｓ（0°）＊ 

2 0.73・ＤＬ 

3 1.27・ＤＬ 
Ｕｓ（45°）＊ 

4 0.73・ＤＬ 

注記＊：地震応答解析結果に基づく軸力，水平力及び曲げモーメントの最大値

を組み合わせた 0°方向及び 45°方向の荷重とする。 
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(2) 荷重の入力方法 

排気筒の基礎の固定荷重及び作用する地震荷重（慣性力）については，解析モ

デルの各要素の質量に応じて分配し，分布荷重として入力する。 

排気筒から排気筒の基礎に作用する荷重については，筒身脚部，鉄塔脚部から

の曲げモーメント，軸力及びせん断力を節点荷重として入力する。 

 

3.5.2 断面の評価方法 

排気筒の基礎について，軸力及び曲げモーメント並びに面外せん断力が，各許

容値を超えないことを確認する。 

 

(1) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

軸力及び曲げモーメントに対する必要鉄筋量が設計配筋量を超えないことを確

認する。 

 

(2) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

鉄塔基礎及び筒身基礎における断面の評価は「ＲＣ－Ｎ規準」の柱の評価式に

基づき評価を行う。基礎版における断面の評価は「ＲＣ－Ｎ規準」のはりの評価

式に基づき評価を行う。 

面外せん断力が，次の a．及び b．に示す式を基に算定した許容面外せん断力を

超えないことを確認する。  
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a. 鉄塔基礎及び筒身基礎の評価 

Ａ ｓ ｗ ｔ ｗＱ ｂ ｊ｛ｆ＋0.5 ｆ （ｐ －0.002）｝     

ここで， 

ＱＡ ： 許容面外せん断力（N） 

ｂ ： 断面の幅（mm） 

ｊ ： 断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7／8 の値（mm） 

ｆｓ ： コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 3－6 に示す値

（N/mm2） 

ｗｆｔ ： せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 3－7 に示す値（N/mm2） 

ｐｗ ： せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｗ
ｗ

ａ
ｐ

ｂ ｘ



 

ａｗ ： せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ： せん断補強筋の間隔（mm） 

 

注記＊：せん断補強筋がない領域及びせん断補強筋比が 0.002 に満たない

領域については，第 2 項を 0 とする。 
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b. 基礎版の評価 

Ａ ｓ ｗ ｔ ｗＱ ｂ ｊ｛α ｆ＋0.5 ｆ （ｐ －0.002）｝      

ここで， 

ＱＡ ： 許容面外せん断力（N） 

ｂ ： 断面の幅（mm） 

ｊ ： 断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7／8 の値（mm） 

α ： 許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸

力が 2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

4
α

Ｍ／（Ｑ ｄ）＋1



 

 

Ｍ ： 曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ： せん断力（N） 

ｄ ： 断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ： コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 3－6 に示す値

（N/mm2） 

ｗｆｔ ： せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 3－7 に示す値（N/mm2） 

ｐｗ ： せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｗ
ｗ

ａ
ｐ

ｂ ｘ



 

ａｗ ： せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ： せん断補強筋の間隔（mm） 

 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 
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4. 評価結果 

4.1 鉄塔基礎及び筒身基礎の評価結果 

「3.5.2 断面の評価方法」に基づいた鉄塔基礎及び筒身基礎の断面の評価結果を以

下に示す。また，鉄塔基礎及び筒身基礎の概略配筋図を図 4－1 に示す。 

軸力及び曲げモーメントに対する必要鉄筋量及び面外せん断力が最大となる荷重の

組合せケースについての評価結果を表 4－1 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントに対する必要鉄筋量及び面外せん断

力が各許容値を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 に用いる記号の説明 

Ｎ ：軸力 

Ｍ ：曲げモーメント 

ｂ ：材の幅 

Ｄ ：材の全せい 

ｐｔ ：引張鉄筋比 

ａｔ ：引張鉄筋の断面積 

Ｑ ：検討用応力 

ＱＡ ：許容せん断力 
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図 4－1 鉄塔基礎及び筒身基礎の概略配筋図 



S2 補 Ⅵ-2-2-15 R1 
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表 4－1 鉄塔基礎及び筒身基礎の評価結果 

 

注記＊：圧縮を正とする。 

 

荷  重 検 討 応 力 荷  重
方向 組合せ Ｎ＊ Ｍ Ｎ／(ｂ･Ｄ) Ｍ／(ｂ･Ｄ2) ｐｔ ａｔ 設 計 配 筋 必要配筋量 組合せ Ｑ ＱＡ Ｑ／ＱＡ

ケース (kN) (kN･m) (N/mm2) (N/mm2) (%) (mm2) (断面積mm2) ／設計配筋量 ケース (kN) (kN)

Ｘ 2 -2284 3895 -0.365 0.249 0.132 8250 0.65 1 779 5304 0.15

Ｙ 2 -2284 3735 -0.365 0.239 0.129 8063 0.63 1 747 5304 0.15

Ｘ 4 2019 3895 0.323 0.249 0.034 2125 0.17 1 1191 5304 0.23

Ｙ 4 2019 5795 0.323 0.371 0.075 4688 0.37 1 1159 5304 0.22

Ｘ 2 4748 5955 0.760 0.381 0.019 1188 0.10 1 1191 5304 0.23

Ｙ 2 4748 5795 0.760 0.371 0.016 1000 0.08 1 1159 5304 0.22

Ｘ 2 -2284 3895 -0.365 0.249 0.132 8250 0.65 3 1191 5304 0.23

Ｙ 2 -2284 3735 -0.365 0.239 0.129 8063 0.63 1 747 5304 0.15

Ｘ 1 5788 3821 0.161 0.018 0.000 0 0.00 1 366 31640 0.02

Ｙ 3 5788 2703 0.161 0.013 0.000 0 0.00 3 259 31640 0.01

軸力及び曲げモーメントの検討 せん断力の検討

鉄塔基礎

Ｃ1

Ｃ4

20-D29
(12840)

Ｃ2

Ｃ3

20-D29
(12840)

30-D29
(19260)

30-D29
(19260)

部位

20-D29
(12840)

20-D29
(12840)

20-D29
(12840)

20-D29
(12840)

20-D29
(12840)

20-D29
(12840)

筒身基礎
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4.2 基礎版の評価結果 

「3.5.2 断面の評価方法」に基づいた基礎版の断面の評価結果を以下に示す。また，

基礎版の概略配筋図を図 4－2 に示す。 

軸力及び曲げモーメント並びに面外せん断力に対する評価において，許容値に対す

る発生値の割合が最大となる要素の位置を図 4－3 に，評価結果を表 4－2 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントに対する必要鉄筋量及び面外せん断

力が各許容値を超えないことを確認した。 

 

表 4－2 に用いる記号の説明 

Ｎ ：軸力 

Ｍ ：曲げモーメント 

ｂ ：材の幅 

Ｄ ：材の全せい 

ｐｔ ：引張鉄筋比 

ａｔ ：引張鉄筋の断面積 

Ｑ ：検討用応力 

ＱＡ ：許容せん断力 

  



 

29 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
5 
R1
 

 

図 4－2(1) 基礎版の概略配筋図（主筋）（単位：m） 

 

図 4－2(2) 基礎版の概略配筋図（せん断補強筋）（単位：m） 
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図 4－3 要素位置（単位：m） 



S2 補 Ⅵ-2-2-15 R1 
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表 4－2 基礎版の評価結果 

 

注記＊：圧縮を正とする。 

要素 荷  重 検 討 応 力 荷  重
番号 方向 組合せ Ｎ＊ Ｍ Ｎ／(ｂ･Ｄ) Ｍ／(ｂ･Ｄ2) ｐｔ ａｔ 設 計 配 筋 必要配筋量 組合せ Ｑ ＱＡ Ｑ／ＱＡ

ケース (kN/m) (kN･m/m) (N/mm2) (N/mm2) (%) (mm2/m) (断面積mm2/m) ／設計配筋量 ケース (kN/m) (kN/m)

Ｘ 1 26 193 0.017 0.086 0.024 360 D29@200 0.12 2 104 2372 0.05
（3210）

11

Ｙ 1 152 563 0.101 0.250 0.066 990 D29@200 0.31 2 445 2690 0.17
（3210）

Ｘ 2 88 788 0.059 0.350 0.104 1560 D29@200 0.49 3 154 1275 0.13
（3210）

12

Ｙ 2 86 775 0.057 0.344 0.102 1530 D29@200 0.48 1 155 1275 0.13
（3210）

Ｘ 2 2 124 0.001 0.055 0.017 255 D25@200 0.11 2 30 1462 0.03
（2535）

61

Ｙ 2 44 779 0.029 0.346 0.107 1605 D25@200 0.64 2 128 1415 0.10
（2535）

Ｘ 4 -394 521 -0.263 0.232 0.111 1665 D29@200 0.52 2 432 2690 0.17
（3210）

92

Ｙ 1 27 194 0.018 0.086 0.024 360 D29@200 0.12 2 102 2357 0.05
（3210）

部位

基礎版

せん断力の検討軸力及び曲げモーメントの検討



 

32 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
5 
R1
E 

4.3 接地圧の評価結果 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，基礎地盤の許容限界を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮したＳｓ地震時の最大接地圧は 1.12N/mm2（ケース 1）で

あり，地盤の極限支持力度（9.8N/mm2）を超えないことを確認した。 
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Ⅵ-2-2-16 ガスタービン発電機建物の地震応答計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」及びⅥ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説

明書」のうちⅥ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の防止に

関する基本方針」に基づくガスタービン発電機建物の地震応答解析について説明するも

のである。 

地震応答解析により算定した各種応答値は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示す

建物・構築物及び機器・配管系の設計用地震力として用いる。また，必要保有水平耐力

については建物・構築物の構造強度の確認に用いる。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

ガスタービン発電機建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 ガスタービン発電機建物の設置位置 

 

  

ガスタービン発電機建物 

 PN
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2.2 構造概要 

ガスタービン発電機建物は，地上 2 階建の鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）

の建物である。 

ガスタービン発電機建物の平面寸法は，43.0m＊（ＮＳ）×43.5m＊（ＥＷ）である。

基礎スラブ底面からの高さは 17.5m である。 

ガスタービン発電機建物の基礎は厚さ 3.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置してい

る。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

ガスタービン発電機建物の概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2(1) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 47.5m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2(2) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 54.5m）  
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図 2－2(3) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 61.5m） 
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図 2－3(1) ガスタービン発電機建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) ガスタービン発電機建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ断面，ＥＷ方向） 
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2.3 解析方針 

ガスタービン発電機建物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」

に基づいて行う。 

図 2－4 にガスタービン発電機建物の地震応答解析フローを示す。 

地震応答解析は，「3.1 設計に用いる地震波」及び「3.2 地震応答解析モデル」

において設定した地震応答解析モデルを用いて実施することとし，「3.3 解析方法」

及び「3.4 解析条件」に基づき，「4.1 動的解析」においては，材料物性の不確か

さを考慮し，加速度，変位，せん断ひずみ，接地圧等を含む各種応答値を算定する。 

「4.2 必要保有水平耐力」においては必要保有水平耐力を算定する。 
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  注：[ ]内は，本資料における章番号を示す。 

注記＊ ：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－4 ガスタービン発電機建物の地震応答解析フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

ガスタービン発電機建物の地震応答解析において適用する規格・基準等を以下に示

す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 解析方法 

3.1 設計に用いる地震波 

ガスタービン発電機建物の地震応答解析モデルは，建物と地盤の相互作用を評価し

た建物－地盤連成モデルとする。この建物－地盤連成モデルへの入力地震動は， 

Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表

面レベルに想定する地震波を用いることとする。 

基準地震動Ｓｓの加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを図 3－1～図 3－4

に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ 

 

 

(c) Ｓｓ－Ｆ２ 

 

図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

  

最大値 820 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2 ）

時間（s）

最大値 549 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時間（s）

最大値 522 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時間（s）



 

12 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
6 
R1
 

 

(d) Ｓｓ－Ｎ１ 

 

 

(e) Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 

 

 

(f) Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 

 

図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ 

 

 

(c) Ｓｓ－Ｆ２ 

 

図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(d) Ｓｓ－Ｎ１ 

 

 

(e) Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 

 

 

(f) Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 

 

図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ 

 

 

(c) Ｓｓ－Ｆ２ 

 

図 3－3(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 
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(d) Ｓｓ－Ｎ１ 

 

 

(e) Ｓｓ－Ｎ２ 

 

図 3－3(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 
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(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 3－4(1) 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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(c) 鉛直方向 

 

図 3－4(2) 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.2 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モデル

の設定方針に基づき，水平方向及び鉛直方向についてそれぞれ設定する。地震応答解

析モデルの設定に用いた使用材料の物性値を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝30.0（N/mm2） 

鉄筋：SD345 

2.44×104 1.02×104 5 ― 
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3.2.1 水平方向 

(1) 地震応答解析モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん

断剛性を考慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデ

ル化は，ＮＳ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っている。 

水平方向の地震応答解析モデルを図 3－5 に示す。 

(2) 地盤ばね 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」という。）により，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に基

づき求めたスウェイ及びロッキングの地盤ばねを，近似法により定数化して用い

る。このうち，基礎底面のロッキング地盤ばねには，基礎浮上りによる幾何学的

非線形性を考慮する。地盤ばねの定数化の概要を図 3－6 に，地盤ばね定数及び減

衰係数を表 3－2 に示す。基礎底面ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」

を用いる。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については， 

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

(3) 入力地震動 

水平方向モデルへの入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ

から以下の手順で算定する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤として

モデル化し，一次元波動論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。

算定した EL-215m の入射波を建物位置での地盤をモデル化した 1 次元地盤に入力

して一次元波動論に基づく評価を行い，建物基礎底面での地盤応答を評価して入

力地震動とする。地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値を表 3－3 に示す。 

なお，基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２に関しては，ガスタービン発電機

建物の配置に応じて方位を補正した波形を用いる。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－7 に，1 次元地盤モデル

を図 3－8 に，基礎底面位置（EL 44.0m）における入力地震動の加速度応答スペク

トルを図 3－9 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用い

る。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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1

（m）
EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

質点番号
質点重量(kN)

回転慣性重量
　(×105kN･m2)

せん断断面積（m2)

断面二次モーメント（×102m4）

86.0
130.2

215.0
516.1

2203.2
4230.1

2

4

60380
66.5

99170
153.2

135570
261.0

116150
223.5

K1

K2

45.9m

48
.0
m

振動方向

 

 

図 3－5(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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3

1

（m）
EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

質点番号
質点重量(kN)

回転慣性重量
　(×105kN･m2)

97.6
222.8

164.9
517.7

2203.2
3868.1

2

4

60380
95.4

99170
156.8

135570
238.8

116150
204.4

K1

K2

45.9m

48
.0
m

振動方向

せん断断面積（m2)

断面二次モーメント（×102m4）

 

 

図 3－5(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－6 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－2 地盤ばね定数と減衰係数（水平方向） 

(a) ＮＳ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 4.32×108（kN/m） 5.33×106（kN・s/m） 

K2 底面・回転 3.21×1011（kN・m/rad） 1.26×109（kN・m・s/rad） 

 

(b) ＥＷ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 4.34×108（kN/m） 5.38×106（kN・s/m） 

K2 底面・回転 3.01×1011（kN・m/rad） 1.11×109（kN・m・s/rad） 
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表 3－3 ガスタービン発電機建物の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

岩盤② 900 2100 23.0 0.388 19.0 3 

岩盤③ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

岩盤④ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

岩盤⑤ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

岩盤⑥ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 
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反射波(F2)

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

EL -215.0m

解放基盤表面
 

EL  -10.0m

入射波(E1)反射波(F1)

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F1)

〔解放地盤モデル〕

EL -215.0m

入射波(E1)

〔実地盤モデル〕

〔地震応答解析モデル〕

入力地震動(2E)

EL 44.0m

EL 47.2m

入力地震動
(2E)

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F2)

 

図 3－7 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図（水平方向）  
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反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

建物基礎下端
EL 44.0m

EL-160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL-110.0m

EL-215.0m

一次元波動論に
よる応答計算 EL-118.0m

一次元波動論に
よる応答計算

岩盤 

岩盤 

岩盤 

EL -1.0m

地表面
EL 47.2m

EL 34.0m 岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

［解放地盤モデル］ ［実地盤モデル］

EL-215.0m

EL -24.0m

入力地震動
（2E）

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

 

図 3－8 1 次元地盤モデル（水平方向）  
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(a) ＮＳ方向 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 3－9 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL 44.0m） 
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3.2.2 鉛直方向 

(1) 地震応答解析モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，耐震壁の軸剛

性を考慮した質点系モデルとし，弾性時刻歴応答解析を行う。 

鉛直方向の地震応答解析モデルを図 3－10 に示す。 

(2) 地盤ばね 

基礎底面の地盤ばねについては，スウェイ及びロッキングばね定数の評価法と

同様，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に基づき求めた鉛直ばね

を近似法により定数化して用いる。地盤ばね定数及び減衰係数を表 3－4 に示す。

基礎底面ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」を用いる。評価に用いる

解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム 

（解析コード）の概要」に示す。 

(3) 入力地震動 

鉛直方向モデルへの入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ

から以下の手順で算定する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤として

モデル化し，一次元波動論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。

算定した EL-215m の入射波を建物位置での地盤をモデル化した 1 次元地盤に入力

して一次元波動論に基づく評価を行い，建物基礎底面での地盤応答を評価して入

力地震動とする。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－11 に，1 次元地盤モデ

ルを図 3－12 に，基礎底面位置（EL 44.0m）における入力地震動の加速度応答ス

ペクトルを図 3－13 に示す。なお，地盤物性値は表 3－3 に示すとおりである。入

力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用いる。評価に用いる解析コ

ードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 
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図 3－10 地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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表 3－4 地盤ばね定数と減衰係数（鉛直方向） 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・鉛直 9.86×108（kN/m） 1.42×107（kN・s/m） 

 

 

反射波(F2)

EL 44.0m

EL 47.2m

EL -215.0m

解放基盤表面
 

EL  -10.0m

入射波(E1)反射波(F1)

一次元波動論
による応答計算

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

応答波(E1+F1)

〔解放地盤モデル〕

EL -215.0m

入射波(E1)

〔実地盤モデル〕

〔地震応答解析モデル〕

入力地震動(2E)

入力地震動
(2E)

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F2)

 

図 3－11 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図（鉛直方向）  
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図 3－12 1 次元地盤モデル（鉛直方向）  
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図 3－13 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，EL 44.0m） 
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3.3 解析方法 

ガスタービン発電機建物について，動的解析により応答加速度，応答変位，応答せ

ん断力，応答曲げモーメント，応答軸力，応答せん断ひずみ及び接地圧を算定する。

また，静的解析により必要保有水平耐力を算定する。 

ガスタービン発電機建物の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」を用いる。

評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プロ

グラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.3.1 動的解析 

建物・構築物の動的解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解

析方法に基づき，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，最大接地圧は，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡＣ４６０１-2008

（（社）日本電気協会）」を参考に，水平応答と鉛直応答から組合せ係数法（組

合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いて算定する。 

 

3.3.2 必要保有水平耐力 

各層の必要保有水平耐力Ｑｕｎは，次式により算定する。必要保有水平耐力算定

用の基準面は基礎スラブ上端（EL 47.5m）とする。 

 

ｕｎ ｓ ｅｓ ｕｄＱ Ｄ Ｆ Ｑ    

 

ここで， 

Ｄｓ ：各層の構造特性係数 

Ｆｅｓ ：各層の形状特性係数 

 

地震力によって各層に生じる水平力Ｑｕｄは，次式により算定する。 

 

ｕｄ ｉ ｉＱ ｎ Ｃ Ｗ    

 

ここで， 

ｎ ：施設の重要度分類に応じた係数（1.0） 

Ｃｉ ：第 i 層の地震層せん断力係数 

Ｗｉ ：第 i 層が支える重量 
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地震層せん断力係数Ｃｉは，次式により算定する。 

 

ｉ ｔ ｉ 0Ｃ Ｚ Ｒ Ａ Ｃ     

 

ここで， 

Ｚ ：地震地域係数（1.0） 

Ｒｔ ：振動特性係数（0.8） 

Ａｉ ：第 i 層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

Ｃ０ ：標準せん断力係数（1.0） 
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3.4 解析条件 

3.4.1 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－14 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－14 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－15 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第 1折点を超えていなければ，負側第 1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－15 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－16 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－16 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－17 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第 1折点を超えていなければ，負側第 1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－17 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

ガスタービン発電機建物の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルト

ン曲線の諸数値を表 3－5～表 3－8 に示す。 
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表 3－5 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

 

 

表 3－6 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

 

 

表 3－7 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

 

 

表 3－8 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

 

  

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

61.5～54.5 1.85 2.50 6.06 0.181 0.543 4.00

54.5～47.5 1.91 2.58 6.15 0.188 0.563 4.00

EL
(m)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

61.5～54.5 1.85 2.50 6.11 0.181 0.544 4.00

54.5～47.5 1.91 2.58 6.13 0.188 0.562 4.00

EL
(m)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

61.5～54.5 2.04 4.16 6.39 6.41 65.3  1080    

54.5～47.5 6.61 15.3  24.4  5.25 52.5  828    

EL
(m)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

61.5～54.5 2.71 5.82 9.21 4.99 48.8  976    

54.5～47.5 6.65 13.8  20.6  5.26 48.7  974    

EL
(m)
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3.4.2 地盤の回転ばねの復元力特性 

地盤の回転ばねに関する曲げモーメント－回転角の関係は「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。地盤の回

転ばねの曲げモーメント－回転角の関係を図 3－18 に示す。 

浮上り時の地盤の回転ばねの剛性は，図 3－18 の曲線で表され，減衰係数は，

回転ばねの接線剛性に比例するものとして考慮する。 

 

1.0

1.0

2.0

2.0 3.0 4.0

K0

M/M0

θ/θ0

K

非線形曲線

M

θ
Kθ

W

規
準

化
モ
ー
メ
ン
ト

規準化回転角

θθ /23 0

0


M

M

0.0

0.0

 

 

Ｍ ：転倒モーメント 

Ｍ０ ：浮上り限界転倒モーメント(=Ｗ･Ｌ/6) 

θ ：回転角 

θ０ ：浮上り限界回転角 

Ｋ０ ：地盤の回転ばね定数（浮上り前） 

Ｋ ：地盤の回転ばね定数（浮上り後） 

Ｗ  ：建物総重量 

Ｌ  ：建物基礎幅 

 

図 3－18 地盤の回転ばねの曲げモーメント－回転角関係 
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3.4.3 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.2 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本ケ

ースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地震

応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基本

ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施する

こととする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度及びＰ波速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。な

お，建物剛性の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度より

も大きくなること及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与につ

いては構造耐力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－9 に，地盤物性の不

確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－10 に示す。 

 

表 3－9 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊ 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊ 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度 

Ｖｓ及びＰ波速度Ｖｐの不確かさを設定する。 
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表 3－10 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

(a) Ｓ波速度 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

岩盤② 900 1080 720 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 

 

(b) Ｐ波速度 

層番号 
地盤のＰ波速度 Ｖｐ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

岩盤② 2100 2520 1680 

岩盤③ 3600 3960 3240 

岩盤④ 4000 4400 3600 

岩盤⑤ 4050 4455 3645 

岩盤⑥ 4950 5445 4455 
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4. 解析結果 

4.1 動的解析 

本資料においては，代表として，基準地震動Ｓｓの基本ケースの地震応答解析結果

を示す。 

 

4.1.1 基本ケースの地震応答解析結果 

   (1) 固有値解析結果 

基本ケースの地震応答解析モデルの固有値解析結果（固有周期，固有振動数及

び刺激係数）を表 4－1 に示す。刺激関数図を図 4－1～図 4－3 に示す。 

なお，刺激係数は，モードごとに固有ベクトルの最大値を 1 に規準化して得ら

れる値を示す。 

 

(2) 地震応答解析結果 

基準地震動Ｓｓによる最大応答値を図 4－4～図 4－14 及び表 4－2～表 4－14

に示す。また，基準地震動Ｓｓに対する最大応答値を図 4－15～図 4－18 の耐震

壁のスケルトン曲線上にプロットして示す。 

接地率を表 4－15 に示す。 
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表 4－1 固有値解析結果 

(a) ＮＳ方向 

次数 
固有周期 固有振動数 

刺激係数＊ 備考 
（s） （Hz） 

1 0.080 12.52 1.587 建物―地盤連成 1 次 

2 0.044 22.86 -0.624  

 

(b) ＥＷ方向 

次数 
固有周期 固有振動数 

刺激係数＊ 備考 
（s） （Hz） 

1 0.082 12.16 1.538 建物―地盤連成 1 次 

2 0.043 23.02 -0.551  

 

(c) 鉛直方向 

次数 
固有周期 固有振動数 

刺激係数＊ 備考 
（s） （Hz） 

1 0.046 21.96 1.354 建物―地盤連成 1 次 

2 0.020 49.39 -0.405  

 

注記＊：モードごとに固有ベクトルの最大値を 1 に規準化して得られる刺激係数を示す。 
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図 4－1 刺激関数図（ＮＳ方向） 

 

    
 

図 4－2 刺激関数図（ＥＷ方向）  

EL 61.5m

EL 54.5m

EL 47.5m

EL 44.0m

1次 モード

固有周期 0.080 s 

固有振動数 12.52  Hz

刺激係数 1.587   

-1 0 +1

固有周期 0.044 s 

固有振動数 22.86  Hz

刺激係数 -0.624   

-1 0 +1

EL 61.5m

EL 54.5m

EL 47.5m

EL 44.0m

2次 モード

EL 61.5m

EL 54.5m

EL 47.5m

EL 44.0m

1次 モード

固有周期 0.082 s 

固有振動数 12.16  Hz

刺激係数 1.538   

-1 0 +1

固有周期 0.043 s 

固有振動数 23.02  Hz

刺激係数 -0.551   

-1 0 +1

EL 61.5m

EL 54.5m

EL 47.5m

EL 44.0m

2次 モード
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図 4－3 刺激関数図（鉛直方向） 
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固有周期 0.046 s 

固有振動数 21.96  Hz

刺激係数 1.354   

-1 0 +1

固有周期 0.020 s 

固有振動数 49.39  Hz

刺激係数 -0.405   

-1 0 +1
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図 4－4 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

表 4－2 最大応答加速度一覧（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)

61.5

54.5

47.5
0 1000 2000 3000

（cm/s2）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

61.5 1 1990 1854 1555 944 1194 1222 1990

54.5 2 1281 1164 939 694 707 769 1281

47.5 3 927 700 626 631 532 571 927

質点
番号

EL
(m)

最大応答加速度 (cm/s2)

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW



 

49 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
6 
R1
 

 

 

図 4－5 最大応答変位（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

表 4－3 最大応答変位一覧（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

  

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)

61.5

54.5

47.5
0.0 2.0 4.0 6.0

（mm）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

61.5 1 3.09 2.69 2.14 1.58 1.69 1.71 3.09

54.5 2 1.91 1.59 1.22 1.01 1.07 1.06 1.91

47.5 3 0.99 0.81 0.66 0.60 0.58 0.58 0.99

最大応答変位 (mm)EL
(m)

質点
番号

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW
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図 4－6 最大応答せん断力（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

表 4－4 最大応答せん断力一覧（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)

61.5

54.5

47.5
0 10 20 30

（×104 kN）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

1 12.2 11.4 9.55 5.79 7.31 7.51 12.2

2 24.8 23.0 18.5 12.7 14.3 14.5 24.8

61.5～54.5

54.5～47.5

EL
(m)

最大応答せん断力 (×104 kN)要素
番号

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW
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図 4－7 最大応答曲げモーメント（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

表 4－5 最大応答曲げモーメント一覧（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

  

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

  

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)

61.5

54.5

47.5
0 10 20 30 40

（×105 kN･m）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

2.63 1.70 1.77 1.02 1.93 1.98 2.63 
10.5  9.57 8.33 4.83 6.25 7.06 10.5  
13.4  12.0 10.7  5.81 8.28 9.32 13.4  
29.1  28.1  23.1  14.2  17.8  17.5  29.1  

EL
(m)

最大応答曲げモーメント (×105 kN･m)要素
番号

54.5～47.5

61.5～54.5 1

2

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW
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表 4－6 最大応答せん断ひずみ一覧（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

1 0.14 0.13 0.11 0.07 0.08 0.09 0.14

2 0.11 0.11 0.08 0.06 0.07 0.07 0.11

要素
番号

最大応答せん断ひずみ（×10-3）EL
(m)

61.5～54.5

54.5～47.5

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)
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図 4－8 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

表 4－7 最大応答加速度一覧（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)

61.5

54.5

47.5
0 1000 2000 3000

EL(m)

（cm/s2）

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

61.5 1 2022 1326 1529 957 1160 1176 2022

54.5 2 1395 890 996 727 773 839 1395

47.5 3 909 648 908 629 529 582 909

最大応答加速度 (cm/s2)質点
番号

EL
(m)

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW
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図 4－9 最大応答変位（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

表 4－8 最大応答変位一覧（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

  

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)

61.5

54.5

47.5
0.0 2.0 4.0 6.0

（mm）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

61.5 1 3.14 2.16 2.33 1.67 1.77 1.91 3.14

54.5 2 2.12 1.44 1.50 1.15 1.18 1.28 2.12

47.5 3 0.97 0.65 0.80 0.59 0.57 0.59 0.97

最大応答変位 (mm)質点
番号

EL
(m)

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW
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図 4－10 最大応答せん断力（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

表 4－9 最大応答せん断力一覧（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 
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(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)
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54.5

47.5
0 10 20 30

（×104 kN）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

1 12.4 8.13 9.39 5.88 7.09 7.22 12.4

2 24.7 17.0 19.0 13.1 14.8 15.4 24.7

61.5～54.5

54.5～47.5

EL
(m)

最大応答せん断力 (×104 kN)要素
番号

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS
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図 4－11 最大応答曲げモーメント（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

表 4－10 最大応答曲げモーメント一覧（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

  

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)

61.5

54.5

47.5
0 20 40 60

（×105 kN･m）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

3.51 1.62 2.07 1.31 2.42 2.37 3.51 
11.3  6.99 8.38 4.94 6.35 6.44 11.3  
14.2  8.73 10.7  5.98 8.54 8.73 14.2  
30.6  20.3  23.5  14.8  18.3  18.1  30.6  

54.5～47.5

61.5～54.5 1

2

EL
(m)

最大応答曲げモーメント (×105 kN･m)要素
番号

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW
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表 4－11 最大応答せん断ひずみ一覧（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２ＥＷの最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2NS Ss-N2EW 最大値

1 0.12 0.08 0.09 0.06 0.07 0.07 0.12

2 0.15 0.10 0.11 0.08 0.09 0.09 0.15

要素
番号

最大応答せん断ひずみ（×10-3）EL
(m)

61.5～54.5

54.5～47.5

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)
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図 4－12 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

表 4－12 最大応答加速度一覧（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

  

61.5

54.5

47.5
0 500 1000 1500

（cm/s2）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2 最大値

61.5 1 795 455 564 376 716 795

54.5 2 667 422 516 357 618 667

47.5 3 594 362 452 327 560 594

最大応答加速度 (cm/s2)質点
番号

EL
(m)

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)
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図 4－13 最大応答変位（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

表 4－13 最大応答変位一覧（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

  

61.5

54.5

47.5
0 0.2 0.4 0.6

（mm）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2 最大値

61.5 1 0.35 0.21 0.26 0.20 0.29 0.35

54.5 2 0.28 0.17 0.22 0.16 0.24 0.28

47.5 3 0.20 0.13 0.16 0.12 0.17 0.20

EL
(m)

質点
番号

最大応答変位 (mm)

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)
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図 4－14 最大応答軸力（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

表 4－14 最大応答軸力一覧（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

注：ハッチングはＳｓ－Ｄ～Ｓｓ－Ｎ２の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

  

61.5

54.5

47.5
0 5 10 15

（×104kN）

EL(m)

Ss-D Ss-F1 Ss-F2 Ss-N1 Ss-N2 最大値

1 4.91 2.82 3.49 2.33 4.43 4.91 

2 11.3  6.96 8.61 5.90 10.7  11.3  

最大応答軸力 (×104 kN)要素
番号

EL
(m)

61.5～54.5

54.5～47.5

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2

 
1

2

3

4

(1)

(2)

(3)

EL 61.5

EL 54.5

EL 47.5

EL 44.0

(m)
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 Ss-D   Ss-F1   Ss-F2   Ss-N1   Ss-N2NS   Ss-N2EW 

 

 

要素番号（1） 

 

要素番号（2） 

 

 

 

図 4－15 せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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 Ss-D   Ss-F1   Ss-F2   Ss-N1   Ss-N2NS   Ss-N2EW 

 

 

要素番号（1） 

 

要素番号（2） 

 

 

 

 

図 4－16 せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向）  
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 Ss-D   Ss-F1   Ss-F2   Ss-N1   Ss-N2NS   Ss-N2EW 

 

 

要素番号（1） 

 

要素番号（2） 

 

 

 

 

図 4－17 曲げスケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向）  
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要素番号（2） 

 

 

 

 

図 4－18 曲げスケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向）  
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表 4－15 基準地震動Ｓｓによる地震応答解析結果に基づく接地率 

(a) ＮＳ方向 

基準地震動 

Ｓｓ 

最大接地圧 
最大転倒 

モーメント 

浮上り限界転倒 

モーメント 
最小接地率 

（％） 
（×103kN/m2） （×106kN・m） （×106kN・m） 

Ｓｓ－Ｄ 0.481 4.24 3.29 85.5 

Ｓｓ－Ｆ１ 0.455 4.04 3.29 88.6 

Ｓｓ－Ｆ２ 0.418 3.29 3.29 99.9 

Ｓｓ－Ｎ１ 0.338 2.14 3.29 100 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 0.386 2.60 3.29 100 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 0.378 2.49 3.29 100 

 

(b) ＥＷ方向 

基準地震動 

Ｓｓ 

最大接地圧 
最大転倒 

モーメント 

浮上り限界転倒 

モーメント 
最小接地率 

（％） 
（×103kN/m2） （×106kN・m） （×106kN・m） 

Ｓｓ－Ｄ 0.491 4.21 3.15 83.0 

Ｓｓ－Ｆ１ 0.397 2.96 3.15 100 

Ｓｓ－Ｆ２ 0.427 3.32 3.15 97.2 

Ｓｓ－Ｎ１ 0.346 2.20 3.15 100 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 0.396 2.67 3.15 100 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 0.394 2.66 3.15 100 
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4.1.2 材料物性の不確かさを考慮したケースの地震応答解析結果 

   (1) 地震応答解析結果 

基準地震動Ｓｓによる最大応答値を表 4－16～表 4－26 に示す。 
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表 4－16 最大応答加速度一覧表（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

61.5 1 1990 1985 1907 1996

54.5 2 1281 1293 1304 1281

47.5 3 927 895 915 926

Ss-D
質点
番号

最大応答加速度 (cm/s2)
EL
(m)
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表 4－17 最大応答変位一覧表（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

61.5 1 3.09 2.81 3.40 3.10

54.5 2 1.91 1.66 2.24 1.91

47.5 3 0.99 0.76 1.34 0.99

EL
(m)

質点
番号

Ss-D

最大応答変位 (mm)
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表 4－18 最大応答せん断力一覧表（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

61.5～54.5 1 12.2 12.2 11.7 12.4 

54.5～47.5 2 24.8 24.9 23.8 24.9 

EL

(m)

要素

番号
Ss-D

最大応答せん断力 (×10
4
 kN)
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表 4－19 最大応答曲げモーメント一覧表（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

2.63 2.77 2.49 2.67 

10.5  10.2  10.4  10.7  

13.4  12.7  13.8  13.6  

29.1  28.7  28.4  29.2  

61.5～54.5

54.5～47.5

1

2

EL

(m)

要素

番号
Ss-D

最大応答曲げモーメント (×10
5
 kN･m)
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表 4－20 最大応答加速度一覧表（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

61.5 1 2022 2069 1896 2024

54.5 2 1395 1402 1398 1399

47.5 3 909 888 885 906

Ss-D
質点
番号

最大応答加速度 (cm/s2)
EL
(m)
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表 4－21 最大応答変位一覧表（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

61.5 1 3.14 2.89 3.46 3.15

54.5 2 2.12 1.90 2.46 2.12

47.5 3 0.97 0.75 1.34 0.97

EL
(m)

質点
番号

Ss-D

最大応答変位 (mm)
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表 4－22 最大応答せん断力一覧表（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

61.5～54.5 1 12.4 12.7 11.7 12.5 

54.5～47.5 2 24.7 24.9 24.9 25.0 

EL

(m)

要素

番号
Ss-D

最大応答せん断力 (×10
4
 kN)
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表 4－23 最大応答曲げモーメント一覧表（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

3.51 3.52 3.20 3.57 

11.3  11.1  11.0  11.5  

14.2  13.7  14.6  14.4  

30.6  30.5  29.8  30.8  

61.5～54.5

54.5～47.5

1

2

EL

(m)

要素

番号
Ss-D

最大応答曲げモーメント (×10
5
 kN･m)
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表 4－24 最大応答加速度一覧表（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

61.5 1 795 837 901 795

54.5 2 667 628 674 667

47.5 3 594 539 597 594

Ss-D
質点
番号

最大応答加速度 (cm/s2)
EL
(m)
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表 4－25 最大応答変位一覧表（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

61.5 1 0.35 0.31 0.39 0.35

54.5 2 0.28 0.24 0.33 0.28

47.5 3 0.20 0.16 0.25 0.20

EL
(m)

質点
番号

Ss-D

最大応答変位 (mm)
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表 4－26 最大応答軸力一覧表（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

注 1：ケース 1：工認モデル（基本ケース），ケース 2：地盤物性＋σ， 

ケース 3：地盤物性－σ，ケース 4：積雪 

注 2：ハッチングは基準地震動Ｓｓの各ケースの最大値を表示。 

 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

61.5～54.5 1 4.91 5.15 5.55 4.96 

54.5～47.5 2 11.3  11.1  11.3  11.4  

EL

(m)

要素

番号
Ss-D

最大応答軸力 (×10
4
 kN)
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4.2 必要保有水平耐力 

「3.3 解析方法」による解析方法で算定した必要保有水平耐力Ｑｕｎを表 4－27 及

び表 4－28，図 4－19 及び図 4－20 に示す。  
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表 4－27 必要保有水平耐力（ＮＳ方向） 

EL 

（m） 

構造特性係数 

Ｄｓ 

形状特性係数 

Ｆｅｓ 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

61.5～54.5 0.55 1.00 37.26 

54.5～47.5 0.55 1.00 70.20 

 

 

図 4－19 必要保有水平耐力（ＮＳ方向）
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表 4－28 必要保有水平耐力（ＥＷ方向） 

EL 

（m） 

構造特性係数 

Ｄｓ 

形状特性係数 

Ｆｅｓ 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

61.5～54.5 0.55 1.00 35.30 

54.5～47.5 0.55 1.20 84.24 

 

 

図 4－20 必要保有水平耐力（ＥＷ方向） 
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Ⅵ-2-2-17 ガスタービン発電機建物の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，ガスタービン発電機建物の地震

時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，地震応答解析による評価

及び応力解析による評価により行う。 

ガスタービン発電機建物は，重大事故等対処施設において「常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。 

以下，「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」

としての分類に応じた耐震評価を示す。 

なお，ガスタービン発電機建物に内包するガスタービン駆動補機に関して，仮想的に回

転体の損壊を想定しても，ケーシング板厚はタービンミサイルの防護上必要な板厚を上回

ることから，損壊した回転体がケーシングを貫通することなくケーシング内部に留まるた

め，タービンミサイルは発生しない設計としている。仮想的損壊時のミサイル評価結果は，

Ⅵ-1-1-10「発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポンプ等の損壊に伴う飛散物による損傷

防護に関する説明書」にて実施する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

ガスタービン発電機建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 ガスタービン発電機建物の設置位置 

  

ガスタービン発電機建物 

 PN
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2.2 構造概要 

ガスタービン発電機建物は，地上 2 階建の鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）の

建物である。 

ガスタービン発電機建物の平面寸法は，43.0m＊（ＮＳ）×43.5m＊（ＥＷ）である。基

礎スラブ底面からの高さは 17.5m である。 

ガスタービン発電機建物の基礎は厚さ 3.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

ガスタービン発電機建物の概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2(1) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 47.5m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2(2) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 54.5m） 
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図 2－2(3) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 61.5m） 
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図 2－3(1) ガスタービン発電機建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) ガスタービン発電機建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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2.3 評価方針 

ガスタービン発電機建物は，重大事故等対処施設において「常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。 

ガスタービン発電機建物の評価においては，基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評

価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）及び保有水平耐力の評価を行うことと

し，それぞれの評価は，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計算書」の結

果を踏まえたものとする。ガスタービン発電機建物の評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，地震応答解析による評価においては耐震壁のせん断ひずみ，接地圧

及び保有水平耐力の評価を，応力解析による評価においては基礎スラブの断面の評価を

行うことで，ガスタービン発電機建物の地震時の構造強度及び機能維持の確認を行う。

評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを

考慮する解析ケースを示す。 

図 2－4 にガスタービン発電機建物の評価フローを示す。 
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊ 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊ 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ 

及びＰ波速度Ｖｐの不確かさを設定する。 

 

注記＊：Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を

行う。 

図 2－4 ガスタービン発電機建物の評価フロー  

評価開始 

基本方針 

耐震壁のせん断 

ひずみの評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

保有水平耐力の評価 

〇構造強度の確認 

評価終了 

基礎スラブの 

断面の評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

 

接地圧の評価 

〇構造強度の確認 

 

応力解析による評価＊  地震応答解析による評価＊ 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学

会，2003） 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研

究所・国立研究開発法人建築研究所） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

ガスタービン発電機建物の構造強度については，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物

の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひ

ずみ及び最大接地圧が許容限界を超えないこと並びに保有水平耐力が必要保有水平耐力

に対して妥当な安全余裕を有することを確認する。 

また，支持機能の維持については，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計

算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひずみが許容限

界を超えないことを確認する。 

地震応答解析による評価におけるガスタービン発電機建物の許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，表 3－1 のとおり設定する。 
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表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有 

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが構造強度を

確保するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力度を超え

ないことを確認 

極限支持力度＊2 

(3.9×103kN/m2) 

保有 

水平耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が必

要保有水平耐力に

対して妥当な安全

余裕を有すること

を確認 

必要保有 

水平耐力 

支持 

機能＊3 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが支持機能を

維持するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

注記＊1：建物全体としては，耐震壁で地震力を全て負担する構造となっており，剛性の高

い耐震壁の変形に追従する柱，はり，間仕切壁等の部材の層間変形は十分小さい

こと，また，全体に剛性の高い構造となっており複数の耐震壁間の相対変形が小

さく床スラブの変形が抑えられることから，各層の耐震壁の最大応答せん断ひず

みが許容限界を満足していれば，建物・構築物に要求される機能は維持される。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

ガスタービン発電機建物の応力解析による評価対象部位は，基礎スラブとし，Ｓｓ地

震時に対して以下の方針に基づき評価を行う。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析によることと

し，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「原子力施設鉄筋コン

クリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」（以下「ＲＣ－Ｎ

規準」という。）に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析にあたっては，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発

電機建物の地震応答計算書」より得られた結果を用いて，荷重の組合せを行う。応力解

析による評価フローを図 4－1 に示す。 

 

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 4－1 応力解析による評価フロー 

  

評価開始  

鉛直荷重  地震荷重 * 

許容限界の設定  

解析モデル及び諸元の設定  

Ｓｓ地震時の応力解析  

断面の評価  

評価終了  

Ⅵ -2-2-16「ガスタービン発電機  

建物の地震応答計算書」  

荷重の組合せ  
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及

び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 荷重 

(1) 固定荷重及び積載荷重 

固定荷重及び積載荷重は，建物自重，機器，配管等の重量を考慮する。  

 

(2) 地震荷重 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定さ

れる動的地震力及び軸力係数より設定する。このとき，基準地震動Ｓｓに対する地

震応答解析より算定される動的地震力及び軸力係数は，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン

発電機建物の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮して設定する。 

地震荷重を表 4－1～表 4－3 に示す。 
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表 4－1 水平地震荷重（せん断力） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（G1 通り） 76.9 

耐震壁（G3 通り） 51.3 

耐震壁（G5 通り） 50.8 

耐震壁（G7 通り） 76.2 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（GA 通り） 48.1 

耐震壁（GC 通り） 102 

耐震壁（GE 通り） 20.1 

耐震壁（GF 通り） 92.4 
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表 4－2 水平地震荷重（曲げモーメント） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁（G1 通り） 73.5 

耐震壁（G3 通り） 71.1 

耐震壁（G5 通り） 76.1 

耐震壁（G7 通り） 79.3 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁（GA 通り） 65.9 

耐震壁（GC 通り） 139 

耐震壁（GE 通り） 31.6 

耐震壁（GF 通り） 92.6 

 

表 4－3 鉛直地震荷重（軸力係数） 

部 位 
軸力係数 

Ｓｓ 

上部構造物 0.72 

基礎スラブ 0.58 
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4.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ ：地震荷重 
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4.3 許容限界 

応力解析による評価におけるガスタービン発電機建物の基礎スラブの許容限界は，Ⅵ

-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 4－5 のとおり設定する。 

また，表 4－6 及び表 4－7 にコンクリート及び鉄筋の許容応力度を示す。 

 

表 4－5 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく 

終局耐力＊1 

支持 

機能＊2 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

が支持機能を維持

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」 

に基づく 

終局耐力＊1 

注記＊1：曲げモーメントに対する評価については，「平 12 建告第 2464 号」に基づき，鉄

筋の基準強度を 1.1 倍とする。せん断力に対する評価については，短期許容応力

度を適用する。 

＊2：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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表 4－6 コンクリートの短期許容応力度 

 （単位：N/mm2） 

設計基準強度Ｆｃ 圧縮 せん断 

30.0 20.0 1.18 

 

表 4－7 鉄筋の許容応力度 

 （単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 せん断 

SD345 345＊ 345 

注記＊：設計に用いる材料強度は「平 12 建告第 2464 号」に基づき，

短期許容応力度を 1.1 倍して算定する。 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析とする。解析には，解析

コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

基礎スラブについては，EL 44.0m～EL 47.5m をモデル化する。上部構造につい

ては，EL 47.5m～EL 61.5m の耐震壁及び一部間仕切壁をモデル化し，剛性を考慮

する。なお，間仕切壁については，耐震壁と連続し，同等の厚さを有する壁の剛性

を考慮する。基礎スラブの解析モデルを図 4－2 に示す。 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，基礎スラブについてはシェル要素とする。

また，基礎スラブより立ち上がっている壁については，EL 47.5m～EL 61.5m をは

り要素として剛性を考慮する。解析モデルの節点数は 1248，要素数は 1349 である。 

 

(3) 境界条件 

3 次元ＦＥＭモデルの基礎スラブ底面に，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の

地震応答計算書」に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設

ける。3 次元ＦＥＭモデルの水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのス

ウェイばねを，鉛直方向のばねについては，地震応答解析モデルのロッキングばね

を基に設定を行う。 

なお，基礎スラブ底面の地盤ばねについては，引張力が発生したときに浮上りを

考慮する。 
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図 4－2 基礎スラブの解析モデル図 

 

4.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 使用材料の物性値 

コンクリートの 

設計基準強度 

Ｆｃ（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

30.0 2.44×104 0.2 

：耐震壁     

：間仕切壁   （単位：m） 
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力解析方法 

ガスタービン発電機建物の基礎スラブについて，Ｓｓ地震時に対して 3 次元ＦＥ

Ｍモデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

Ｓｓ地震時の応力は，次の荷重を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＮＳ ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＥＷ ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－9 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡ

Ｃ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

表 4－9 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケース No. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 

2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＤＵ 

4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＤＵ 

5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 

10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＤＵ 

12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＤＵ 

13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 

16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 
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(3) 荷重の入力方法 

a. 地震荷重 

基礎スラブに上部構造物から作用する水平地震力については，上部構造物から

のせん断力及び曲げモーメントを基礎スラブの当該位置の節点に離散化して節

点荷重として入力する。 

基礎スラブに上部構造物から作用する鉛直地震力については，上部構造物から

の軸力とし，鉛直力に置換し，モデル上の各節点における支配面積に応じた節点

荷重として入力する。 

基礎スラブ内に作用する荷重については，地震時の上部構造物からの入力荷重

と基礎スラブ底面に発生する荷重の差をＦＥＭモデルの各要素の大きさに応じ

て分配し，節点荷重として入力する。 

 

b. 地震荷重以外の荷重 

地震荷重以外の荷重については，ＦＥＭモデルの各節点又は各要素に，集中荷

重又は分布荷重として入力する。 
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4.5.2 断面の評価方法 

(1) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱と

して算定する。 

軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えないことを確認

する。 

 

(2) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき行う。 

面外せん断力が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確認す

る。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・{α・ｆｓ＋0.5・ｗｆｔ（ｐｗ－0.002）} 

 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸応力

度が 2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

α＝
4

Ｍ／(Ｑ・ｄ)＋1
 

Ｍ ：曲げモーメント（N・mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4－6 に示す値（N/mm2） 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－7 に示す値（N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐ
ｗ

=
ａ

ｗ

ｂ・ｘ
 

ａ
ｗ
 ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 
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5. 地震応答解析による評価結果 

5.1 耐震壁のせん断ひずみの評価結果 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時の各層の最大応答せん断ひずみが許

容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した最大応答せん断ひずみは 0.15×10-3（ＥＷ方向，Ｓｓ

－Ｄ，ケース 4，要素番号 2）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認し

た。耐震壁の最大応答せん断ひずみ一覧を表 5－1 に示す。各表において，各要素の最

大応答せん断ひずみのうち最も大きい値について，せん断スケルトン曲線上にプロット

した図を図 5－1 に示す。 
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表 5－1(1) 最大応答せん断ひずみ一覧（ＮＳ方向） 

EL 

（m） 

要素 

番号 

最大応答せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 

61.5～54.5 1 0.14 2.0 

54.5～47.5 2 0.11 2.0 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 

 

 

表 5－1(2) 最大応答せん断ひずみ一覧（ＥＷ方向） 

EL 

（m） 

要素 

番号 

最大応答せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 

61.5～54.5 1 0.13 2.0 

54.5～47.5 2 0.15 2.0 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 
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(a) ＮＳ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 4，要素番号 1） 

 

 

 

(b) ＥＷ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 4，要素番号 2） 

 

図 5－1 せん断スケルトン曲線上の最大応答せん断ひずみ 
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5.2 接地圧の評価結果 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，地盤の許容限界を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した地震時の最大接地圧が 0.491×103kN/m2（Ｓｓ－Ｄ，

ＥＷ方向，ケース 4）であることから，岩盤の極限支持力度（3.9×103kN/m2）を超えな

いことを確認した。 

Ｓｓ地震時の最大接地圧を表 5－2 に示す。 

 

表 5－2 Ｓｓ地震時の最大接地圧 

検討ケース 
ＮＳ方向 ＥＷ方向 

Ｓｓ－Ｄ，ケース 4 Ｓｓ－Ｄ，ケース 4 

鉛直力 

Ｎ（×104kN） 
25.3 25.3 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 
4.39 4.34 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 
0.483 0.491 
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5.3 保有水平耐力の評価結果 

各層において，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を

有していることを確認する。なお，各層の保有水平耐力Ｑｕは，Ⅵ-2-2-16「ガスタービ

ン発電機建物の地震応答計算書」に示すせん断力のスケルトン曲線のτ３に基づき算定

する。 

必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果を表 5－3 に示す。各層におい

て，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を有しているこ

とを確認した。 

なお，必要保有水平耐力Ｑｕｎに対する保有水平耐力Ｑｕの比は最小で 12.00 である。 

 

表 5－3 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果 

(a) ＮＳ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

61.5～54.5 37.26 521.57 13.99 

54.5～47.5 70.20 1323.01 18.84 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

61.5～54.5 35.30 596.37 16.89 

54.5～47.5 84.24 1011.42 12.00 
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6. 応力解析による評価結果 

「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元ＦＥ

Ｍモデルの配筋領域図を図 6－1 に，配筋一覧を表 6－1 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントに対する評価については，

設計鉄筋比に対する軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比の割合が最大となる要素

を選定し，面外せん断力に対する評価については，短期許容せん断力に対する面外せん断

力の割合が最大となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 6－2 に，評価結果を表 6－2 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えな

いことを確認した。また，面外せん断力が短期許容せん断力を超えないことを確認した。 
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(b) せん断補強筋 

 

図 6－1 配筋領域図  
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表 6－1 配筋一覧 

(a) 主筋 

領域 方向 上ば筋 下ば筋 

Ａ 
ＮＳ 2-D38@200 2-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 2-D38@200 

Ｂ 
ＮＳ 2-D38@200 3-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 2-D38@200 

Ｃ 
ＮＳ 2-D38@200 3-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 3-D38@200 

 

(b) せん断補強筋 

領域 配筋 

a D29@600×400 
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(a) 軸力＋曲げモーメント 

 

(b) 面外せん断力 

 

図 6－2 選定した要素の位置 

要素番号：228 

ＮＳ方向 

要素番号：319 

ＮＳ方向 
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表 6－2 評価結果 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

必要鉄筋比 

（％） 
ＮＳ 228 5 0.072 0.356 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＮＳ 319 6 1.29 5.57 
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Ⅵ-2-2-18 取水槽の地震応答計算書 



 

 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
8 
R1
 

目  次 

 

1. 概要 ······································································ 1 

2. 基本方針 ·································································· 2 

2.1 位置 ··································································· 2 

2.2 構造概要 ······························································· 3 

2.3 解析方針 ······························································· 6 

2.4 適用規格・基準等 ······················································· 8 

3. 解析方法 ·································································· 9 

3.1 地震時荷重算出断面 ····················································· 9 

3.2 解析方法 ······························································ 12 

3.2.1 構造部材 ·························································· 13 

3.2.2 地盤 ······························································ 13 

3.2.3 減衰定数 ·························································· 15 

3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 ···································· 17 

3.3 荷重及び荷重の組合せ ·················································· 24 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 ············································ 24 

3.3.2 荷重 ······························································ 24 

3.3.3 荷重の組合せ ······················································ 25 

3.4 入力地震動 ···························································· 26 

3.4.1 Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面の入力地震動 ·················· 27 

3.4.2 Ｄ－Ｄ断面の入力地震動 ············································ 53 

3.5 解析モデル及び諸元 ···················································· 79 

3.5.1 解析モデル ························································ 79 

3.5.2 使用材料及び材料の物性値 ·········································· 82 

3.5.3 地盤の物性値 ······················································ 82 

3.5.4 地下水位 ·························································· 83 

4. 解析結果 ·································································· 84 

4.1 Ａ－Ａ断面の解析結果 ·················································· 84 

4.2 Ｂ－Ｂ断面の解析結果 ················································· 205 

4.3 Ｃ－Ｃ断面の解析結果 ················································· 326 

4.4 Ｄ－Ｄ断面の解析結果 ················································· 347 

 



 

1 

  

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
8 
R1
 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき実施する取水槽の地震応答解

析について説明するものである。 

本地震応答解析は，取水槽が耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するために

用いる応答値を抽出するものである。 

取水槽は，面部材として加振方向に平行に配置される妻壁や隔壁を有する箱型構造物で

あることから，２次元地震応答解析により地震時荷重を算定し，その荷重を３次元構造解

析モデルに作用させて耐震評価を実施するものである。地震応答解析により抽出する応答

値は，基礎地盤に発生する接地圧並びに３次元構造解析モデルに作用させる地震時土圧及

び慣性力である。また，機器・配管系が耐震性に関する技術基準へ適合することを確認す

るために用いる応答値の抽出を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

取水槽の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 取水槽 位置図 
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2.2 構造概要 

取水槽の平面図を図 2－2，断面図を図 2－3～図 2－6 に示す。 

取水槽は，原子炉補機海水ポンプ等を間接支持する鉄筋コンクリート造の地中構造物で

あり，十分な支持性能を有するＣＭ～ＣＬ級岩盤に支持される。 

取水槽は，地下２階構造となっており，上部は除じん機エリア，海水ポンプエリア，ス

トレーナエリアの３エリアに分かれている。下部は水路となっており，除じん機エリアの

下部は６連のボックスカルバート構造，海水ポンプエリアの下部は３連のボックスカルバ

ート構造となっている。また，上部は各エリアが隔壁により仕切られ，各エリアによって

開口部の存在や中床版の設置レベルが異なる等の構造となっている。 

 

 

 

 

図 2－2 取水槽 平面図 

 

Ｃ Ａ Ｂ 

Ａ Ｂ Ｃ 
（単位:mm） 

Ｄ 

Ｄ 
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図 2－3 取水槽 断面図（Ａ－Ａ断面)  

 

 

図 2－4 取水槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面)  

 

 

図 2－5 取水槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面)   

（単位:mm） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－6 取水槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面)  

  

Ａ Ｂ Ｃ 

Ｃ Ａ Ｂ 

（単位:mm） 
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2.3 解析方針 

取水槽は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき，基準地震動Ｓｓ及び弾性

設計用地震動Ｓｄに対して地震応答解析を実施する。 

図 2－7 に取水槽の地震応答解析フローを示す。 

地震応答解析は,「2. 基本方針」に基づき，「3.1 地震時荷重算出断面」に示す断面

において，「3.2 解析方法」に示す水平地震動と鉛直地震動の同時加振による２次元有

限要素法を用いた時刻歴応答解析により行うこととし，地盤物性のばらつきを適切に考

慮する。 

２次元有限要素法による時刻歴応答解析は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.5 

解析モデル及び諸元」に示す条件を基に，「3.4 入力地震動」により設定する入力地震

動を用いて実施する。 

地震応答解析による応答加速度は，機器・配管系の設計用床応答スペクトルの作成並

びに浸水防護施設及び防護対策設備の設計震度設定に用い，地震時土圧，慣性力及び基

礎地盤の接地圧は，取水槽の耐震評価に用いる。 
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図 2－7 取水槽 地震応答解析フロー 

  

検討開始 

解析方針 

地震時荷重算出断面及び解析方法の選定  

荷重及び荷重の組合せの選定  

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮）  

常時応力解析 

地震応答解析 

（２次元時刻歴応答解析） 

基準地震動Ｓｓ及び 

弾性設計用地震動Ｓｄ  

入力地震動の算定 

（一次元波動論による  

地震応答解析） 

耐震評価に用いる 

地震時土圧，慣性力及び接地圧 

機器・配管系，浸水防護施設 

及び防護対策設備への応答加速度 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

・コンクリート標準示方書［設計編］（（社）土木学会，2017 年制定） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，

2005 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（（社）日本道路協会,平成 14 年 3 月） 
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3. 解析方法 

3.1 地震時荷重算出断面 

取水槽の地震時荷重算出断面位置図を図 3－1 に示す。地震時荷重算出断面は，東西

方向では妻壁や隔壁の配置が異なることによる剛性差を考慮して，除じん機エリア（Ａ

―Ａ断面），海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）及びストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）を通

る断面とし，南北方向ではＤ－Ｄ断面とする。 

東西方向（Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面）及び南北方向（Ｄ－Ｄ断面）の

地震時荷重算出断面図を図 3－2～図 3－5 に示す。なお，加振方向に平行に配置された

耐震上見込むことができる面部材の配置から，東西方向が弱軸方向となり，南北方向が

強軸方向となる。よって，構造物の耐震評価に用いる応答値の抽出は，弱軸方向に対し

て実施し，機器・配管系，浸水防護施設及び防護対策設備の耐震評価に用いる応答値の

抽出は，弱軸方向及び強軸方向に対して実施する。 

 

 

 

 

図 3－1 取水槽 地震時荷重算出断面位置図 

  

（単位:mm） 

Ｃ Ａ Ｂ 

Ａ Ｂ Ｃ 

Ｄ 
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図 3－2 取水槽 地震時荷重算出断面図（Ａ－Ａ断面位置） 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 取水槽 地震時荷重算出断面図（Ｂ－Ｂ断面位置） 
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図 3－4 取水槽 地震時荷重算出断面図（Ｃ－Ｃ断面位置） 

 

 

 

 

 

 

図 3－5 取水槽 地震時荷重算出断面図（Ｄ－Ｄ断面位置）  
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3.2 解析方法 

取水槽の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外

重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法を用いて，

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動

の同時加振による逐次時間積分の時刻歴応答解析により行うこととする。 

東西方向断面（Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面）は，地下水位以深の液状化

対象層が施設と接する又は施設側方に広範囲に分布していることから，有効応力解析を

実施する。南北方向断面（Ｄ－Ｄ断面）は，地下水位以深の液状化対象層が施設と接す

る又は施設側方に広範囲に分布しないことから，全応力解析とする。なお，東西方向断

面については，有効応力解析に加え，液状化しない場合の影響を確認するため，全応力

解析も実施する。 

構造部材については，中床版，底版及び地震時荷重算出断面に垂直な壁部材は線形は

り要素，断面に平行な壁部材は平面応力要素とし，構造物の奥行方向の長さと各部材の

奥行方向の長さの比率や３次元構造解析モデルとの変位を整合させるためのヤング係

数の調整を行い，３次元構造解析モデルと等価な剛性となるようモデル化する。また，

地盤については地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析は，有効応力解析については解析コード「ＦＬＩＰ」，全応力解析につ

いては解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コードの検証及び妥当性確認

等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード)の概要」に示す。 
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3.2.1 構造部材 

鉄筋コンクリート部材は，線形はり要素及び平面応力要素でモデル化する。 

 

3.2.2 地盤 

取水槽周辺の地質状況及び地盤物性のばらつきの影響を考慮するため，表 3－1

及び表 3－2 に示す解析ケースを設定する。 

取水槽は南側を除く３方向を改良地盤に囲まれている。東西方向断面については，

改良地盤の外側に埋戻土が分布しており，主たる荷重は埋戻土の土圧となることか

ら，埋戻土の初期せん断弾性係数のばらつきを考慮する。南北方向断面については，

耐震評価における３次元構造解析の条件をそろえるため，埋戻土の初期せん断弾性

係数のばらつきを考慮する。 

ばらつきを考慮する物性値は地盤のせん断変形を定義するせん断弾性係数とし，

平均値を基本ケース（表 3－1 に示すケース①及び表 3－2 に示すケース⑥）とした

場合に加えて，平均値±1.0×標準偏差（σ）のケース（表 3－1 に示すケース②及

び③並びに表 3－2 に示すケース⑦及び⑧）について確認を行う。 

また，東西方向断面（Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面）については，非

液状化の条件を仮定したケース（表 3－1 に示すケース④及び⑤）を実施すること

により地盤物性のばらつきの影響を網羅的に考慮する。 

地盤のばらつきの設定方法の詳細は,「3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定」

に示す。 

 

表 3－1 解析ケース（東西方向断面） 

  

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん

断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
有効応力解析 平均値 平均値 

ケース② 有効応力解析 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 有効応力解析 平均値－１σ 平均値 

ケース④ 全応力解析 平均値 平均値 

ケース⑤ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値 
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表 3－2 解析ケース（南北方向断面） 

 

  

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん

断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断

弾性係数） 

ケース⑥ 

（基本ケース） 
全応力解析 平均値 平均値 

ケース⑦ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値 

ケース⑧ 全応力解析 平均値－１σ 平均値 
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3.2.3 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰及び履歴減衰で考慮する。 

全応力解析では，粘性減衰を考慮することとし，固有値解析にて求められる固有

周期と各材料の減衰比に基づき，質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結

合で表される以下の Rayleigh 減衰を解析モデル全体に与える。 

有効応力解析では，Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰（α＝0，

β＝0.002）とする。 

Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果を表 3－3 及び表 3－4 に示す。 

 

[Ｃ] ＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ]  :減衰係数マトリックス 

[Ｍ]  :質量マトリックス 

[Ｋ]  :剛性マトリックス 

α，β:係数 
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表 3－3 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

（解析手法：有効応力解析) 

 

表 3－4 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

（解析手法：全応力解析) 

  

地震時荷重算出断面 α β 

Ａ－Ａ断面 0.000 2.000×10-3 

Ｂ－Ｂ断面 0.000 2.000×10-3 

Ｃ－Ｃ断面 0.000 2.000×10-3 

地震時荷重算出断面 α β 

Ａ－Ａ断面 6.740×10-1 2.017×10-4 

Ｂ－Ｂ断面 6.740×10-1 1.986×10-4 

Ｃ－Ｃ断面 7.080×10-1 1.240×10-4 

Ｄ－Ｄ断面 6.090×10-1 1.377×10-3 



 

17 

  

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
8 
R1
 

3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 

(1) 耐震評価における解析ケース 

a. 有効応力解析を基本ケースとする構造物 

有効応力解析を基本ケースとする東西方向断面（Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及び

Ｃ－Ｃ断面）の耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに

位相反転を考慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，解析ケース①（基

本ケース）を実施する。解析ケース①（基本ケース）において，曲げ・軸力系の

破壊，せん断破壊及び地盤の支持力照査の照査項目ごとに照査値が 0.5 を超える

すべての照査項目に対して，最も厳しい地震動を用いて，表 3－1 に示す解析ケ

ース②～⑤を実施する。耐震評価における解析ケースを表 3－5 に示す。すべて

の照査項目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しくなる地震

動を用いて解析ケース②～⑤を実施する。 
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表 3－5 耐震評価における解析ケース（有効応力解析を基本ケースとする構造物) 

 

 

注
記

＊
：

地
震

動
の

位
相

に
つ

い
て

，
＋

＋
の

左
側

は
水

平
動

，
右

側
は

鉛
直

動
を

表
し

，
「

－
」

は
位

相
を

反
転

さ
せ

た
ケ

ー
ス

を
示

す
。
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b. 全応力解析を基本ケースとする構造物 

全応力解析を基本ケースとする南北方向断面（Ｄ－Ｄ断面）の耐震評価におい

ては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動（６

波）を加えた全 12 波に対し，解析ケース⑥（基本ケース）を実施する。解析ケ

ース⑥（基本ケース）において，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び地盤の支

持力照査の照査項目ごとに照査値が 0.5 を超えるすべての照査項目に対して，最

も厳しい地震動を用いて，表 3－2 に示す解析ケース⑦及び⑧を実施する。耐震

評価における解析ケースを表 3－6 に示す。すべての照査項目の照査値がいずれ

も 0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しくなる地震動を用いて解析ケース⑦及び

⑧を実施する。 

 

表 3－6 耐震評価における解析ケース（全応力解析を基本ケースとする構造物） 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相

を反転させたケースを示す。 

 

解析ケース 

ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し 

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

基準地震動Ｓｓ（６波）に位相反転を考
慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に
対し，ケース⑥（基本ケース）を実施し，
曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び基
礎地盤の支持力照査の各照査項目ごとに
照査値が 0.5 を超える照査項目に対し
て，最も厳しい（許容限界に対する裕度
が最も小さい）地震動を用いてケース⑦
及び⑧を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しく
なる地震動を用いてケース⑦及び⑧を実
施する。 
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(2) 機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケース 

a. 有効応力解析を基本ケースとする構造物 

有効応力解析を基本ケースとする東西方向断面（Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面）

の機器・配管系に対する応答加速度抽出においては，床応答への保守的な配慮と

して解析ケース①に加え，表 3－1 に示す解析ケース②，③及び⑤を実施する。

機器・配管系の応答加速度抽出における解析ケースを表 3－7 及び表 3－8 に示

す。 

 

表 3－7 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース 

（有効応力解析を基本ケースする構造物） 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相 

を反転させたケースを示す。 

  

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ ケース⑤ 

基本ケース 

地盤物性のば

らつき（＋１

σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のば

らつき（－１

σ）を考慮し

た解析ケース 

非液状化の条

件を仮定した

解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 平均値＋１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 
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表 3－8 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース 

（有効応力解析を基本ケースとする構造物（弾性設計用地震動Ｓｄ）) 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相 

を反転させたケースを示す。 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ ケース⑤ 

基本ケース 

地盤物性のば

らつき（＋１

σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のば

らつき（－１

σ）を考慮し

た解析ケース 

非液状化の条

件を仮定した

解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 平均値＋１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｄ－Ｄ 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－１ 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ ○ 
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b. 全応力解析を基本ケースとする構造物 

全応力解析を基本ケースとする南北方向断面（Ｄ－Ｄ断面）の機器・配管系に

対する応答加速度抽出においては，床応答への保守的な配慮として解析ケース⑥

に加え，表 3－2 に示す解析ケース⑦及び⑧を実施する。機器・配管系の応答加

速度抽出における解析ケースを表 3－9 及び表 3－10 に示す。 

 

表 3－9 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース 

（全応力解析を基本ケースする構造物） 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相  

        を反転させたケースを示す。 

 

解析ケース 

ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し 

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 
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表 3－10 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース 

（全応力解析を基本ケースとする構造物（弾性設計用地震動Ｓｄ）) 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相を反転

させたケースを示す。 

  

解析ケース 

ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮した

解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮した

解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｄ－Ｄ 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－１ 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

    取水槽の地震応答解析において，地震以外に考慮する状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただし，運転

時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪を考慮する。埋設構造物であるため風の影響は考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

取水槽の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ) 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重，浸水防止設備及び防護対策設備荷重を考

慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ) 

積載荷重として，水圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

(3) 積雪荷重（Ｐｓ) 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測された観

測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し

35.0㎝とする。積雪荷重については，「松江市建築基準法施行細則（平成 17年 3月 31日，

松江市規則第 234号）」により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2の積雪荷重が作用することを考

慮し設定する。 

(4) 地震荷重（Ｓｓ) 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

(5) 地震荷重（Ｓｄ) 

弾性設計用地震動Ｓｄによる荷重を考慮する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－11に示す。 

 

表 3－11 荷重の組合せ 

  外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

地震時（Ｓｄ）＊ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｄ 

注記＊：機器・配管系の耐震設計に用いる。 

 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ) 

Ｓｄ：地震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄ) 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3屋外重要土木構造物」に示

す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ及び弾性設

計用地震動Ｓｄを一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。

なお，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

入力地震動算定の概念図を図 3－6 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫ

Ｅ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概

要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード)の概要」に示す。 

 

 

図 3－6 入力地震動算定の概念図 
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3.4.1 Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面の入力地震動 

図 3－7～図 3－32にＡ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面の入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。 

 

 

（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），EL-65m） 

  



 

36 

  

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
8 
R1
 

 

（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｄ，EL-65m） 

  



 

40 

  

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
8 
R1
 

 

（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｆ１，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－22 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ１，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－23 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｆ２，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－24 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ２，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－25 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｎ１，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－26 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ１，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－27 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ），EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－28 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ），EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－29 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ），EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－30 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ），EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－31 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－１，EL-65m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－32 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－１，EL-65m） 
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3.4.2 Ｄ－Ｄ断面の入力地震動 

図 3－33～図 3－58 に入力地震動（南北方向加振）の加速度時刻歴波形及び加速度応答

スペクトルを示す。 

 

 

（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－33 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－34 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－35 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－36 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－37 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－38 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－39 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－40 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－41 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－42 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－43 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－44 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－45 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｄ，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－46 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－47 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｆ１，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－48 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ１，EL-120m） 

  



 

69 

  

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
8 
R1
 

 

（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－49 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｆ２，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－50 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ２，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－51 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｎ１，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－52 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ１，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－53 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ），EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－54 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ），EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－55 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ），EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－56 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ），EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 
(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－57 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－１，EL-120m） 
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（a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－58 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－１，EL-120m） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

取水槽の地震応答解析モデルを図 3－59～図 3－62に示す。 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物と側方境

界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギーの逸散効果を考慮するため，粘性境界を設け

る。 

(3) 構造物のモデル化 

等価な剛性を有する２次元等価剛性モデルを作成して実施することとし，構造部材につ

いては，線形はり要素及び平面応力要素によりモデル化する。 

機器・配管荷重は解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤及びマンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）は線形の平面ひずみ要素でモデル

化する。また，埋戻土及び改良地盤は，地盤の非線形性を考慮した平面ひずみ要素でモデ

ル化する。 

(5) 隣接構造物のモデル化 

Ｄ－Ｄ断面の解析モデル範囲において隣接構造物となるタービン建物は，等価剛性とし

て線形の平面ひずみ要素としてモデル化する。また，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，線

形はり要素でモデル化する。 

(6) ジョイント要素の設定 

地震時の「地盤と構造物等」との接合面における接触，剥離及びすべりを考慮するため，

これらの接合面にジョイント要素を設定する。 

(7) 水位条件 

取水槽の内水位は，朔望平均干潮位からポンプ通常運転時の水位低下を加味した EL-

0.30mとする。  
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図 3－59 取水槽 地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 3－60 取水槽 地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面) 
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図 3－61 取水槽 地震応答解析モデル図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

図 3－62 取水槽 地震応答解析モデル図（Ｄ－Ｄ断面） 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－12に，材料の物性値を表 3－13に示す。 

 

表 3－12 使用材料 

材料 仕様 

鉄筋 

コンクリート 

底版，側壁，隔壁，妻壁＊， 

導流壁，中床版＊ 
設計基準強度 23.5 N/mm2 

分離壁，控壁 設計基準強度 24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 

設計基準強度 15.6 N/mm2 

設計基準強度 18.0 N/mm2 

設計基準強度 23.5 N/mm2 

埋戻コンクリート 設計基準強度 18.0 N/mm2 

注記＊：妻壁及び中床版の一部新設部材は，設計基準強度 24.0N/mm2である。 

 

表 3－13 材料の物性値 

材料 
設計基準強度 

（N/mm2) 

ヤング係数

（N/mm2) 

単位体積重量

（kN/m3) 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 
23.5 2.48×104 

24.0 

0.2 

24.0 2.50×104 

ＭＭＲ 

15.6 2.08×104 

22.6 
18.0 2.20×104 

23.5 2.48×104 

埋戻コンクリート 18.0 2.20×104 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については， Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している物性値

を用いる。 

  



 

83 

  

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
8 
R1
 

3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。設計地

下水位の一覧を表 3－14に示す。 

 

表 3－14 設計用地下水位の一覧 

 

  

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

取水槽 

Ａ－Ａ断面 

4.50 
Ｂ－Ｂ断面 

Ｃ－Ｃ断面 

Ｄ－Ｄ断面 
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4. 解析結果 

4.1 Ａ－Ａ断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①について，すべての基準地震動 

Ｓｓに対する最大応答加速度分布図を図 4－1～図 4－12に示す。また，解析ケース①において，

照査項目ごとに照査値が 0.5を超えるケースで照査値が最大となる地震動について，解析ケー

ス②～⑤の最大応答加速度分布図を図 4－13～図 4－20 に示す。さらに，機器・配管系に対す

る応答加速度抽出のための解析ケース②，③及び⑤のすべての基準地震動Ｓｓに対する最大応

答加速度分布図を図 4－21～図 4－56 に示す。これらに加え，解析ケース①～③及び⑤のすべ

ての弾性設計用地震動Ｓｄに対する最大応答加速度分布図を図 4－57～図 4－120に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－1 最大応答加速度分布図（1/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－2 最大応答加速度分布図（2/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－3 最大応答加速度分布図（3/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 
(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－4 最大応答加速度分布図（4/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－5 最大応答加速度分布図（5/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－6 最大応答加速度分布図（6/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－7 最大応答加速度分布図（7/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－8 最大応答加速度分布図（8/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－9 最大応答加速度分布図（9/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－10 最大応答加速度分布図（10/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－11 最大応答加速度分布図（11/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－12 最大応答加速度分布図（12/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－13 最大応答加速度分布図（13/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－14 最大応答加速度分布図（14/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－15 最大応答加速度分布図（15/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－16 最大応答加速度分布図（16/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－17 最大応答加速度分布図（17/120）（解析ケース④） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－18 最大応答加速度分布図（18/120）（解析ケース④） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－19 最大応答加速度分布図（19/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－20 最大応答加速度分布図（20/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－21 最大応答加速度分布図（21/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－22 最大応答加速度分布図（22/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－23 最大応答加速度分布図（23/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－24 最大応答加速度分布図（24/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－25 最大応答加速度分布図（25/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－26 最大応答加速度分布図（26/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－27 最大応答加速度分布図（27/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－28 最大応答加速度分布図（28/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－29 最大応答加速度分布図（29/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－30 最大応答加速度分布図（30/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－31 最大応答加速度分布図（31/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－32 最大応答加速度分布図（32/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－33 最大応答加速度分布図（33/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－34 最大応答加速度分布図（34/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－35 最大応答加速度分布図（35/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－36 最大応答加速度分布図（36/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－37 最大応答加速度分布図（37/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－38 最大応答加速度分布図（38/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－39 最大応答加速度分布図（39/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－40 最大応答加速度分布図（40/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－41 最大応答加速度分布図（41/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－42 最大応答加速度分布図（42/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－43 最大応答加速度分布図（43/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－44 最大応答加速度分布図（44/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－45 最大応答加速度分布図（45/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－46 最大応答加速度分布図（46/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－47 最大応答加速度分布図（47/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－48 最大応答加速度分布図（48/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－49 最大応答加速度分布図（49/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－50 最大応答加速度分布図（50/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－51 最大応答加速度分布図（51/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－52 最大応答加速度分布図（52/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－53 最大応答加速度分布図（53/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－54 最大応答加速度分布図（54/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－55 最大応答加速度分布図（55/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－56 最大応答加速度分布図（56/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－57 最大応答加速度分布図（57/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－58 最大応答加速度分布図（58/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－59 最大応答加速度分布図（59/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－60 最大応答加速度分布図（60/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－61 最大応答加速度分布図（61/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－62 最大応答加速度分布図（62/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－63 最大応答加速度分布図（63/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－64 最大応答加速度分布図（64/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－65 最大応答加速度分布図（65/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－66 最大応答加速度分布図（66/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－67 最大応答加速度分布図（67/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－68 最大応答加速度分布図（68/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－69 最大応答加速度分布図（69/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－70 最大応答加速度分布図（70/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－71 最大応答加速度分布図（71/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－72 最大応答加速度分布図（72/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－73 最大応答加速度分布図（73/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－74 最大応答加速度分布図（74/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－75 最大応答加速度分布図（75/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－76 最大応答加速度分布図（76/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－77 最大応答加速度分布図（77/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－78 最大応答加速度分布図（78/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－79 最大応答加速度分布図（79/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－80 最大応答加速度分布図（80/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－81 最大応答加速度分布図（81/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－82 最大応答加速度分布図（82/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－83 最大応答加速度分布図（83/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－84 最大応答加速度分布図（84/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－85 最大応答加速度分布図（85/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－86 最大応答加速度分布図（86/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－87 最大応答加速度分布図（87/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－88 最大応答加速度分布図（88/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－89 最大応答加速度分布図（89/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－90 最大応答加速度分布図（90/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－91 最大応答加速度分布図（91/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－92 最大応答加速度分布図（92/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－93 最大応答加速度分布図（93/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－94 最大応答加速度分布図（94/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－95 最大応答加速度分布図（95/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－96 最大応答加速度分布図（96/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－97 最大応答加速度分布図（97/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－98 最大応答加速度分布図（98/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－99 最大応答加速度分布図（99/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－100 最大応答加速度分布図（100/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－101 最大応答加速度分布図（101/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－102 最大応答加速度分布図（102/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－103 最大応答加速度分布図（103/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－104 最大応答加速度分布図（104/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－105 最大応答加速度分布図（105/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－106 最大応答加速度分布図（106/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－107 最大応答加速度分布図（107/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－108 最大応答加速度分布図（108/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－109 最大応答加速度分布図（109/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－110 最大応答加速度分布図（110/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－111 最大応答加速度分布図（111/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－112 最大応答加速度分布図（112/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－113 最大応答加速度分布図（113/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－114 最大応答加速度分布図（114/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－115 最大応答加速度分布図（115/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－116 最大応答加速度分布図（116/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－117 最大応答加速度分布図（117/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－118 最大応答加速度分布図（118/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－１（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－119 最大応答加速度分布図（119/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－１（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－120 最大応答加速度分布図（120/120）（解析ケース⑤） 

  



 

205 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

4.2 Ｂ－Ｂ断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①について，すべての基準地

震動Ｓｓに対する最大応答加速度分布図を図 4－121～図 4－132 に示す。また，解析ケ

ース①において，照査項目ごとに照査値が 0.5 を超えるケースで照査値が最大となる地

震動について，解析ケース②～⑤の最大応答加速度分布図を図 4－133～図 4－140 に示

す。さらに，機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケース②，③及び⑤の

すべての基準地震動Ｓｓに対する最大応答加速度分布図を図 4－141～図 4－176 に示す。

これらに加え，解析ケース①～③及び⑤のすべての弾性設計用地震動Ｓｄに対する最大

応答加速度分布図を図 4－177～図 4－240 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－121 最大応答加速度分布図（1/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－122 最大応答加速度分布図（2/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－123 最大応答加速度分布図（3/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－124 最大応答加速度分布図（4/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－125 最大応答加速度分布図（5/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－126 最大応答加速度分布図（6/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－127 最大応答加速度分布図（7/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－128 最大応答加速度分布図（8/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－129 最大応答加速度分布図（9/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－130 最大応答加速度分布図（10/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－131 最大応答加速度分布図（11/120）（解析ケース①） 

 

  



 

217 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－132 最大応答加速度分布図（12/120）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－133 最大応答加速度分布図（13/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－134 最大応答加速度分布図（14/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－135 最大応答加速度分布図（15/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－136 最大応答加速度分布図（16/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－137 最大応答加速度分布図（17/120）（解析ケース④） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－138 最大応答加速度分布図（18/120）（解析ケース④） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－139 最大応答加速度分布図（19/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－140 最大応答加速度分布図（20/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－141 最大応答加速度分布図（21/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－142 最大応答加速度分布図（22/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－143 最大応答加速度分布図（23/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－144 最大応答加速度分布図（24/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－145 最大応答加速度分布図（25/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－146 最大応答加速度分布図（26/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－147 最大応答加速度分布図（27/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－148 最大応答加速度分布図（28/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－149 最大応答加速度分布図（29/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－150 最大応答加速度分布図（30/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－151 最大応答加速度分布図（31/120）（解析ケース②） 

  



 

237 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－152 最大応答加速度分布図（32/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－153 最大応答加速度分布図（33/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－154 最大応答加速度分布図（34/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－155 最大応答加速度分布図（35/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－156 最大応答加速度分布図（36/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－157 最大応答加速度分布図（37/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－158 最大応答加速度分布図（38/120）（解析ケース③） 

  



 

244 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 
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(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－159 最大応答加速度分布図（39/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－160 最大応答加速度分布図（40/120）（解析ケース③） 
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図 4－161 最大応答加速度分布図（41/120）（解析ケース③） 
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図 4－162 最大応答加速度分布図（42/120）（解析ケース③） 
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図 4－163 最大応答加速度分布図（43/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－164 最大応答加速度分布図（44/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－165 最大応答加速度分布図（45/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－166 最大応答加速度分布図（46/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－167 最大応答加速度分布図（47/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－168 最大応答加速度分布図（48/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－169 最大応答加速度分布図（49/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－170 最大応答加速度分布図（50/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－171 最大応答加速度分布図（51/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－172 最大応答加速度分布図（52/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－173 最大応答加速度分布図（53/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－174 最大応答加速度分布図（54/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－175 最大応答加速度分布図（55/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－176 最大応答加速度分布図（56/120）（解析ケース⑤） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－177 最大応答加速度分布図（57/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－178 最大応答加速度分布図（58/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－179 最大応答加速度分布図（59/120）（解析ケース①） 
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図 4－180 最大応答加速度分布図（60/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－181 最大応答加速度分布図（61/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－182 最大応答加速度分布図（62/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－183 最大応答加速度分布図（63/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－184 最大応答加速度分布図（64/120）（解析ケース①） 

  



 

270 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－185 最大応答加速度分布図（65/120）（解析ケース①） 

  



 

271 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 
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図 4－186 最大応答加速度分布図（66/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－187 最大応答加速度分布図（67/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－188 最大応答加速度分布図（68/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－189 最大応答加速度分布図（69/120）（解析ケース①） 
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図 4－190 最大応答加速度分布図（70/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－191 最大応答加速度分布図（71/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－192 最大応答加速度分布図（72/120）（解析ケース①） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－193 最大応答加速度分布図（73/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－194 最大応答加速度分布図（74/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－195 最大応答加速度分布図（75/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－196 最大応答加速度分布図（76/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－197 最大応答加速度分布図（77/120）（解析ケース②） 
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図 4－198 最大応答加速度分布図（78/120）（解析ケース②） 

  



 

284 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－199 最大応答加速度分布図（79/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－200 最大応答加速度分布図（80/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－201 最大応答加速度分布図（81/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－202 最大応答加速度分布図（82/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－203 最大応答加速度分布図（83/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－204 最大応答加速度分布図（84/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－1（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－1（＋＋） 鉛直 

 

図 4－205 最大応答加速度分布図（85/120）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－206 最大応答加速度分布図（86/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－207 最大応答加速度分布図（87/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－208 最大応答加速度分布図（88/120）（解析ケース②） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－209 最大応答加速度分布図（89/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－210 最大応答加速度分布図（90/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－211 最大応答加速度分布図（91/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－212 最大応答加速度分布図（92/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－213 最大応答加速度分布図（93/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－214 最大応答加速度分布図（94/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－215 最大応答加速度分布図（95/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－216 最大応答加速度分布図（96/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－217 最大応答加速度分布図（97/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－218 最大応答加速度分布図（98/120）（解析ケース③） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－219 最大応答加速度分布図（99/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－220 最大応答加速度分布図（100/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－221 最大応答加速度分布図（101/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－222 最大応答加速度分布図（102/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－223 最大応答加速度分布図（103/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－224 最大応答加速度分布図（104/120）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－225 最大応答加速度分布図（105/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－226 最大応答加速度分布図（106/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－227 最大応答加速度分布図（107/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－228 最大応答加速度分布図（108/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－229 最大応答加速度分布図（109/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－230 最大応答加速度分布図（110/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－231 最大応答加速度分布図（111/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－232 最大応答加速度分布図（112/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－233 最大応答加速度分布図（113/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－234 最大応答加速度分布図（114/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－235 最大応答加速度分布図（115/120）（解析ケース⑤） 

 

  



 

321 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－236 最大応答加速度分布図（116/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－237 最大応答加速度分布図（117/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－238 最大応答加速度分布図（118/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－１（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－239 最大応答加速度分布図（119/120）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｄ－１（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－240 最大応答加速度分布図（120/120）（解析ケース⑤） 
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4.3 Ｃ－Ｃ断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①について，すべての基準地

震動Ｓｓに対する最大応答加速度分布図を図 4－241～図 4－252 に示す。 

また，解析ケース①において，照査項目ごとに照査値が 0.5 を超えるケースで照査値

が最大となる地震動について，解析ケース②～⑤の最大応答加速度分布図を図 4－253

～図 4－260 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－241 最大応答加速度分布図（1/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－242 最大応答加速度分布図（2/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－243 最大応答加速度分布図（3/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－244 最大応答加速度分布図（4/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－245 最大応答加速度分布図（5/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－246 最大応答加速度分布図（6/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－247 最大応答加速度分布図（7/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－248 最大応答加速度分布図（8/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－249 最大応答加速度分布図（9/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－250 最大応答加速度分布図（10/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－251 最大応答加速度分布図（11/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－252 最大応答加速度分布図（12/20）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b)  Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－253 最大応答加速度分布図（13/20）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

 

(b)  Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－254 最大応答加速度分布図（14/20）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b)  Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－255 最大応答加速度分布図（15/20）（解析ケース③） 
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(b)  Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－256 最大応答加速度分布図（16/20）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b)  Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－257 最大応答加速度分布図（17/20）（解析ケース④） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

 

(b)  Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－258 最大応答加速度分布図（18/20）（解析ケース④） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

 

(b)  Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－259 最大応答加速度分布図（19/20）（解析ケース⑤） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

 

(b)  Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－260 最大応答加速度分布図（20/20）（解析ケース⑤） 
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4.4 Ｄ－Ｄ断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース⑥について，すべての基準地

震動Ｓｓに対する最大応答加速度分布図を図 4－261～図 4－272 に示す。また，解析ケ

ース⑥において，照査項目ごとに照査値が 0.5 を超えるケースで照査値が最大となる地

震動について，解析ケース⑦及び⑧の最大応答加速度分布図を図 4－273～図 4－276 に

示す。さらに，機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケース⑦及び⑧のす

べての基準地震動Ｓｓに対する最大応答加速度分布図を図 4－277～図 4－300 に示す。

これらに加え，解析ケース⑥～⑧のすべての弾性設計用地震動Ｓｄに対する最大応答加

速度分布図を図 4－301～図 4－348 に示す。 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－261 最大応答加速度分布図（1/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－262 最大応答加速度分布図（2/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－263 最大応答加速度分布図（3/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－264 最大応答加速度分布図（4/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－265 最大応答加速度分布図（5/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－266 最大応答加速度分布図（6/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－267 最大応答加速度分布図（7/88）（解析ケース⑥） 

 

  



 

355 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－268 最大応答加速度分布図（8/88）（解析ケース⑥） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－269 最大応答加速度分布図（9/88）（解析ケース⑥） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－270 最大応答加速度分布図（10/88）（解析ケース⑥） 

 

  



 

358 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－271 最大応答加速度分布図（11/88）（解析ケース⑥） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－272 最大応答加速度分布図（12/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－273 最大応答加速度分布図（13/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－274 最大応答加速度分布図（14/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－275 最大応答加速度分布図（15/88）（解析ケース⑧） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－276 最大応答加速度分布図（16/88）（解析ケース⑧） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－277 最大応答加速度分布図（17/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－278 最大応答加速度分布図（18/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－279 最大応答加速度分布図（19/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－280 最大応答加速度分布図（20/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－281 最大応答加速度分布図（21/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－282 最大応答加速度分布図（22/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－283 最大応答加速度分布図（23/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－284 最大応答加速度分布図（24/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－285 最大応答加速度分布図（25/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－286 最大応答加速度分布図（26/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－287 最大応答加速度分布図（27/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－288 最大応答加速度分布図（28/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－289 最大応答加速度分布図（29/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－290 最大応答加速度分布図（30/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－291 最大応答加速度分布図（31/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－292 最大応答加速度分布図（32/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－293 最大応答加速度分布図（33/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－294 最大応答加速度分布図（34/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－295 最大応答加速度分布図（35/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－296 最大応答加速度分布図（36/88）（解析ケース⑧） 
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(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－297 最大応答加速度分布図（37/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－298 最大応答加速度分布図（38/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－299 最大応答加速度分布図（39/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－300 最大応答加速度分布図（40/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－301 最大応答加速度分布図（41/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－302 最大応答加速度分布図（42/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－303 最大応答加速度分布図（43/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－304 最大応答加速度分布図（44/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－305 最大応答加速度分布図（45/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－306 最大応答加速度分布図（46/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－307 最大応答加速度分布図（47/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－308 最大応答加速度分布図（48/88）（解析ケース⑥） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－309 最大応答加速度分布図（49/88）（解析ケース⑥） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－310 最大応答加速度分布図（50/88）（解析ケース⑥） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－311 最大応答加速度分布図（51/88）（解析ケース⑥） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－312 最大応答加速度分布図（52/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－313 最大応答加速度分布図（53/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－314 最大応答加速度分布図（54/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－１（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－315 最大応答加速度分布図（55/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－１（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－316 最大応答加速度分布図（56/88）（解析ケース⑥） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－317 最大応答加速度分布図（57/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－318 最大応答加速度分布図（58/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－319 最大応答加速度分布図（59/88）（解析ケース⑦） 

 

  



 

407 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｄ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－320 最大応答加速度分布図（60/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－321 最大応答加速度分布図（61/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－322 最大応答加速度分布図（62/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－323 最大応答加速度分布図（63/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－324 最大応答加速度分布図（64/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－325 最大応答加速度分布図（65/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－326 最大応答加速度分布図（66/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－327 最大応答加速度分布図（67/88）（解析ケース⑦） 
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(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－328 最大応答加速度分布図（68/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－329 最大応答加速度分布図（69/88）（解析ケース⑦） 

 

  



 

417 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－330 最大応答加速度分布図（70/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－１（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－331 最大応答加速度分布図（71/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－１（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－332 最大応答加速度分布図（72/88）（解析ケース⑦） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 4－333 最大応答加速度分布図（73/88）（解析ケース⑧） 

 

  



 

421 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

図 4－334 最大応答加速度分布図（74/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

図 4－335 最大応答加速度分布図（75/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

図 4－336 最大応答加速度分布図（76/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－337 最大応答加速度分布図（77/88）（解析ケース⑧） 

 

  



 

425 

  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
18
 R
1 

 

 

 

(a) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

図 4－338 最大応答加速度分布図（78/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－339 最大応答加速度分布図（79/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

図 4－340 最大応答加速度分布図（80/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－341 最大応答加速度分布図（81/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

図 4－342 最大応答加速度分布図（82/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

図 4－343 最大応答加速度分布図（83/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋）鉛直 

 

図 4－344 最大応答加速度分布図（84/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－１（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋＋） 鉛直 

 

図 4－345 最大応答加速度分布図（85/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－１（－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－＋） 鉛直 

 

図 4－346 最大応答加速度分布図（86/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－１（＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（＋－） 鉛直 

 

図 4－347 最大応答加速度分布図（87/88）（解析ケース⑧） 
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(a) Ｓｄ－１（－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１（－－） 鉛直 

 

図 4－348 最大応答加速度分布図（88/88）（解析ケース⑧） 
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Ⅵ-2-2-19 取水槽の耐震性についての計算書 
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別紙 せん断破壊に対する照査への線形被害則適用について 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の

設計方針に基づき，取水槽が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び支持機能を有し

ていることを確認するものである。 

取水槽に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析により算定した

荷重を３次元構造解析モデルに作用させ，構造部材の健全性評価を行う。また，基礎地盤

の支持性能評価にあたっては，地震応答解析により基礎地盤に発生した接地圧について確

認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

取水槽の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 取水槽 位置図 
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2.2 構造及び補強の概要 

取水槽の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3～図 2－6 に，概略配筋図を図 2－7～図 2

－10 に示す。 

取水槽は，耐震重要施設及び常設重大事故等対処設備である原子炉補機海水ポンプ等を

間接支持する支持機能，非常時における海水の通水機能，浸水防止のための止水機能が要

求される。 

取水槽は，地下２階構造となっており，上部は除じん機エリア，海水ポンプエリア及

びストレーナエリアの３エリアに分かれている。下部は水路となっており，除じん機エ

リアの下部は６連のボックスカルバート構造，海水ポンプエリアの下部は３連のボック

スカルバート構造となっている。また，上部は各エリアが隔壁により仕切られ，各エリ

アによって開口部の存在や中床版の設置レベルが異なる等の構造となっている。 

取水槽は，加振方向に平行に配置される妻壁や隔壁等の面部材を耐震部材として考慮す

る箱型構造物である。 

取水槽の耐震性を確保するため，耐震補強を実施する。補強計画図を図 2－11～図 2－17

に示す。土圧低減を目的として，埋戻土の地盤改良（図 2－11）を実施する。曲げ・軸力系

の破壊に対する補強として，気中部における妻壁の増厚補強及び控壁の追設（図 2－12）を

実施する。また，せん断破壊に対する補強として，後施工せん断補強工法（ポストヘッド

バー工法，以下「PHb 工法」という。）によるせん断補強（図 2－13～図 2－16）を実施す

る。併せて，波及的影響を防止するため，原子炉補機海水ポンプ設置棚（以下「RSW ポンプ

棚」という。）の撤去（図 2－17）を実施する。 
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図 2－2 取水槽 平面図 

 

 

 

図 2－3 取水槽 断面図(Ａ－Ａ断面)  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

Ｃ Ａ Ｂ 

Ａ Ｂ Ｃ 

Ｄ 
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図 2－4 取水槽 断面図(Ｂ－Ｂ断面)  

 

 

図 2－5 取水槽 断面図(Ｃ－Ｃ断面) 

 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－6 取水槽 断面図(Ｄ－Ｄ断面) 

  

Ａ Ｂ Ｃ 

Ｃ Ａ Ｂ 

（単位:mm） 
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図 2－7 取水槽 概略配筋図（Ａ－Ａ断面）  

（
単

位
:
m
m
）

 

□ ：PHb 工法適用箇所 
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図 2－8 取水槽 概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（
単

位
:
m
m
）

 

□ ：PHb 工法適用箇所 
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図 2－9 取水槽 概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面）  

（
単

位
:
m
m
）

 

□ ：PHb 工法適用箇所 
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図 2－10 取水槽 概略配筋図（Ｄ－Ｄ断面）  

（
単

位
:
m
m
）

 

□ ：PHb 工法適用箇所 
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（平面図） 

 

 

（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

（Ｄ－Ｄ断面） 

図 2－11 地盤改良概要図  

地盤改良範囲 

地盤改良範囲 

地盤改良範囲 

地盤改良範囲 

（単位:mm） 
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（平面図） 

 

（Ｅ－Ｅ断面） 

    

（鳥瞰図） 

図 2－12 取水槽 妻壁補強概要図  

控壁追加 

北妻壁増厚 

Ｅ 

Ｅ 

（単位:mm） 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 2－13 せん断補強計画図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

■：PHb 工法適用箇所 

図 2－14 せん断補強計画図（Ｂ－Ｂ断面）  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 2－15 せん断補強計画図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

 

 

図 2－16 せん断補強計画図（Ｄ－Ｄ断面） 

  

（単位:mm） 

■：部材追加箇所（控壁） 

■：部材追加箇所（北妻壁） 

（単位:mm） 

■：PHb 工法適用箇所 

■：RSW ポンプ棚撤去箇所 
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（平面図） 

 

 

（Ｅ－Ｅ断面） 

図 2－17 RSW ポンプ棚撤去概要図  

Ｅ 
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2.3 評価方針 

取水槽は，設計基準対象施設においては，非常用取水設備及びＳクラス施設等の間接

支持構造物である屋外重要土木構造物に分類され，重大事故等対処施設においては，常

設重大事故緩和設備及び常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

に分類される。また，常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）及び常設重大事故防止設

備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設に分類される。 

取水槽の耐震評価フローを図 2－18 に示す。 

取水槽の耐震評価は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」より得られた地震応答

解析の結果に基づき，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の評価として，表 2－

1 に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有

することを確認し，これにより通水機能及びＳクラス施設等を支持する機能（支持機能

）を維持することができる。また，取水槽の一部は止水機能を損なわないことが要求さ

れるため，構造部材の止水機能に対する評価を併せて実施する。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」より得ら

れた水平方向及び鉛直方向の荷重を用い，非線形シェル要素による３次元静的材料非線

形解析（以下「３次元構造解析」という。）により応答値を算定し，Ⅵ-2-1-9「機能維持

の基本方針」に基づき，曲げ・軸力系の破壊については構造部材の照査用ひずみが許容

限界を下回ること，せん断破壊に対しては照査用せん断力及び照査用面内せん断ひずみ

が許容限界を下回ることを確認する。せん断破壊に対する補強として PHb 工法を用いる

場合には，構造部材に対して PHb 工法の適用条件を満たしていることを確認し，PHb 工

法を採用する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」より得

られた基礎地盤の接地圧が，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づく許容限界を下回

ることを確認する。 

ここで，取水槽の運転時，設計基準事故時及び重大事故時の状態における荷重条件は

変わらず，評価は設計基準対象施設の評価結果に包括されることから，設計基準対象施

設の評価結果を用いた重大事故等対処施設の評価を行う。 
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図 2－18 取水槽 耐震評価フロー 

  

Ⅵ-2-2-18 

取水槽の地震応答計算書 

接地圧の算定 

３次元構造解析モデル 

及び諸元の設定 

評価終了 

照査時刻の選定 

地震時荷重の算定 

３次元構造解析 

構造部材の健全性評価 

許容限界の設定 

評価方針 

評価開始 

基礎地盤の支持性能評価 
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表 2－1 取水槽 評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を 

有すること 

構造部材の 

健全性 

鉄筋コン 

クリート 

部材 

照査用ひずみ，照査

用せん断力及び照査

用面内せん断ひずみ

が許容限界を下回る

ことを確認 

曲げ・軸力 限界ひずみ＊ 

せん 

断力 

面外 せん断耐力＊ 

面内 
限界せん断 

ひずみ＊ 

基礎地盤の 

支持性能 

基礎地盤 発生する接地圧が許

容限界を下回ること

を確認 

極限支持力度＊ 

ＭＭＲ ＭＭＲの支圧強度 

止水機能を 

損なわない 

こと 

構造部材の 

健全性 

鉄筋コン 

クリート 

部材 

照査用ひずみ及び照

査用せん断力が許容

限界を下回ることを

確認 

曲げ・軸力 限界ひずみ＊ 

せん 

断力 
面外 せん断耐力＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

・コンクリート標準示方書［設計編］（（社）土木学会，2017 年制定） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，

2005 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会,平成 14 年

3 月） 

・道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（（社）日本道路協会,平成 14 年 3 月） 

・建設技術審査証明報告書 後施工プレート定着型せん断補強鉄筋「Post-Head-bar」

（一般財団法人土木研究センター） 
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3. 耐震評価 

3.1 地震時荷重算出断面 

取水槽の地震時荷重算出断面位置を図 3－1 に示す。地震時荷重算出断面は，東西方

向では妻壁や隔壁の配置が異なることによる剛性差を考慮して，除じん機エリア（Ａ－

Ａ断面），海水ポンプエリア(Ｂ－Ｂ断面)及びストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）を通る

断面とし，南北方向ではＤ－Ｄ断面とする。地震時荷重算出用地質断面図を図 3－2～図

3－5 に示す。 

なお，加振方向に平行に配置された耐震上見込むことができる面部材の配置から，南

北方向（Ｄ－Ｄ断面）が強軸方向となり，東西方向（Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－

Ｃ断面）が弱軸方向となることから，東西方向に対して３次元構造解析による耐震評価

を実施する。 

 

 

 

 

図 3－1 取水槽 地震時荷重算出断面位置図 

  

Ｃ Ａ Ｂ 

Ａ Ｂ Ｃ 

Ｄ 

Ｄ 

（単位:mm） 
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図 3－2 取水槽 地震時荷重算出用地質断面図（Ａ―Ａ断面位置） 

 

 

 

 

 

図 3－3 取水槽 地震時荷重算出用地質断面図（Ｂ－Ｂ断面位置） 
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図 3－4 取水槽 地震時荷重算出用地質断面図（Ｃ－Ｃ断面位置） 

 

 

 

図 3－5 取水槽 地震時荷重算出用地質断面図（Ｄ－Ｄ断面位置） 
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3.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－1 に，材料の物性値を表 3－2 に示す。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 仕様 

鉄筋 

コンクリート 

底版，側壁，隔壁，妻壁＊， 

導流壁，中床版＊ 
設計基準強度 23.5 N/mm2 

分離壁，控壁 設計基準強度 24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 

設計基準強度 15.6 N/mm2 

設計基準強度 18.0 N/mm2 

設計基準強度 23.5 N/mm2 

埋戻コンクリート 設計基準強度 18.0 N/mm2 

注記＊：妻壁及び中床版の一部の部材は，設計基準強度 24.0N/mm2 である。 

 

表 3－2 材料の物性値 

材料 
設計基準強度 

(N/mm2) 

ヤング係数

(N/mm2) 

単位体積重量

(kN/m3) 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 
23.5 2.48×104 

24.0＊1 

0.2 

24.0 2.50×104 

ＭＭＲ 

15.6 2.08×104 

22.6＊2 
18.0 2.20×104 

23.5 2.48×104 

埋戻コンクリート 18.0 2.20×104 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 
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3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

3.3.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造強度を有することの確認における構造部材（鉄筋コンクリート）の曲げ・軸

力系の破壊に対する許容限界は，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照

査指針・マニュアル（土木学会原子力土木委員会，2005 年 6 月）」（以下「土木学

会マニュアル」という。）に基づき，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0%）

とする。 

曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態については，「土木学会マニュアル」では

コンクリー卜の圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，圧縮縁コンクリー

トひずみ 1.0%の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態であることが，屋

外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シミュレーション等

の結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構造全体としての安定

性等が確保できるとして設定されたものである。 

各要求機能について，通水機能を有すること及びＳクラスの施設を支持する機能

を損なわないことの確認においては，部材が終局状態に至らないことを目標性能と

することから，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0%）を許容限界とする。

止水機能を損なわないことの確認においては，「コンクリート標準示方書［構造性

能照査編］（土木学会，2002 年制定）」（以下「コンクリート標準示方書 2002」と

いう。）に基づき，コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみについて，部材降伏

に相当するひずみ（コンクリートの圧縮ひずみ 2000μ，主筋ひずみ 1725μ）とす

る。 

取水槽の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 取水槽の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

要求機能 許容限界 

構造強度を有すること 

限界ひずみ 

圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0％（10000μ） 

通水機能を有すること 
圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0％（10000μ） 

止水機能を損なわないこと 
圧縮ひずみ：2000μ 

主筋ひずみ：1725μ 

Ｓクラスの施設を支持する

機能を損なわないこと 

圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0％（10000μ） 
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(2) せん断破壊に対する許容限界 

構造強度を有することの確認におけるせん断破壊に対する許容限界は，「土木学

会マニュアル」に基づくせん断耐力とする。 

せん断耐力は，「土木学会マニュアル」に基づき「a. 棒部材式」を適用するこ

ととし，ディープビームとなる部材についても，「a. 棒部材式」を用いることで

安全側の評価とする。 

PHb 工法を用いる構造部材については「b. PHb によりせん断補強された部材の

せん断耐力式」を用いる。 

各要求機能について，せん断破壊に対しては，通水機能，止水機能，支持機能の

いずれも終局状態に至らないことを目標性能とすることから，せん断耐力を許容限

界とする。 
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a. 棒部材式 

Vyd = Vcd + Vsd 

ここで， 

Vyd ：せん断耐力 

Vcd ：コンクリートが負担するせん断耐力 

Vsd ：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

Vcd = βd ∙ βp ∙ βn ∙ βa ∙ fvcd ∙ bw ∙ d ∕ γbc 

 

ｆ
vcd

= 0.203√f'cd ただしfvcd > 0.72(N∕mm2)，となる場合は 

fvcd = 0.72(N/mm2) 

βd = √1∕d
4

 (d[m]) ただし，βd > 1.5 となる場合はβd = 1.5 

βp = √100pv
3  ただし，βp > 1.5 となる場合はβp = 1.5 

βn = 1+2M0 ∕ Mud(N'd ≥ 0) 

 = 1 + 4M0 Mud⁄ (N'd < 0) 

ただし，βn > 2.0 となる場合はβn = 2.0 

ただし，βn < 0 となる場合はβn = 0 

βa = 1  

 

ここで， 

f'cd ：コンクリート圧縮強度の設計用値(N∕mm2)で設計基準強度f'ckを材

料係数γmcで除したもの 

pv ：引張鉄筋比 pv = As ∕ (bw ∙ d) 

As ：引張側鋼材の断面積 

bw ：部材の有効幅 

d ：部材の有効高さ 

N'd ：設計軸圧縮力 

Mud ：軸方向力を考慮しない純曲げ耐力 

M0 ：Mdに対する引張縁において，軸方向力によって発生する応力を打

ち消すのに必要なモーメント（デコンプレッションモーメント）

M0 = N'd ∙ D ∕ 6 

D ：断面高さ 

a ∕ d ：せん断スパン比 

γbc ：部材係数 

γmc ：材料係数 
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V𝑠𝑑 = {A𝑤・f𝑤𝑦𝑑・(sin 𝛼 + cos 𝛼) ∕ s }・z ∕ 𝛾bs 

 

ここで， 

Aw ：区間 s におけるせん断補強筋の総断面積 

fwyd ：せん断補強筋の降伏強度の材料係数γmsで除したもので，400N/mm2

以下とする。ただし，コンクリートの圧縮強度の特性値 f′ckが

60N/mm2以上の時は，800N/mm2以下としてよい。 

α ：せん断補強筋と部材軸のなす角度 

s ：せん断補強筋の配置間隔 

z ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で

d ∕ 1.15とする。 

γbs ：部材係数 

γms ：材料係数 
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b. PHb によりせん断補強された部材のせん断耐力式 

取水槽において後施工せん断補強（ポストヘッドバー（PHb））を配置した構造

部材のせん断耐力については，「建設技術審査証明報告書 技術名称 後施工プ

レート定着型せん断補強鉄筋「Post-Head-bar」（一般財団法人土木研究センタ

ー）」に示されている以下の設計式により求める。 

 

Vpyd = Vcd + Vsd + Vphb 

Vphb = βaw ∙ Vawd = βaw・{Aaw ∙ fawyd(sin αaw + cos αaw) Saw⁄ }・z∕γb 

βaw = 1 − Iy {2 ∙ (d − d`)}⁄   ただし，βaw ≤ 0.9 

 

ここで， 

Vcd ：せん断補強鋼材を用いない RC 部材の単位長さあたりのせん断耐力 

Vsd ：既存のせん断補強鋼材により受け持たれる壁部材の単位幅あたりの

せん断耐力 

Vphb ：PHb により受け持たれる RC 部材の単位長さあたりのせん断耐力 

Vawd ：PHb を通常のスターラップと見なして求められる単位長さあたりの

せん断耐力 

βaw ：PHb のせん断耐力の向上への有効性を示す係数 

Aaw ：単位長さ当たりの区間Sawにおける PHb の総断面積 

fawyd ：PHb の設計降伏強度で 400N/mm2以下とする。 

αaw ：PHb が部材軸となす角度 

Saw ：PHb の配置間隔 

z ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で一般に 

d∕1.15としてよい。 

γb ：部材係数（一般に 1.10 としてよい） 

Iy ：PHb の埋込側に必要な定着長 

d-d' ：補強対象部材の圧縮鉄筋と引張鉄筋の間隔（d-d'≧Iy） 
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PHb が負担するせん断耐力は，先端型定着体の定着長が 3.5D～5.5D であること

から，通常のせん断鉄筋に比べ補強効率が低下する。PHb が負担するせん断耐力は

同定着長と補強対象部材の主鉄筋間隔から算出される有効率βａｗを通常のせん断

補強鉄筋の負担分に乗じることにより考慮されている。図 3－6 に有効率算定にお

ける概念図を示す。 

 

 

 

図 3－6 ポストヘッドバー（PHb）の有効率算定の概念図 
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(3) 壁部材の面内せん断に対する許容限界 

壁部材の面内せん断に対する許容限界は，面内せん断ひずみ 2000μ（2/1000）を

許容限界とする。「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）

日本電気協会）」において，限界せん断ひずみ 2000μ（2/1000）は，耐震壁の終局

耐力に相当する面内せん断ひずみ 4000μ（4/1000）に余裕を見込んだ許容限界とし

て規定されている。 
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3.3.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

(1) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，地盤の一部にＣＬ級岩盤が分布することから，ＣＬ級岩盤の

極限支持力度とする。基礎地盤の許容限界を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＬ級岩盤 3.9 

 

(2) ＭＭＲ 

マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）に発生する接地圧に対する許容限

界は，「コンクリート標準示方書 2002」に基づき，コンクリートの支圧強度とする。

ＭＭＲの接地圧に対する許容限界を表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 ＭＭＲの支持性能に対する許容限界 

評価項目 
ＭＭＲ 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 

支圧強度 
f’ck=15.6 f’ck=15.6 

f’ck=18.0 f’ck=18.0 
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3.4 評価方法 

3.4.1 構造部材の健全性評価 

取水槽は，加振方向に平行に配置される面部材（妻壁や隔壁）を有する箱形構造

物であり，Ｓクラスの施設を支持する機能（支持機能）及び止水機能が要求される

ことから，非線形シェル要素を用いた３次元構造解析により実施する。３次元構造

解析には，解析コード「ＦＩＮＡＳ／ＳＴＡＲ」を用いる。なお，解析コードの検

証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の

概要」に示す。 

３次元構造解析への入力荷重は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」に基づく

地震応答解析において，取水槽の耐震評価に支配的な荷重が最大となる時刻を選定

し，当該時刻における地震時応答から設定する。 

Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」に基づく地震応答解析により算定した地

震時荷重（地震時増分土圧及び慣性力）を用いて，３次元構造解析により算定した

照査用応答値が，「3.3 許容限界」において設定した許容限界を下回ることを確

認する。 

 

(1) 解析モデル 

材料の非線形特性を考慮した非線形シェル要素でモデル化する。３次元構造解析

モデルを図 3－7 及び図 3－8 に示す。 

非線形シェル要素は，部材高さ方向に平面要素を重ね合わせて構成する。図 3－

9 に非線形シェル要素の概念図を示す。主筋の位置が層の中心となるよう上側，下

側に鉄筋コンクリートの層を設定し，鉄筋コンクリート層を除く範囲は，無筋コン

クリート層としてモデル化する。鉄筋コンクリート層の厚さは，「土木学会マニュ

アル」に示される一般的な分割方法に従い，かぶり厚さの 2 倍とする。各要素の鉄

筋部分は，鉄筋の軸方向剛性のみを有する鉄筋層としてモデル化する。構造部材（鉄

筋コンクリート）の非線形特性を図 3－10 及び図 3－11 に示す。 

部材接合部の隅角部には剛域を設ける。剛域設定範囲の考え方を図 3－12に示す。

剛域は，「コンクリート標準示方書 2002」に基づき，底版等部材厚が厚い部材に剛

域を設定することとし，本解析モデルでは 1.9m 以上の部材を対象とする。 

周辺地盤と接する構造物の境界には，地盤ばねを設定する。常時解析において，

支持地盤に設定する地盤ばねは基礎地盤に対する静的な載荷状態を想定して定義

されている「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路

協会,平成 14 年 3 月）」に基づき設定する。地震時解析において，支持地盤及び側

方地盤に設定する地盤ばねは地盤と構造物間の剥離を考慮できる非線形ばねでモ

デル化し，「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（（社）日本道路協会,平成 14

年 3 月）」に基づき設定する。1 方向載荷時には，載荷方向と平行な壁に地盤ばね
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を設定する。 

 

図 3－7 ３次元構造解析モデル（鳥瞰図） 

 

 

図 3－8 ３次元構造解析モデル（鳥瞰図，西側壁なし） 

 



 

34 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
2-
19
 R
1 

 

図 3－9 非線形シェル要素の概念図 

 

 

図 3－10 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 

（「コンクリート標準示方書［設計編］（（社）土木学会，2017 年制定）」より引用） 

 

第2層

第3層

第4層

第5層

コンクリートと鉄筋の複合要素

RC層

RC層

PL層

 主筋と配力筋のかぶり
厚の最小かぶり厚×2

 主筋と配力筋のかぶり
厚の最小かぶり厚×2

（板厚-第1層-第6層）/4

第1層
コンクリートと鉄筋の複合要素

コンクリート要素

コンクリート要素

コンクリート要素

コンクリート要素

第6層

板厚中心
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図 3－11 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 

（「コンクリート標準示方書 2002」より引用） 

 

 

図 3－12 剛域の設定 

（「コンクリート標準示方書 2002」より引用） 
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(2) 照査時刻 

構造部材の健全性評価において，照査時刻は構造的特徴を踏まえ，損傷モードご

と及び部材ごとに評価が厳しくなる時刻を地震応答解析の結果から複数選定する。

照査時刻の選定の考え方を表 3－6 に示す。 

なお，せん断破壊に対する照査値最大時の作用荷重分布図を図 3－13～図 3－18

に示す。 
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表 3－6 照査時刻の考え方 

  

照査
時刻

損傷
モード

荷重抽出時刻 抽出する応答値

時刻１
曲げ・軸力系

の破壊
壁

（面外）

下部構造における
頂底版間の層間変
位が最大となる時

刻

中部２節点，下部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻２

時刻３

時刻４
せん断破壊
（面外）

壁
（面外）

総水平荷重が最大
となる時刻

底面地盤せん断応
力の積算値

時刻５

時刻６

時刻７
せん断破壊
（面内）

壁
（面内）

面部材の層間変位
が最大となる時刻

上部２節点，中部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻８

時刻９

着目部位

上部構造における
各側壁の転倒曲げ
モーメントが最大

となる時刻

上部構造における
各側壁の水平荷重
が最大となる時刻

上部構造における
各側壁の上部荷重
が最大となる時刻

(上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧+上部構造側壁の
慣性力)×上部構造
のアーム長の積算

値

上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧と上部構造側壁
の慣性力の積算値

上部構造に隣接す
る側面地盤の上半
分の水平土圧と側
壁の慣性力の積算

値

曲げ・軸力系
の破壊及び
せん断破壊
（面外）

せん断破壊
（面外）

曲げ・軸力系
の破壊

壁
（面外）

壁
（面外）

壁
（面外）
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注：図中の矢印は荷重の作用方向を示す。 

 

図 3－13 作用荷重分布図（直応力及びせん断応力） 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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（水平） 

 

 

（鉛直） 

 

 

図 3－14 作用荷重分布図（加速度） 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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注：図中の矢印は荷重の作用方向を示す。 

 

図 3－15 作用荷重分布図（直応力及びせん断応力） 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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（水平） 

 

 

（鉛直） 

 

 

図 3－16 作用荷重分布図（加速度） 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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注：図中の矢印は荷重の作用方向を示す。 

 

図 3－17 作用荷重分布図（直応力及びせん断応力） 

（Ｃ－Ｃ断面，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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（水平） 

 

 

（鉛直） 

 

 

図 3－18 作用荷重分布図（加速度） 

（Ｃ－Ｃ断面，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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(3) 入力荷重 

３次元構造解析の入力荷重は，設計値及びⅥ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」

より得られた地震応答解析に基づく「(2) 照査時刻」で選定した照査時刻におけ

る応答値を用いて算定する。地震時荷重は地震応答解析から抽出した荷重を各エリ

ア奥行方向に一様に載荷する。入力荷重の一覧を表 3－7 に示す。 

 

表 3－7 ３次元構造解析における入力荷重 

区分 種別 考慮する荷重 

常時 

荷重 

固定荷重 
躯体自重，機器・配管系荷重，浸水防止

設備荷重及び竜巻防護対策設備荷重 

積載荷重 躯体に作用する積載荷重 

常時土圧 躯体側面に作用する常時土圧 

常時水圧（内水） 躯体に作用する常時水圧 

常時水圧（外水） 躯体に作用する常時水圧 

地震時 

荷重 

慣性力 
躯体，機器・配管，浸水防止設備及び竜

巻防護対策設備に作用する慣性力 

地震時増分土圧 躯体側面に作用する地震時増分土圧 

地震時水圧増分（内水） 躯体に作用する地震時水圧増分 

地震時水圧増分（外水） 躯体に作用する地震時水圧増分 

 

 

3.4.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては，構造部材を支持する基礎地盤に発生する接

地圧が許容限界を下回ることを確認する。 
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4. 構造部材の地震時応答 

３次元構造解析に基づく各構造部材の地震時応答結果を示す。各部材位置を図 4－1 に，

各部材の要素座標系を図 4－2 に，シェル要素における各要素の断面力の方向を図 4－3 に

示す。 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査のうち，各部材のコンクリートの圧縮縁ひずみ，コン

クリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみに対して最大照査値となる評価時刻でのひずみ分

布を図 4－4～図 4－6 に，せん断破壊に対して最大照査値となる評価時刻での断面力分布

を図 4－7～図 4－12 に示す。 
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図 4－1 評価部位の位置＊ 

注記＊：部材位置を説明するための図であり，解析モデルとは異なる。  
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図 4－2（1） 各部材の要素座標系 

  

黒（Ｘ，Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す。 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す。 

中床版①～③ 底版 
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図 4－2（2） 各部材の要素座標系 

  

黒（Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す。 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す。 

導流壁③
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黒（Ｘ，Ｚ）：全体座標系を示す。 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2（3） 各部材の要素座標系 
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図 4－3 シェル要素における断面力の方向 

 

 

  

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント 

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力 

Ｎｘｙ：面内せん断力 
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       側壁①                側壁② 

 

 

        

         底版                中床版①～③ 

 

 

   

        導流壁①                導流壁② 

 

図 4－4（1） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 

6610μ 
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        導流壁③       導流壁④      導流壁⑤ 

 

 

     

分離壁①   分離壁②   分離壁③   分離壁④   分離壁⑤ 

  

 

         

         控壁①   控壁②  控壁③  控壁④   控壁⑤ 

 

図 4－4（2） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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         妻壁①                 妻壁② 

 

 

   

         隔壁①                隔壁② 

 

 

  

          隔壁③               隔壁④ 

 

 

 

隔壁⑤ 

 

 

 

 

図 4－4（3） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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        側壁①               側壁② 

 

 

         

         底版                中床版①～③ 

 

 

   

         導流壁①               導流壁② 

 

図 4－5（1） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮ひずみ) 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 

1644μ 
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        導流壁③       導流壁④      導流壁⑤ 

 

 

     

      分離壁①   分離壁②   分離壁③   分離壁④  分離壁⑤ 

 

 

         

        控壁①   控壁②   控壁③   控壁④   控壁⑤ 

 

図 4－5（2） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮ひずみ) 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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         妻壁①                 妻壁② 

 

 

  

         隔壁①                 隔壁② 

 

 

   

                隔壁③                隔壁④ 

 

 

隔壁⑤ 

 

図 4－5（3） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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             側壁①                 側壁② 

 

         

                底版                   中床版①～③ 

 

     

                 導流壁①               導流壁② 

 

図 4－6（1） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図（主筋ひずみ） 

（中床版，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

（μ） 

1353μ 
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               導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 

 

 

          

            分離壁①  分離壁②  分離壁③  分離壁④   分離壁⑤ 

 

 

         

控壁①  控壁②  控壁③  控壁④   控壁⑤ 

 

図 4－6（2） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図（主筋ひずみ） 

（中床版，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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                妻壁①                妻壁② 

 

 

   

                隔壁①                隔壁② 

 

 

   

                隔壁③                隔壁④ 

 

 

 

隔壁⑤ 

 

 

 

 

図 4－6（3） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図（主筋ひずみ） 

（中床版，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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              側壁①                側壁② 

 

           

              底版                   中床版①～③ 

 

     

              導流壁①                   導流壁② 

 

図 4－7（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m）：Ｍｘ） 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m） 

350kN・m 
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             導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 

 

 

         

             分離壁①  分離壁②  分離壁③  分離壁④  分離壁⑤ 

 

 

         

  控壁①  控壁②  控壁③  控壁④   控壁⑤ 

 

図 4－7（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m） 
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                妻壁①                  妻壁② 

 

 

   

                隔壁①                隔壁② 

 

 

   

                 隔壁③               隔壁④ 

 

 

 

隔壁⑤ 

 

 

 

 

図 4－7（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－8（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋））  
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図 4－8（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－8（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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              底版                    中床版①～③ 
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図 4－9（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋））  

827kN/m 
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図 4－9（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－9（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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              底版                   中床版①～③ 

 

     

               導流壁①                導流壁② 

 

図 4－10（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－10（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－10（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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              底版                   中床版①～③ 

 

     

               導流壁①               導流壁② 

図 4－11（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋））  

-867kN/m 

（kN/m） 
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図 4－11（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－11（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－12（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－12（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－12（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN/m） 
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5. 耐震評価結果 

5.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 5－1 に，せん

断破壊に対する各評価位置での最大照査値を表 5－2 に，各壁部材の面内せん断に対す

る照査値を表 5－3 に示す。 

取水槽の照査用ひずみ（コンクリートの圧縮縁ひずみ），照査用せん断力及び壁部材

の照査用面内せん断ひずみが，構造部材の健全性に対する許容限界を下回ることを確認

した。 

 

表 5－1 曲げ・軸力系の破壊に対する照査（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

ひずみ＊2 

εｄ 

限界 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 1 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 968μ 10000μ 0.10 

中床版 16 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 3117μ 10000μ 0.32 

側壁 44 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 7932μ 10000μ 0.80 

隔壁 136 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1132μ 10000μ 0.12 

導流壁 62 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 2129μ 10000μ 0.22 

妻壁 91 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1091μ 10000μ 0.11 

分離壁 67 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 183μ 10000μ 0.02 

控壁 71 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 420μ 10000μ 0.05 

注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

  ＊2：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 
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表 5－2 せん断破壊に対する照査 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断 

耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

底版 1 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1244 1828 0.69 

中床版 34 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1486 1520 0.98＊3 

側壁 41 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） ［－］＊4 ［－］＊4 0.83＊4 

隔壁 141 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 344 366 0.94 

導流壁 64 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1003 1211 0.83 

妻壁 92 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 985 2145 0.46 

分離壁 68 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 317 1033 0.31 

控壁 75 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 302 689 0.44 

注記＊１：評価位置は図 5－1 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（＝1.05） 

＊３：断面厚さの 1.0 倍で平均化した場合，照査値 0.88 となる。 

＊４：線形被害則による照査結果を示す。  
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【底版，中床版】 

 

図 5－1（1） 評価位置図（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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【側壁，導流壁，分離壁，控壁】 

 

図 5－1（2） 評価位置図（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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【隔壁，妻壁】 

 

図 5－1（3） 評価位置図（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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表 5－3 壁部材の面内せん断に対する照査 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊2 

εｄ 

限界せん断 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 － － － － － － 

中床版 － － － － － － 

側壁 － － － － － － 

隔壁 106 ① Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1500μ 2000μ 0.75 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 81 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1782μ 2000μ 0.90 

分離壁 － － － － － － 

控壁 － － － － － － 

注記＊1：評価位置は図 5－2 に示す。 

  ＊2：照査用面内せん断ひずみ＝発生する面内せん断ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

 

 

    

図 5－2 評価位置図（壁部材の面内せん断） 

（左：平面図，右：断面図） 
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5.2 各要求機能に対する評価結果 

5.2.1 通水機能及びＳクラスの施設等を支持する機能 

「5.1 構造部材の健全性に対する評価結果」において，取水槽の照査用ひずみ

（コンクリートの圧縮縁ひずみ），照査用せん断力及び壁部材の照査用面内せん断

ひずみが，構造部材の健全性に対する許容限界を下回ることを確認することにより，

通水機能及びＳクラスの施設等を支持する機能に対する許容限界を下回ることを

確認した。 

 

5.2.2 止水機能 

鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系の破壊に対する各評価位置での最大照査値

を表 5－4 及び表 5－5 に，せん断破壊に対する各評価位置での最大照査値を表 5－

6 に示す。 

取水槽の照査用ひずみ(コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみ)が,止水機能

に対する許容限界を下回ることを確認した。 

 

表 5－4 曲げ・軸力系の破壊に対する照査(コンクリートの圧縮ひずみ) 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

ひずみ＊2 

εｄ 

限界 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 － － － － － － 

中床版 31 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1613μ 2000μ 0.81 

側壁 43 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1973μ 2000μ 0.99＊3 

隔壁 136 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1132μ 2000μ 0.57 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 － － － － － － 

分離壁 67 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 183μ 2000μ 0.10 

控壁 － － － － － － 

 注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

   ＊2：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

＊3：断面厚さは 1.0 倍で平均化した場合,照査値 0.76 となる。 
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表 5－5 曲げ・軸力系の破壊に対する照査(主筋ひずみ)  

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

ひずみ＊2 

εｄ 

限界 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 － － － － － － 

中床版 28 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1624μ 1725μ 0.95 

側壁＊3 53 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1302μ 1725μ 0.76 

隔壁 126 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1556μ 1725μ 0.91 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 － － － － － － 

分離壁 68 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 264μ 1725μ 0.16 

控壁 － － － － － － 

注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

  ＊2：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

  ＊3：限界ひずみを超える一部の要素について,当該要素が含まれる部材を取り出した 

部材モデルを作成し,プッシュオーバー解析を実施することにより,当該部材・要 

素がおおむね弾性範囲にあることを確認した（図 5－3）。 

 

 

図 5－3 側壁①（海水ポンプエリア）に働く荷重倍率と相対変位の関係 

  

荷重 100％ 

第２折れ点付近 
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表 5－6 せん断破壊に対する照査 

評価位置＊1,＊2 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断 

耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

底版 － － － － － － 

中床版 34 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1486 1520 0.98＊4,＊5 

側壁 53 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 685 876 0.79 

隔壁 141 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 344 366 0.94 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 － － － － － － 

分離壁 68 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 317 1033 0.31 

控壁 － － － － － － 

注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

  ＊2：止水機能が要求される部材の範囲は図 5－4 に示す。 

  ＊3：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（＝1.05） 

  ＊4：要素単位で断面厚さの 1.0 倍以下となるような範囲で平均化を実施した結果のう 

ち最大の照査値を示す。 

  ＊5：断面厚さの 1.0 倍で平均化した場合,照査値 0.88 となる。 
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図 5－4 止水機能が要求される部材の範囲(上:壁部，下:床部)  
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5.3 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

5.3.1 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 5－7 に示す。また，最大接地圧分布

図を図 5－5～図 5－7 に示す。 

取水槽の基礎地盤に発生する最大接地圧が，極限支持力度を下回ることを確認し

た。 

 

表 5－7 基礎地盤の支持性能照査結果 

断面 
解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

除じん機エリア 

（Ａ－Ａ断面） 
① 

Ｓｓ－Ｆ１ 

（＋＋） 
0.96 3.9 0.25 

海水ポンプエリア 

（Ｂ－Ｂ断面） 
④ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
0.95 3.9 0.25 

ストレーナエリア 

（Ｃ－Ｃ断面） 
⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
0.59 3.9 0.16 

 

 

図 5－5 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）） 
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図 5－6 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 

 

図 5－7 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ｃ－Ｃ断面，解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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ＭＭＲ（設計基準強度 15.6N/mm2） 
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5.3.2 ＭＭＲ 

ＭＭＲの支持性能に対する照査結果を表 5－8 に示す。また，最大接地圧分布図

を図 5－8 に示す。 

取水槽のＭＭＲに発生する最大接地圧が，支圧強度を下回ることを確認した。 

 

表 5－8 ＭＭＲの支持性能照査結果 

断面 
解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

支圧強度 

f'ck(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/f'ck 

ストレーナエリア 

（Ｃ－Ｃ断面） 
⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
0.96 15.6 0.07 

 

 

図 5－8 ＭＭＲの最大接地圧分布図 

（Ｃ－Ｃ断面，解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

0.96 

0

4

8

12

16

20

接
地

圧
（

N
/m
m
2 ）

支圧強度 15.6N/mm2

MMR（Fc18）

東 西

ＭＭＲ（設計基準強度 18.0N/mm2） 
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別紙 せん断破壊に対する照査への線形被害則適用について 

 

1. はじめに 

取水槽のせん断破壊に対する照査については，照査用せん断力がせん断耐力を下回るこ

とを確認することとしている。せん断破壊に対する照査の結果，照査用せん断力がせん断

耐力を超える部材については，線形被害則を適用し，再照査を実施したことから，線形被

害則適用による照査結果について示す。 
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2. 線形被害則による照査 

2.1 照査対象部材 

基準地震動Ｓｓに対する耐震評価の結果，図 2－1 に示すとおり，PHb 設置によっても

部分的に照査用せん断力がせん断耐力を上回る要素が存在している。本資料では，東壁

５に線形被害則を適用し，照査値を確認する。 

 

 

図 2－1 線形被害則による照査対象部材位置 

  

東側壁５ 
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2.2 照査結果 

図 2－2 に対象部材のせん断力分布図を示し，表 2－1 にせん断力分布及び照査結果を

示す。 

 

図 2－2 せん断力分布図（東側壁５） 
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表 2－1 せん断力分布及び照査荷重（東側壁５） 

荷重番号 
荷重 

Ｐ(kN) 

せん断 

スパン比 

ａ/ｄ 

照査荷重 

Ｐｄ(kN) 

設計用 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｐｄ/Ｖｙｄ 

P1 334 0.83 350 1523 0.23 

P2 171 1.42 179 1085 0.17 

P3 115 2.00 121 942 0.13 

P4 72 2.58 76 896 0.08 

P5 43 3.15 45 868 0.05 

P6 35 3.71 37 848 0.04 

P7 32 4.17 34 836 0.04 

P8 44 4.83 46 823 0.06 

P9 21 5.89 22 808 0.03 

    合計 0.83 

 

 




